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研究要旨：【目的】本研究は、自治体の公衆衛生医師の確保を促進するために、

1)公衆衛生医師の具体的な活躍のイメージを関係組織と共有すること、2) 地域

保健総合推進事業（全国保健所長会協力事業、以下「全国保健所長会事業」）が

推進する人材育成手法に加え、社会医学系専門医認定プログラムや自治体の公

衆衛生医師養成プログラムを基に行政機関の公衆衛生医師におけるコンピテン

シーとその育成プログラムポリシーを検討すること、3)公衆衛生医師に求めら

れる資質や育成に関するガイドラインを整備するための基礎資料を作成するこ

と、を目的としている。これらの成果について関連事業である全国保健所長会

事業と共有しながら、各都道府県が公衆衛生医師の確保・育成のために活用出

来る基礎資料とする方針である。【方法】本研究事業では、医師が保健所をはじ

めとする公衆衛生分野で活躍するための認識や課題、障壁などを抽出するた

め、新たな調査を行うとともに、離職率が高いとされる公衆衛生医師の確保・

育成についての知見を取りまとめた。公衆衛生医師の現状に関する分析とし

て、具体的には「医師・歯科医師・薬剤師調査（以下、三師調査）」の個票を用

いた公衆衛生医師動態分析、全国保健所長会のメーリングリストを活用した現

職公衆衛生医師における意識調査、臨床に従事する女性医師における公衆衛生

医師に関するインターネット調査を行った。また、教育機関における公衆衛生

研修を行う、全国保健所長会が開催する公衆衛生セミナーに参加する、ウェブ

サイトで研究成果を発信するなど、具体的な手法にも着手をした。【結果】三師

調査の分析結果であるが、平成 28年度調査票において公衆衛生行政医師を選択

した医師が平成 26年度調査時点から県都市を移動したかどうかを追跡した結

果、年齢階級が低い医師群の約半数が移動しているのに対し（30～34歳

（63.64％）、35～39歳（58.97％）、40～44歳（49.33％））、年齢階級が高い 50

歳以上の医師群は 50歳～54歳（28.07%）、55歳～59歳（27.1%）、60歳～64歳

（21.58%）と移動割合は 30%未満となった。男性医師、女性医師ともに移動した
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割合は男性 31.59%に対し、女性 26.56%とやや男性の方が多く移動する傾向がみ

られた。過去に公衆衛生行政医師を経験したことがある医師の男女別割合は、

年齢階級が高い 50歳以上の医師群においては男性割合が高かったが、年齢階級

が低い 49歳以下の医師群では、男女割合の差はほとんど見られなかった。平成

28 年度調査票において公衆衛生行政医師を選択した医師について平成 22年度調

査時点から専門医資格数がどのように変化しているかを追跡した結果、全体と

して医師の 78％は資格数が変わらない結果となった。年齢階級別に資格数をみ

ると 40歳未満の若手医師は増加傾向であるのに対し、40歳～69歳のうち 10%未

満の医師が専門医資格数が減少し、70歳以上になるとその割合が 10％を超える

ことが明らかとなった。また、資格数が増加した医師ほど、公衆衛生医師を継

続する割合が低い傾向が見られた。続いて、全国保健所長会のメーリングリス

トを活用した現職公衆衛生医師における意識調査からは、公衆衛生医師を志望

した動機として「社会にとって有益な仕事だから」が最も多く（男性 87.7％、

女性 81.3%）、「興味のある仕事だから」が次に続くことが明らかになった（男性

76.8％、女性 82.5％）。就職後に順位が上がったのは「雇用が安定しているか

ら」であり、下がったのは「他の人のためになる仕事だから」「興味のある仕事

だから」「仕事と家庭生活を両立できるから」であり、現在の仕事において改善

の余地があるという回答が多かったのは「学位取得、留学、研究の機会があ

る」、次に「広報が充実している（自分の仕事の価値が PRされ、公的に認知さ

れている）」であった。現在の仕事について、「公衆衛生医師を志望した動機」

に関する項目について尋ねたところ、男女ともに｢雇用が安定している｣｢社会に

とって有益な仕事だ｣｢興味のある仕事だ｣｢他の人のためになる仕事だ｣という項

目が、また、女性では｢仕事と家庭生活を両立できる｣｢教育・訓練の機会が提供

されている｣という回答が多かった。「公衆衛生医師を志望した動機」に関する

男女差については、｢仕事と家庭生活を両立できるから｣(p=0.020)｢教育・訓練

の機会が提供されている｣(p=0.013)について有意な差があった。さらに公衆衛

生医師の業務に関連する 8 項目について尋ねたところ、男女ともに｢コミュニケ

ーションがとりやすい職場環境｣｢これからもキャリアを重ねたい｣の項目で高い

傾向が見られ、約 65％の回答者が「公衆衛生医師としてのキャリアを重ねた

い」と回答していた。一方、｢広報は充実している｣について特に男性で低い傾

向にあり、｢研修の内容に満足している｣(p=0.005)及び｢広報は充実している｣

(p=0.013)については、男女間で平均値に有意な差があった。「これからも公衆

衛生医師としてのキャリアを重ねていきたい」に対する回答を被説明変数、現

在の業務に関する状況 10項目に加えて「学位取得、留学、研究の機会がある」

「コミュニケーションを取りやすい職場環境」「給与は見合っている」｢通勤時

間｣及び｢年齢｣｢配偶者の有無｣｢子供の有無｣を説明変数とした順序ロジステック



- 5 - 

 

回帰分析を男性・女性別に実施した結果、男性では、｢興味のある仕事だ｣｢社会

にとって有益な仕事だ｣｢学位取得、留学、研究の機会がある｣の項目と有意な関

連が見られた。一方女性では、｢興味のある仕事だ｣のほかに｢子供あり｣「雇用

が安定している」「コミュニケーションがとりやすい職場だ」の項目と有意な関

連が見られた。 

次に、臨床に従事する女性医師における公衆衛生医師に関するインターネッ

ト調査では、現在の仕事について、「現在の仕事の志望動機」について尋ねたと

ころ、｢雇用が安定している｣｢興味のある仕事だ｣「他の人のためになる仕事

だ」｢社会にとって有益な仕事だ｣が多く、｢昇進の機会が多い｣「働く時間など

を自分で決定できる」｢学位取得、留学、研究の機会がある｣は少ない傾向が見

られた。勤務先として回答が多かった｢診療所｣｢病院｣｢大学病院｣別に分析を行

った結果、｢雇用が安定している｣｢高収入である｣｢干渉されず、独立した仕事

だ｣「働く時間などを自分で決定できる」｢仕事と家庭生活を両立できる｣｢学位

取得、留学、研究の機会がある｣｢給与は仕事内容に見合っている｣について、3

群間で有意な差が認められた。｢雇用が安定している｣については、病院勤務者

で最も高く(3.8)、診療所では低かった(3.1)。｢高収入である｣については、診

療所で高く(3.5) 、大学では非常に低かった(2.4)。さらに｢干渉されず、独立

した仕事だ｣では、診療所では高く(3.7)、病院(3.0)・大学(2.9)では低かっ

た。｢働く時間などを自分で決定できる｣も、同様に診療所で高く(3.8)、病院

(2.8)・大学(2.7)で低い傾向が見られた。｢仕事と家庭生活を両立できる｣も同

様で、診療所で高く(3.9)、病院(3.2)・大学(3.1)では低かった。｢学位取得、

留学、研究の機会がある｣では、診療所(2.4)と病院(2.5)では低く、大学では高

かった(3.7)。さらに、｢給与は仕事内容に見合っている｣について、診療所

(3.5)・病院(3.4)では比較的あてはまりが高い一方で、大学・大学病院ではか

なり低かった(2.6)。同調査結果における公衆衛生医師のキャリアについて、

｢今までに公衆衛生医師のキャリアを考えたことがある｣と答えた女性医師は 3

割弱だった。また、｢今までに公衆衛生医師のキャリアを経験したことがある｣

について｢あてはまる｣｢よくあてはまる｣と答えたのは 5％弱に過ぎなかった。さ

らに｢将来、公衆衛生医師としてのキャリアを考えている｣について「あてはま

る」「よくあてはまる」と回答したのは全体の約 15％だった。 

既存資料の整理では、これまで開発されたガイドラインやチェックリストな

どのツールや好事例集の類似点、相違点が明らかになり、人口減少や専門医制

度、地域医療構想等、時代の変容に合わせた利活用方法について概観し考察を

加えた。人材育成手法の探索的研究を行ったところ、公衆衛生を学ぶ研修参加

者における公衆衛生を学ぶ意欲や達成感、経験値は統計学有意に上昇がみられ

た。また、ウェブサイトや様々な媒体での発信により公衆衛生医師の認知度向



- 6 - 

 

上に貢献出来たと考えられる。 

【結論】以上の新たな調査により、臨床医における公衆衛生キャリアの認知度

は低いものの、現役公衆衛生医師の満足度は高く、そのうちでも｢興味のある仕

事だ｣｢他の人のためになる仕事だ｣｢社会にとって有益な仕事だ｣｢仕事と家庭生

活を両立できる｣と感じる回答者が多く、特に女性ではその傾向が強いことが明

らかになった。公衆衛生医師の業務は、臨床医と比べると相対的に経済的待遇

が良くないと考えられているが、ワークライフバランスが比較的とりやすいこ

とは一つの特長として捉えられていた。以上の調査からの傾向を踏まえると、

確保・育成に向けた施策への示唆として、公衆衛生医師のモチベーションや業

務意欲を高める要因は男女間で異なっている可能性がある。男性医師では、学

位取得等の機会が確保されることや、公衆衛生医師の社会的価値を認識し社会

から認められるような施策が仕事の継続医師と関連しており、確保・育成の上

でも有効であることが示唆された。現在の業務上、学位取得等の機会が限られ

ていることは本調査や同様の先行研究でも指摘されているが、様々な形で自己

研鑽の機会を提供することが極めて重要であることが明らかになった本研究班

では、前年度実施したヒアリング調査を踏まえた考察でも、自己研鑽の機会を

増やすために｢オンライン講習｣の充実や、人事交流制度の導入などについて提

案している。このような方法は、自治体の法令や制度などに依存するため一朝

一夕に改善することは困難だと思われるが、自治体間が連携して解決に向けた

方策を検討する必要がある。また女性医師では、働きやすさ、とりわけライフ

ワークバランスが比較的とりやすい環境であることが認識されており、実際に

子供を持つ女性医師の業務継続意思が高いことが明らかになった。一般に、病

院等の医療機関に勤務する臨床医でライフワークバランスをとることは容易で

はない可能性がある。そこで、特に女性医師に対するリクルーティングにおい

て、働きやすさに関する魅力を発信することは有効な方策かもしれない。ま

た、働きやすさを向上させることは、公衆衛生業務に従事する女性医師の業務

継続意思を維持する上でも重要な方策であろう。本研究は、現場の意見を反映

させながら新たな定量的調査及び分析を行うことで、公衆衛生医師の人材確保

ならびに人材育成プログラムの整備を進めるためこれまでの全国保健所長会事

業の取り組みを踏まえながら人材育成プログラムの開発と行政機関における現

場の実態把握とを一体的に検討し、具体的な公衆衛生医師確保のためのガイド

ラインおよび指針に繋げた。今後は、これらの知見を踏まえ、より具体的な人

材確保および育成手法の確立が求められる。
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A．研究目的 

 近年の目覚ましい医療技術の進歩や急速に

進む少子高齢化、経済・地域格差の増大、医

療制度や医療経済の改訂に伴う社会環境の変

化により公衆衛生領域が担う役割は重要性を

増している。その中で、公衆衛生医師は医学

に係る科学的エビデンスを社会に適用し、行

政システム、地域住民や社会構造など俯瞰的

な視野から幅広い事業に取り組むことで、国

民の健康増進に大きな役割を果たしている。   

これからますます重要性を増していく公衆

衛生医師の人材育成にあたっては、公衆衛生医

師の具体的なイメージを共有するための事例

の収集や、コンピテンシーに基づく人材育成プ

ログラムが必要であることは論を待たない。一

方、公衆衛生医師の不足が指摘される現状にお

いて、とりわけワークライフバランスを必要と

する女性医師や地域保健、社会医学領域に関心

を持つ若手医師、体力的な制約のあるベテラン

医師も活躍できる環境整備が求められている。

それに対して本研究では、公衆衛生医師確保に

対する今後の適切な施策を考える際に不可欠

な医師のキャリア志向とその実態を把握する

ための調査と実践手法の開発を行う。 

医師のキャリア形成は、多面的様相をも

つ。例えば、女性医師、若手医師、ベテラン

医師、公衆衛生修士取得者、自治体の地域枠

医師等、ターゲット層のそれぞれの特性によ

って求められる勤務環境や育成プログラムポ

リシーが異なるため、地域性や特性に応じた

セグメンテーションを行い、公衆衛生医師の

確保および人材育成の対応策を取りまとめる

ことが喫緊の課題となる。 

本研究の最終的な目標は、公衆衛生医師の

姿や職場環境やキャリア意識に基づいた課題

を整理することで、全国の都道府県が各地域

の実情に即して公衆衛生医師を確保するため

の基礎資料を提供することである。本研究の

成果が女性医師、若手医師、ベテラン医師、

公衆衛生修士取得者、自治体の地域枠医師

等、それぞれの層で浸透していくことで、公

衆衛生医師の具体的な活躍のイメージと知名

度が高まるとともに、多くの医師のキャリア

形成と社会貢献意識をはぐくみ、数年後に

は、どの都道府県においても継続的に公衆衛

生医師の人材確保および育成を可能とするよ

うな仕組みの基盤となることを目指してい

る。 

この目標に合致するよう、本年度の研究は

下記のように調査部分とアクションリサーチ

の部分との複合的な内容となっている。 

１．公衆衛生医師の現状に関する分析 

１-１）「医師・歯科医師・薬剤師調査」

の個票を用いた、公衆衛生医師動態分析 

１－２）全国保健所長会のメーリングリ

ストを活用した、現職公衆衛生医師におけ

る意識調査 

１－３）臨床に従事する女性医師におけ

る公衆衛生医師に関するインターネット調

査 

２．公衆衛生医師の具体的な活躍のイメー

ジ共有ならびに保健所長会との連携 

３．公衆衛生医師に求められる資質や育成

に関するガイドライン・指針整備：ガイド

ライン(案)および指針(案)の策定に資する

探索的研究（研修研究） 

４．成果の還元 

４－１）ウェブサイト等のメディア媒体

を用いた研究進捗・研究結果発信 

４－２）調査結果の統合と現場への周知 

 

B．研究方法 

１．公衆衛生医師の現状に関する分析 

１－１）「医師・歯科医師・薬剤師調査」の
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個票を用いた、公衆衛生医師動態分析 

本研究は、統計法（平成 19年法律第 53

号）第 32条の規定に基づき、「医師・歯科医

師・薬剤師調査」に係る調査票情報の提供の

申出を行い承認を得たデータセットを用い

て、平成 22年度、平成 24 年度、平成 26年

度、平成 28年度の 12月 31日時点で対象年次

の調査票の「業務の種別」が行政機関の従事

者：符合 11（H22調査）および符号 13（H24-

H28 調査） に該当する医籍番号を抽出し、全

年次の調査票の該当医籍番号に対するすべて

の項目を対象とした調査票データを用いた縦

断研究である。 

対象とする調査票項目は、各調査年次にお

ける住所地県都市番号、性別、年齢階級（5

歳刻み）、業務の種別、従事先市区町村、従事

先県都市番号、従事先市群番号、従事する診

療科、資格数、資格名内訳とし、平成 28年度

調査票から新たに調査項目に加わった、就業

形態、主たる業務内容、休業の取得を対象と

した。 

(倫理面への配慮) 

 本研究は、人を対象とする医学系研究に

関する倫理指針に沿って実施し、神奈川県立

保健福祉大学の研究倫理審査の承認を受けて

実施した(番号 保大第 29－63)。また、国立

保健医療科学院研究倫理審査専門委員会の承

認も得た(＃NIPH－12190)。 

 

１－２）全国保健所長会のメーリングリス

トを活用した、現職公衆衛生医師における意

識調査 

現場の公衆衛生医師が持つ仕事に対する価

値観を明らかにすると共に、公衆衛生医師確

保に向けた具体的なリクルート対象の細分化

や、細分化された対象別の医師確保戦略の検

討を主たる目的として、全国の保健所長及び

保健所等に勤務する公衆衛生行政医師を対象

に無記名のウェブアンケート調査を行った。 

研究デザインは無記名のウェブ質問票を用

いた横断研究であり、全国の保健所長及び保

健所等に勤務する公衆衛生行政医師を対象と

し、全国保健所長会を通じて全国全ての保健

所に研究協力を依頼した。全国保健所長会が

運用するメーリングリストを通じて、全国保

健所長宛てに本調査への協力依頼文を発出

し、協力依頼に応じて下さった方からは、研

究班のウェブサイト上に掲載されたウェブア

ンケートフォームから回答を行っていただい

た。回答結果は、本研究の研究代表者及び分

担研究者のみがアクセスできるデータベース

に格納され、アンケートの回答をもって同意

と看做した。平成 30年 10月 5日から 10月

31日までの期間に調査を行い、合計 273名か

らの回答を得た。 

解析結果は第 77回公衆衛生学会(平成 30年

10月)において報告を行った。 

 

１－３）臨床に従事する女性医師における

公衆衛生医師に関するインターネット調査 

本研究は、調査会社が提供する医師調査パ

ネルを用いて、臨床医として勤務する 45歳未

満の女性医師を対象としたウェブ質問票を用

いた横断研究である。 

調査対象者のリクルートは、調査会社の提

供するウェブサイトを用いて、調査会社の保

有する医師パネルのうち、臨床医として勤務

する 45歳未満の女性医師 110名をリクルート

した。 

調査依頼は、平成 31 年年 2月にメールによ

って対象者に送付した。依頼状には、調査会

社が作成した本調査のアンケート回答フォー

ムのアドレスを記載し、ウェブ上のフォーム

から回答をするよう依頼を行った。 
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調査項目としては、人口統計学的項目とし

て年齢(連続変数)、居住地(都道府県)、配偶

者の有無(配偶者あり＆共働き・配偶者あり＆

共働きでない・配偶者なし)、子供の有無（あ

り・なし、ありの場合は人数）を尋ねた。ま

た、勤務に関する項目として、卒後年数(連続

変数)、主たる勤務先種別(診療所・病院・大

学・介護老人保健施設・行政機関・上記以外

の施設・休職休業・離職・その他)、勤務先の

住所地(都道府県)、居住地から勤務先までの

通勤時間(時間・分)、現勤務先の勤務期間

(年・ヶ月)、業務における臨床の割合(パーセ

ント)、臨床医としての通算期間(年・ヶ月)に

ついて尋ねた。また主たる診療科(択一式)、

専門医資格の取得状況(複数選択可)について

尋ねた。続いて、医師経験に関する質問とし

て、現在の勤務先に勤務する前の主な職(臨床

医・臨床研修医・大学院生・大学等の教員･医

学部学生・その他・休職休業・離職)について

尋ねた。さらに現在の仕事を志望した動機と

して、大阪商業大学 JGSS研究センターが実施

した日本版 General Social Surveys JGSS-

2002における職業観に関する項目を参考に、

以下の 10項目について「よくあてはまる」

「あてはまる」「どちらともいえない」「あて

はまらない」「まったくあてはまらない」の 5

件法で尋ねた。 

 雇用が安定しているから 

 高収入だから 

 昇進の機会が多い 

 興味のある仕事だから 

 干渉されず、独立した仕事だから 

 他の人のためになる仕事だから 

 社会にとって有益な仕事だから 

 働く時間などを自分で決定できるか

ら 

 仕事と家庭生活を両立できるから 

 教育･訓練の機会が提供されるから 

また現在の仕事について、志望動機に関す

る質問に準じた 10項目及び、公衆衛生医師の

キャリアについて以下の 4項目を追加した 14

項目について、「よくあてはまる」「あてはま

る」「どちらともいえない」「あてはまらな

い」「まったくあてはまらない」の 5件法で尋

ねた。 

 学位取得、留学、研究の機会がある 

 女性医師が勤務しやすい環境である 

 給与は仕事に見合っている 

 これからも現在のキャリアを重ねて

いきたい 

 基本統計量等は、連続変数については平

均値及び標準偏差を算出し、名義変数につい

ては度数及び割合を算出した。また、「現在の

仕事を志望した動機」及び現在の仕事につい

てのあてはまりを 5段階のリッカート尺度で

尋ねた設問については、度数を算出した。さ

らに、5段階のリッカート尺度について「よ

くあてはまる」を 5、「あてはまる」を 4、「ど

ちらともいえない」を 3、「あてはまらない」

を 2、「まったくあてはまらない」を 1として

間隔尺度と見なし、各設問の度数・平均・標

準誤差・95％信頼区間を主たる勤務先種別に

算出した。「これからも、現在のキャリアを重

ねていきたい」の回答を目的変数、「性」「年

齢」「配偶者の有無」「勤務先種別」「仕事につ

いて、以下の項目はどの程度当てはまります

か」「医師資格取得年数」などを説明変数とし

て、順序ロジスティック回帰分析解析を行っ

た。 

 統計解析には STATA IC 13(StataCorp, 

College Station, TX, USA)を用いた。 

 

２．公衆衛生医師の具体的な活躍のイメー

ジ共有ならびに保健所長会との連携 
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全国保健所長会の研究事業を学ぶ機会を提

供して頂いたことで、公衆衛生医師の新規確

保方策・有効事例の収集、今後の方策の検討

について共有することが出来た。具体的に

は、平成 29年度より、全国保健所長会研究班

会議ならびに全国保健所長会の開催する PHSS

へのオブザーバー参加を行い、現在進められ

ている公衆衛生医師確保事業や取り組みにつ

いての方向性を共有させていただいた。 

 

３．公衆衛生医師に求められる資質や育成

に関するガイドライン・指針整備 

研修形式での教育介入のパイロットスタデ

ィとして、全 2回の研修形式での教育介入を

通じて、公衆衛生・医療政策分野にて勤務す

る動機付けになり、教育効果が得られるかを

検討した。研修の効果を測定するため、事

前・事後のアンケートを実施して結果を比較

した。研究デザインは、研修会参加者を対象

とする多岐選択式及び自己記入式のアンケー

ト調査による非盲検、前後比較試験とした。

研修会開始前および終了後にアンケートを実

施し、結果を集計分析した。実質的な試験参

加期間は、研究参加の同意取得時、研修会当

日に限られた。 

被験者登録は、研修申し込み時に受講者背

景を確認した。研修前に研究対象者に研究内

容の説明書・同意書を配布し、同意書が返却

され、同意欄に自署があることをもって、対

象の同意と見なし、同意の得られた者を被験

者として登録した。被検者背景としては医療

系学部生（医学・看護学・薬学部など）、医療

系大学院生（医学・看護学・薬学など）およ

び医療専門職（医師・看護師・保健師・薬剤

師など）。であった。 

研修は、公衆衛学・医療政策学に精通し、

同時に実務を担った経験を持つ複数の講師に

よる講義形式での研修を実施した。2018年 11

月 6日、29日の各回 120分間とし、講師 3名

ずつ（医師 5名、保健師 1名）が登壇した。

研修内容は、第 1回は「Public Healthの現

在-国際、国内、地域の視座で解決策を実行す

る」をテーマとし、第 2回は「Public Health

の展望-職種と世代を超えて未来を拓く」をテ

ーマとし、各回の内容に変化を与えた。 

被検者には、各回の両方ないしどちらか片

方の参加を認め、それぞれの研修前後にアン

ケート調査により動機付け・学習態度・関心

の変化を測定した。主たる解析として両日の

研修に参加した場合の学習効果について実施

し、追加的な解析として各回の研修に参加し

た場合の学習効果について実施した。 

解析方法： 

主要評価項目、副次的評価項目の定義 

1) 主要評価項目（Primary endpoint） 

 ACADEMIC MOTIVATION SCALE COLLEGE 

VERSION (AMS-C28) (Vallerand, Pelletier, 

Blais, & Brière, 1992, 1993)3)の日本語版

を用いる。 

そのうえで、本尺度が提供する 7つの測定

項目のうち、以下 3つの「Intrinsic 

motivation （内的動機付け）」の合計点につ

いて、前後のスコアを測定する。大きくなる

ほど内的動機づけが高まることを意味する。

統計学的解析は「対応のある t検定」を用い

て行った。有意水準 0.05%の両側検定で、帰

無仮説は「研修の前後で合計スコアの変化は

0である」とした。また、cohen’s d の効果

量とその信頼区間も報告することとした。統

計解析ソフトは R 3.5.1を使用した。 

第 1回の研修開始前の回答を研修前データ

とし、第 2回の研修終了後の回答を研修後デ

ータとした。 

2)副次的評価項目（Secondary endpoint） 
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ACADEMIC MOTIVATION SCALE COLLEGE 

VERSION (AMS-C28) (Vallerand, Pelletier, 

Blais, & Brière, 1992, 1993)の日本語版を

用いる。 

そのうえで、本尺度が提供する 7 つの測定

項目のうち、以下の 4つの前後のスコアを測

定する。Extrinsic motivation はスコアが大

きくなるほど外的動機づけが高まったと判断

でき、Amotivationはスコアが大きくなるほ

ど動機がなくなることを意味する。統計学的

解析は「対応のある t検定」を用いて行っ

た。有意水準 0.05%の両側検定で、帰無仮説

は「研修の前後で合計スコアの変化は 0であ

る」とした。また、cohen’s d の効果量とそ

の信頼区間も報告することとした。統計解析

ソフトは R 3.5.1を使用した。 

そのほかに自由記載による関心度の変化を

記載してもらい、前後の変化について内容を

質的に考察した。 

インフォームド・コンセントを受ける手続

きとして、当日の研修前に千葉大学医学部の

倫理審査委員会で承認の得られた説明書・同

意書を被験者に配布し、文書および口頭によ

る十分な説明を行い、被験者の自由意思によ

る同意を文書で得た。同意書が返却され、同

意欄に自署があることを持って、対象の同意

とみなした。また、アンケート中のデータ提

供への同意欄にチェックがあることを持って

アンケートデータの利用に対して同意が得ら

れたものとした。 

被験者の同意に影響を及ぼすと考えられる

有効性や安全性等の情報が得られたときや、

被験者の同意に影響を及ぼすような実施計画

等の変更が行われるときは、速やかに被験者

に情報提供し、研究等に参加するか否かにつ

いて被験者の意思を予め確認するとともに、

事前に倫理審査委員会の承認を得て同意説明

文書等の改訂を行い、被験者の再同意を得る

こととしたが、そのような事態はなかった。 

学部学生でありかつ未成年である場合も判

断能力を有する者は研究対象とした。研究実

施内容に拒否の意向を示した場合は、その意

向を尊重することとしたが、拒否の意向を示

した者はなかった。 

個人情報等の保護方法について、アンケー

トは記名式で行い、回収したアンケートは研

究代表者が厳重に管理している。かつアンケ

ートの回答者の個人情報は公表しない。また

対象がアンケートで回答した個別項目を回答

者が特定される形で公表することはない。さ

らに研究終了後は速やかに破棄するものとす

る。 

なお、本研究は千葉大学大学院医学研究院

倫理審査委員会の承認（承認日：平成 30年

10月 31日、承認番号：3240）を得ている。 

 

４．成果の還元 

４－１）ウェブサイト等のメディア媒体を

用いた研究進捗・研究結果発信 

平成 30年度よりウェブサイトを立ち上げ、

継続的にコンテンツの追加を行い、研究成果

の掲載や、②で実施したヒアリング・インタ

ビューの結果を踏まえ、公衆衛生医師確保お

よび人材育成に資するような記事を掲載し

た。 

また、ウェブサイト以外のメディア媒体を

用いた研究結果発信としては、医師向けキャ

リア情報提供サイトであるエムスリーより依

頼を受けて「著名医師インタビュー企画 

Epistle 医師インタビュー企画 Vol.20」に

公衆衛生医師のキャリアパスに関するインタ

ビュー記事を掲載した。また、日本経済新聞

より依頼を受けて「日経マガジン」2018年 12

月 2日号のインタビュー記事にて公衆衛生医
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師の魅力について情報発信を行った。 

 

４－２）調査結果の統合と現場への還元 

 調査結果の統合と報告書を公表し、全国

の自治体で活用できる事例や新たなエビデン

スを発信する。また、各自治体からの相談に

対し適切なエビデンスを提供する。 

 

C．研究結果 

１．公衆衛生医師の現状に関する分析 

１－１）「医師・歯科医師・薬剤師調査」の

個票を用いた、公衆衛生医師動態分析 

 １．公衆衛生行政医師の基本属性 

公衆衛生行政医師の性別割合は、平成 22年

度調査では男性 72.52％に対し 27.48％であっ

たが、女性医師の割合は平成 22年度調査

27.48％、平成 24年度調査 30.23％、平成 26

年度調査 31.14％、平成 28 年度調査 31.58%

と、調査年次ごとに増加警告にあることが明

らかとなった。 

公衆衛生行政医師の年齢階級別割合は、25

歳～29歳は該当せず、30歳～34歳から従事

する医師が増加していた。その後年齢階級が

上がるごとに公衆衛生行政医師数も増加し、

60歳～64歳でピークに達した。特に男性医師

は 50歳～64歳で急激に増加した。しかしな

がら女性医師は 40歳～44歳で急激に増加し

たが、その後は年齢階級が上がっても医師数

の変化は小さかった。 

男性医師、女性医師ともに 65歳以上は年齢

階級が上がるごとに公衆衛生行政医師数は減

少し、70歳を超えると男性医師はピーク時の

年齢階級の 30％に減少、女性は 15%に減少し

た。 

２．平成 28年度調査票に基づく新たな属性 

平成 28年度調査票で新たに追加された項目

に着目すると、公衆衛生行政医師の就業形態

（常勤/非常勤）の割合は、常勤医師は男性

69.43％、女性 30.57％に対し、非常勤医師は

男性 55.29％、女性 44.71％と、非常勤医師の

女性割合は常勤医師よりも高かった。 

公衆衛生行政医師が従事する市群は指定都

市 52.89％と最も高く、次いで市部が 30.79％

であった。中核市は 13.75％、郡部は 2.57％

であった。 

休業の有無について、公衆衛生行政医師の

産前・産後休業は男性が０名、女性医師も公

衆衛生行政医師全体に対する 0.4％と低く、

育児休業は男性が 0.1％、女性が 2.4％であっ

た。これは本研究の母集団全体（公衆衛生行

政医師を一度でも経験したすべて医師）の傾

向と同じであった。それに対して介護休業に

ついては、男性が 0.2％であったが、女性は 0

名であった。 

平成 28年度調査票において公衆衛生行政医

師を選択した医師が平成 26 年度調査時点から

県都市を移動したかどうかを追跡した結果、

年齢階級が低い医師群の約半数が移動してい

るのに対し（30～34歳（63.64％）、35～39歳

（58.97％）、40～44歳（49.33％））、年齢階

級が高い 50歳以上の医師群は 50歳～54歳

（28.07%）、55歳～59歳（27.1%）、60歳～64

歳（21.58%）と移動割合は 30%未満となっ

た。男性医師、女性医師ともに移動した割合

は男性 31.59%に対し、女性 26.56%とやや男性

の方が移動する傾向がみられた。 

３．公衆衛生行政医師の時系列変化 

過去に公衆衛生行政医師を経験したことが

ある医師の男女別割合は、年齢階級が高い 50

歳以上の医師群においては男性割合が高かっ

たが、年齢階級が低い 49歳以下の医師群で

は、男女割合の差はほとんど見られなかっ

た。 

平成 28年度調査票において公衆衛生行政医
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師を選択した医師が平成 22年度調査時点から

専門医資格数がどのように変化しているかを

追跡した結果、全体として医師の 78％は資格

数について変わらない結果となった。年齢階

級別に内訳をみると 40歳未満の若手医師が増

加傾向であるのに対し、40 歳～69歳の医師は

専門医資格数が減少する医師が 10％未満であ

り、70歳以上になるとその割合は 10％を超え

ることが明らかとなった。また、資格数が増

加した医師ほど、公衆衛生医師を継続する割

合が低い傾向が見られた。 

 

１－２）全国保健所長会のメーリングリス

トを活用した現職公衆衛生医師における意識

調査 

合計 273名が回答し、平均年齢は 52.1歳で

あった（うち男性 170名、平均年齢 53.4歳、

女性 103名、平均年齢 49.9歳）。回答者の年

齢層で最も多かったのは 50代（男性 43.5%、

女性 31.1%）、次に 40代（男性 19.4%、女性

32.0%）であった。 

医師資格取得年数は、男性（n=169）で平均

27.7年、女性（n=104）で平均 24.9年であっ

た。公衆衛生医師としての勤務年数は、男性

（n=169）平均 16.4年、女性（n=104）平均

13.3年であった。 

社会医学系専門医の取得状況としては、専

攻医 16名（5.8%）、専門医 11名（4.0%）、指

導医 181名（65.6%）であった。指導医（男性

67.4%、女性 62.5%）が最も多く、専門医、指

導医のどちらも取得していない（男性

26.7%、女性 21.2%）が次に多かった。 

勤務先の上位 2位は男女とも同じく男性の

62%、女性の 60%が保健所勤務、男性の 18%、

女性の 18%が本庁勤務であった。男性で次に

多い勤務先は精神保健福祉センター（4.7%）、

女性のうち次に多い勤務先は保健所支所

（4.9%）であった。 

勤務先自治体は都道府県（男性 73.8%、女

性 58.3%）が最も多く、次に指定都市（男性

16.7%、女性 19.4%）が続いた。 

回答者の居住地は指定都市（男性 35.6%、

女性 36.4%）、次いでその他の市（男性

29.5%、女性 23.2%）、中核市（男性 23.5%、女

性 18.2%）が多かった。 

現勤務先の住所地分類について、回答者の

勤務先はその他の市（男性 48.6%、女性

37.5%）が多く、次いで指定都市（男性

26.1%、女性 30.2%）の順であり、都心部の住

居から町村に通勤している回答者も一定数い

ることが明らかになった。 

配偶者の有無について、男性の 90%、女性

の 68%が既婚者であった。また、男性の

35％、女性の 94%が共働きであった。男性の

81%、女性の 66％が子どもを持っていた。 

前職は臨床医（病院・診療所）が最も多く

（男性 55.8%、女性 68.0%）、大学等の教員・

研究者（男性 19.0%、女性 8.7%）、大学院生

（男性 8.0%、女性 11.7%）が続いた。  

公衆衛生医師を志望した動機（複数回答）

は、「社会にとって有益な仕事だから」が最も

多く（男性 87.7％、女性 81.3%）、「興味のあ

る仕事だ」が次に続いた（男性 76.8％、女性

82.5％）。 

志望動機も高く現在の仕事への評価も高か

ったのは「社会にとって有益な仕事だから」

であった。 

就職後に順位が上がったのは「雇用が安定

しているから」であり、下がったのは「他の

人のためになる仕事だから」「興味のある仕事

だから」「仕事と家庭生活を両立できるから」

であった。「これからもキャリアを重ねたい」

という要因と有意に関連のある要因は、男性

は「給与が見合っている」であり、「年齢」が
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上がると有意に勤務継続意欲が低下した。女

性は「子ども有り」「興味のある仕事だから」

に回答した人が有意に勤務継続意欲を見せ

た。 

現在の仕事における不満・改善点につい

て、現在の仕事で改善の余地があるという回

答が多かったのは学位取得、留学、研究の機

会がある、次に広報が充実（自分の仕事の価

値が PRされ、公的に認知されている）であっ

た。 

「これからもキャリアを重ねたい」と有意

に関連のある要因（重回帰分析）について、

男性は「給与が見合っている」と有意な関連

があり、「年齢」上昇とともに有意な低下がみ

られた。女性は「子どもがいること」、「興味

のある仕事だから」と有意な関連が見られ

た。 

 

１－３）臨床に従事する女性医師における

公衆衛生医師に関するインターネット調査 

 平成 31年 2月 15日から 6 日間にかけ

て、調査を行った結果、115件の回答を得

た。本調査の対象が 45歳未満の女性医師であ

るため、回答者の平均年齢は 35.4歳と比較的

低かった。卒後年数は平均 10.5年で、そのう

ち臨床医としての通算期間は 9.7年だった。

また、現在の勤務先の勤続年数は 3.5年だっ

た。 

卒後年数を尋ねたところ、6～10年目が最

も多く、全体の約 35％を占めた。なお本研究

では、45歳未満までを対象とした調査のた

め、最も長かったのは 20年だった。 

 主たる勤務先としては、｢病院｣が全体の

5割強を占め、続いて｢大学・大学病院｣が

27.0%、診療所が 12.2％だった。また勤務先

の住所は関東地方が最も多く 42.6％、続いて

近畿 22.6％、続いて中部 14.8％だった。自宅

から勤務先までの通勤時間は、6割強が 60分

以内だったが、3割強は 60分以上かかってい

た。なお、居住地については主たる勤務先住

所とほぼ同様の結果であった。 

 対象者の家族の状況について、まず配偶

者の有無を尋ねたところ、全体の約 7割で配

偶者がおり、その大半が共働きだった。配偶

者が共働きの者のうち約 6割で、配偶者も医

師だった。また子供の有無について尋ねたと

ころ、全体の 5割強で子供がおり、そのうち

半数程度が 1人、3割強が 2人いると回答し

た。 

 臨床医としての期間は 6～10年が最も多

く、続いて 11～15年が多かった。主たる診療

科としては｢小児科｣が最も多く、｢内科｣｢麻酔

科｣が続き、さらに｢眼科｣｢皮膚科｣｢産婦人科｣

と続いた。外科系診療科は少なかった。また

保有する専門医資格を尋ねたところ、専門医

資格を保有していない者が全体の約 2割と最

も多かったが、続いて｢総合内科専門医｣を保

有する者が約 10％、さらに「小児科専門医」

が続いた。また、全体の 6％に当たる 9名が

「日医認定産業医」資格を有していた。現在

の仕事の前の職としては、｢臨床医｣が約 7割

を占めた。 

 現在の仕事について、「現在の仕事の志望動

機」に関する質問に準じた項目について尋ね

たところ、｢雇用が安定している｣｢興味のある

仕事だ｣「他の人のためになる仕事だ」｢社会

にとって有益な仕事だ｣のあてはまりが高い傾

向が見られた。相対的に｢昇進の機会が多い｣

「働く時間などを自分で決定できる」｢学位取

得、留学、研究の機会がある｣はあてはまりが

弱い傾向があった。志望動機に関する質問同

様、5件法の回答を間隔尺度と見なして平均

値等を算出した上で、勤務先として回答が多

かった｢診療所｣｢病院｣｢大学病院｣別に平均値
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を算出し、その平均値の差について一元配置

分散分析を行った(表 2)。その結果、｢雇用が

安定している｣｢高収入である｣｢干渉されず、

独立した仕事だ｣「働く時間などを自分で決定

できる」｢仕事と家庭生活を両立できる｣｢学位

取得、留学、研究の機会がある｣｢給与は仕事

内容に見合っている｣について、3群間で有意

な差が認められた。｢雇用が安定している｣に

ついては、病院勤務者で最も高く(3.8)、診療

所では相対的にあてはまりが低かった(3.1)。

｢高収入である｣については、診療所で高く

(3.5) 、大学では非常に低かった(2.4)。さら

に｢干渉されず、独立した仕事だ｣では、診療

所では高く(3.7)、病院(3.0)・大学(2.9)では

低くかった。｢働く時間などを自分で決定でき

る｣も、同様に診療所で高く(3.8)、病院

(2.8)・大学(2.7)で低い傾向が見られた。｢仕

事と家庭生活を両立できる｣も同様で、診療所

で高く(3.9)、病院(3.2)・大学(3.1)では低か

った。｢学位取得、留学、研究の機会がある｣

では、診療所(2.4)と病院(2.5)では低く、大

学では高かった(3.7)。さらに、｢給与は仕事

内容に見合っている｣について、診療所

(3.5)・病院(3.4)では比較的あてはまりが高

い一方で、大学・大学病院ではかなり低かっ

た(2.6)。 

 公衆衛生医師のキャリアについて、｢今ま

でに公衆衛生医師のキャリアを考えたことが

ある｣と答えたのは 3割弱だった。また、｢今

までに公衆衛生医師のキャリアを経験したこ

とがある｣について｢あてはまる｣｢よくあては

まる｣と答えたのは 5％弱に過ぎなかった。さ

らに｢将来、公衆衛生医師としてのキャリアを

考えている｣について「あてはまる」「よくあ

てはまる」と回答したのは全体の約 15％だっ

た。 

 

２．公衆衛生医師の具体的な活躍のイメー

ジ共有ならびに保健所長会との連携 

平成 30年 8月に開催された全国保健所長会

の若手医師・医学生向けサマーセミナー（以

下、PHSS）にオブザーバー参加し、現職の女

性公衆衛生医師や若手公衆衛生医師、50代以

降のベテラン医師がどのように公衆衛生医師

の具体的な活躍イメージを共有しているの

か、それをどのように参加者に伝えているの

かを観察参与する機会を得た。本 PHSSは、公

衆衛生分野に関心がある若手医師，医学生を

対象として開催され、7年を迎える。開催案

内は各大学や自治体等への通知およびチラシ

の配布，雑誌や全国保健所長会ホームページ

等において周知を行った。プログラム内容は

運営スタッフで企画し，公衆衛生医師として

勤務する魅力や詳細が伝わるような内容の講

義、ケーススタディ、グループワークが中心

となっていた。参加者は医学生、初期研修

医、臨床医、公衆衛生医師、その他（大学教

員、大学院生、産業医、既卒者）であった。

参加者に対して受講前アンケート調査を行

い、その結果を十分に検討したため、セミナ

ー内で受講前の質問や要望に回答したり、フ

ァシリテーターから参加者へ個別回答したり

されていた。受講後アンケート調査では各プ

ログラム内容とも８割以上の満足度という結

果を得た。公衆衛生医師以外からは、「具体的

な業務やキャリアパスを知ることができた」、

「公衆衛生医師といっても様々な仕事や道が

あることが分かった」等の回答を得た。 

 

３．公衆衛生医師に求められる資質や育成

に関するガイドライン・指針整備：ガイドラ

イン(案)および指針(案)の策定に資する探索

的研究（研修研究） 

厚生労働省における公衆衛生医師の確保対
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策の概要に関して、主に厚生労働省のホーム

ページ（3）により情報収集して得られた中か

ら、重要なものをいくつか紹介する。平成 17

年 1 月にまとめられた「公衆衛生医師の育

成・確保ための環境整備に関する検討会報告

書」（4）は多くの重要な指摘が含まれてい

る。同報告書は平成 16年 8月と 10月に行わ

れた、地方公共団体、医育機関（公衆衛生学

教授等）、公衆衛生医師に対してのアンケート

を基に作成され、23ページからなる。中でも

有用性が高いのは、別紙としてつけられた自

治体向けのアクション・チェックリストであ

る「公衆衛生医師の育成・確保のための環境

整備に関するチェックシート」である。以下

に項目を示す。 

(1) 公衆衛生医師の育成 

① 研修計画の策定 

② 人事異動及び人事交流を通じての人

材育成（ジョブ・ローテーション）の充実 

③ 研究事業への参加 

④ 保健所への医師の複数配置 

⑤ 各機関の連携 

⑥ 海外の公衆衛生及び留学に関する情

報提供 

⑦ 専門能力の向上・学位の授与 

⑧ 処遇の工夫 

(2) 公衆衛生医師の採用確保 

① 採用計画の策定による定期的な採用 

② 募集方法の工夫 

③ 地方公共団体等での人事交流 

④ 公衆衛生医師確保推進登録事業の活

用 

(3) 公衆衛生医師の職務に関する普及啓

発 

① 教育プログラムの工夫 

② 医育機関における進路説明会の活用 

③ 卒後臨床研修（地域保健・医療）の

充実 

④ 生涯教育により臨床医への公衆衛生

知識の普及 

⑤ ホームページ等の媒体を活用した普

及啓発 

このように整理されたツールがすでに開発

されていたが、自治体において十分な活用が

されているかは確認できていない。 

続いて取り上げるのは、平成 25年度地域保

健総合推進事業の成果として平成 26年 3月

31日に公開された「地方自治体における公衆

衛生医師の確保と育成に関するガイドライ

ン」(5)である。本ガイドラインは資料を含め

て 39ページあり、以下の 4点を基本的な考え

方として構成され、地方自治体の人事担当者

向けに作成されたとされている。 

(1) 公衆衛生医師の職務に関する普及・

啓発について 

(2) 公衆衛生医師の確保について 

(3) 公衆衛生医師の育成について 

(4) 公衆衛生医師の確保・育成のための

推進体制の整備と評価について 

とされる。さらに 2ページに渡り「公衆衛

生医師の確保と育成に関するチェックリス

ト」も提示されている。また、本文中に繰り

返し【事例紹介】として取り組みが紹介され

ているのが特徴である。例えば、研修計画の

策定・運用の項目では「・毎月 1回程度、主

に保健所医師を対象とした業務研修会（講

義・事例検討等）を開催。」などより具体的に

記載されている。 

 もう 1点取り上げるのは、平成 27年度地

域保健総合推進事業の成果物として 28年 3月

に公開された「公衆衛生医師確保に向けた取

り組み事例集」（6）である。この事例集は 18

ページからなり、作成の目的として「全国で

取り組まれている公衆衛生医師確保のための
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方策を地域に紹介し、取組内容や工夫などを

参考に、自地域での医師確保策の工夫につな

げていただくことを目的に作成しています

（「Ⅰ.はじめに 1．事例集作成の目的」よ

り）」とあり、公衆衛生医師確保のポイントと

して、図表を用いて 5つの観点で簡潔にまと

めているのが特徴である。つまり、 

①公衆衛生医師のＰＲ 

②キャリアパスの提示 

③大学との連携 

④その他関係機関との連携 

⑤医師ネットワークの構築 

とされている。 

好事例として、青森県、群馬県、東京都、

京都府、大阪府、福岡県、長崎県の 7つの都

府県が取り上げられ、取組の概要、取組の経

緯、具体的な取り組み内容、課題と展望とし

て整理されている。 

これらをふまえ、公衆衛生医師に求められ

る資質や育成に関する研修研究を行った。 

 第 1回の参加者は 48名、同意取得者 47

名だった。第 2回の参加者は 39名、同意取得

者は 36名だった。第 1回と第 2回の両日に参

加した者（両日参加者）は 24名だった。ま

た、第 1 回のみ参加した者（第 1回のみ参加

者）は 23名、第 2回のみ参加した者（第 2回

のみ参加者）は 12名だった。参加者の背景を

表１に示す。 

（１）主要評価項目 

 両日参加者の Intrinsic motivationスコ

アの変化と効果量を分析した結果、全ての項

目においてスコアは増加し、項目別では

toward accomplishmentと experience 

stimulationについて統計学有意であった。

効果量はいずれの項目も小程度の効果だっ

た。 

（２）副次評価項目 

 両日参加者の Extrinsic motivationと

Amotivationスコアの変化と効果量を分析し

た結果、Extrinsic motivationについては全

ての項目においてスコアが増加し、

Amotivationスコアについてはスコアが減少

した。Extrinsic motivation の external 

regulationについては統計学的有意であり、

中程度の効果量が得られた。 

（３）追加的な解析 

 第 1回のみ参加者と第 2回のみ参加者の

Intrinsic motivationについて解析を行なっ

た。また、両日参加者について医師・医学部

生と非医師・非医学部生に分けて Intrinsic 

motivationについて解析を行なった。 

（３）−１  

第 1回のみ参加者と第 2回のみ参加者の

Intrinsic motivationスコアの変化と効果量

を分析した結果、全ての項目においてスコア

が増加した。第 1回のみ参加者では、項目の

みの比較を行うと、toward accomplishment

について統計学的有意であり、中程度の効果

が得られた。第 2回のみ参加者では to know

について統計学的有意であり、大きな効果が

得られた。また、第 2回のみ参加者では to 

experience stimulationについて統計学的有

意ではなかったが、中程度の効果が得られ

た。さらに、両日参加者で external 

regulationについて中程度の効果が得られた

ため、第 1回のみ参加者と第 2回のみ参加者

の external regulationの効果量を追加的に

解析した。第 1回のみ参加者では d=-0.02で

無視できる効果量であり、第 2回のみ参加者

では d=0.43で小さな効果量が得られた。 

（３）−２  

両日参加者について医師・医学部生と非医

師・非医学部生に分けて解析を行なった結果

を表５に示す。また、医師・医学部生と非医
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師・非医学部生の Intrinsic motivation のそ

れぞれの項目について図１に示す。全ての項

目について有意差は見られなかったが、医

師・医学部生の toward accomplishmentと to 

experience stimulationについて中程度の効

果量が得られた。また、医師・医学部生の方

が非医師・非医学部生よりも全ての項目につ

いて大きな効果量が得られた。 

 

４．成果の還元 

４－１）ウェブサイト等のメディア媒体を

用いた研究進捗・研究結果発信 

平成 29年度からウェブサイトを立ち上げ、

継続的にコンテンツの追加を行っており、研

究成果の掲載や、実施したヒアリング調査や

インタビュー調査の結果を踏まえ、公衆衛生

医師確保および人材育成に資するような記事

を掲載した。 

 

４－２）調査結果の統合と現場への還元 

ウェブサイト以外のメディア媒体を用いた

研究結果発信としては、医師向けキャリア情

報提供サイトであるエムスリーより依頼を受

けて「著名医師インタビュー企画 Epistle 

医師インタビュー企画 Vol.20」に公衆衛生医

師のキャリアパスに関するインタビュー記事

を掲載し、商業誌である日本経済新聞より依

頼を受けて日経マガジン平成 30年 12月 2日

号のインタビュー記事にて公衆衛生医師の魅

力について情報発信を行った。 

 

D．考察 

１．公衆衛生医師の現状に関する分析 

１－１）「医師・歯科医師・薬剤師調査」の

個票を用いた、公衆衛生医師動態分析 

本研究では、公衆衛生医師の経験を有する

医師が性別・年齢階級別の動向、公衆衛生行

政医師の特徴を明らかにした。分析の結果、

公衆衛生行政医師の基本属性については、女

性医師の割合は調査年次ごとに増加傾向にあ

ったが、女性医師は常勤医師よりも非常勤医

師の割合が高かった。また、育児休業は男性

が 0.1％、女性が 2.4％であった。これは全国

的な傾向でもあるが、男性医師が育児に寄与

する割合が低く、女性医師に対する育児の負

担が公衆衛生行政医師のキャリアにも影響し

ている可能性が示唆された。 

年齢階級別の公衆衛生行政医師数を見る

と、若手医師や中堅医師が相対的に少ないこ

とが示唆された。公衆衛生行政医師の役割が

十分な臨床経験や公衆衛生に関する知識を有

する特性であるが、男性医師が 50歳～54歳

から急激に増加し、その後 65歳まで増加傾向

が続くのに対し、女性医師は 40歳～44歳か

ら増加するが、その後の医師数は増減した。

50歳以上の男性医師が増加するのに対し、女

性医師は増減がみられることから、50歳以上

の女性医師が公衆衛生行政医師から離れてし

まうことが要因として考えられる。これを裏

付ける結果として、過去に公衆衛生行政医師

を経験したことがある医師の男女別割合は、

49歳以下では男女割合の差はほとんど見られ

なかったのに対し、50歳以上では男性割合が

高かった。 

その後、65歳以上の公衆衛生行政医師は男

女ともに減少し、男性医師の 70歳以上はピー

ク時の 30％まで、女性医師は 15％まで急激に

減少した。医師自身の身体的影響が考えられ

るが、女性の平均余命が男性よりも高いにも

かかわらず、女性医師の 70 歳以上における公

衆衛生行政医師数の減少幅が男性医師よりも

顕著であることについては、ベテラン女性医

師にとって公衆衛生行政医師のキャリアに関

する影響が示唆された。 
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そのほか介護休業については、男性が

0.2％であったが、女性は 0名であった。介護

に係る年齢階級は 40歳以上であることから、

女性医師がすでに公衆衛生行政から離れてい

るためである可能性がある。 

公衆衛生行政医師の動向と関連する可能性

が考えられる医師の移動については、若手医

師・中堅医師は都市を移動しているが、50歳

医師は移動しない傾向が見られた。公衆衛生

行政医師の経験を蓄積するために転勤等によ

る移動が伴う可能性があり、若手医師・中堅

医師、女性医師にとって負担となっている可

能性が示唆された。しかしながら専門医資格

数は 78％の医師で資格数が変わらない結果と

なった。しかしながら専門医などの資格数が

増加するほど、公衆衛生医師を継続する医師

割合は減少する傾向があることから、公衆衛

生行政医師の確保となる課題の一つとして専

門医資格に関するサポートを行うことが効果

的である可能性が示唆された。 

本研究の限界として、「医師・歯科医師・薬

剤師調査」に係る調査票情報であることか

ら、公衆衛生行政医師を選択した理由等の定

性的なデータは含まれていない。本研究から

示唆された結果を裏付けるためには公衆衛生

行政医師を経験したことがある医師を対象に

したアンケート調査等との摺合せが必要であ

る。しかしながらこれまでの調査では公衆衛

生行政医師に調査時点で従事している医師を

対象にしたサンプル調査がほとんであり、全

国規模の公衆衛生行政医師を経験したことが

ある医師を対象にした定量的分析はほとんど

なかったことから、本研究から得られた示唆

は十分な検討に資する情報となりえる可能性

がある。 

 以上より、「医師・歯科医師・薬剤師調

査」に係る調査票情報を用いて、公衆衛生行

政医師を経験したことがある医師を全国規模

で解析した結果、女性医師に対する育児の負

担や、ベテラン女性医師のキャリア環境が公

衆衛生行政医師のキャリアにも影響している

可能性が考えられた。女性医師やベテラン医

師の人材確保にあたっては、これらの要因に

ついて検討する必要がある。 

また、公衆衛生行政医師の確保となる課題

の一つとして専門医資格に関するサポートを

行うことが効果的である可能性が示唆され

た。 

 

１－２）全国保健所長会のメーリングリス

トを活用した、現職公衆衛生医師における意

識調査 

今回の結果から、男女の比較として、共働

きや、特別区に居住し勤務先がある公衆衛生

医師が女性の方に多いことが明らかになっ

た。 

公衆衛生医師を志望した動機としては「社

会にとって有益な仕事だから」が最も多く

（男性 87.7％、女性 81.3%）、「興味のある仕

事だから」が次に続いた（男性 76.8％、女性

82.5％）。志望動機も高く現在の仕事への評価

も高かったのは「社会にとって有益な仕事だ

から」であった。公衆衛生医師のキャリアを

開始した後に就職後に順位が上がったのは

「雇用が安定しているから」であり、下がっ

たのは「他の人のためになる仕事だから」「興

味のある仕事だから」「仕事と家庭生活を両立

できるから」であり、現職が予想外に多忙で

あるという感覚が推察される。 

現在の仕事において改善の余地があるとい

う回答が多かったのは学位取得、留学、研究

の機会がある、次に広報が充実（自分の仕事

の価値が PRされ、公的に認知されている）で

あった。 
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今後は、今回の結果を医師データ全体と比

較し、公衆衛生医師特有の勤務環境や住居環

境、家族背景の特徴がみられるかどうか、ま

た、キャリア継続にプラスとなる要因をより

推進するようなアプローチと、公衆衛生医師

の現在の勤務環境の障害になっている要因を

減らすような試みが出来ないのか、全国保健

所長会の先生方のネットワークにおいて現場

の公衆衛生の意見や感覚に寄り添うような対

策を検討して行くことが望まれる。 

また、これらのエビデンスに基づいて抽出

された公衆衛生医師確保のポイントを自治体

担当者向けにも、簡便かつ魅力的に見せ、自

治体規模や地域特性に応じて公衆衛生医師確

保の手段として役立てられるようなツールを

構築していく必要があると考えられる。今回

の成果について地域保健総合推進事業（全国

保健所長会協力事業、以下「全国保健所長会

事業」）と共有しながら、各都道府県が公衆衛

生医師の確保・育成のために活用出来る基礎

資料を作成する必要があると考えられた。 

 

１－３）臨床に従事する女性医師における

公衆衛生医師に関するインターネット調査 

本研究で、配偶者のある医師における共働

きの状況を尋ねたところ、回答者のうち、配

偶者のいる者に対して共働きの有無を尋ねた

ところ、男性では 35％、女性では 94％が共働

きだった。つまり、女性の大半は共働きであ

るが、男性の回答者の世帯の多くでは配偶者

(妻)が主婦であると考えられ、その傾向は子

供がいる者に限定しても同様であった。それ

ぞれの回答者が家事・子育てに割く時間やエ

ネルギーについて調査をしていないために不

明であるが、現代の日本社会では一般的に女

性が家事・子育てに対して多くの時間を割い

ている傾向が高いことから、女性医師の多く

が業務と家事とを両立していることが覗え

た。 

公衆衛生医師のキャリアを志した動機につ

いて、男女ともに｢興味のある仕事だから｣｢他

の人のためになる仕事だから｣｢社会にとって

有益な仕事だから｣という項目で高いあてはま

りが示された反面、｢高収入だから｣｢昇進の機

会が多い｣といった項目ではあてはまりが低い

傾向があった。公衆衛生医師としてのキャリ

ア選択に際して、医師が経済的安定性よりも

他者・社会への貢献や仕事のやりがいといっ

た、社会的役割や自己実現を重視しているこ

とが示唆された。医師の職業の中でも、公衆

衛生医師の給与は臨床医に比較して相対的に

低額であり、その傾向が臨床医に比べて顕著

である可能性もある。 

 一方、｢仕事と家庭生活を両立できるか

ら｣という項目については、男女で結果に差異

が見られた。5件法の結果を間隔尺度として

平均値を求めたところ、男性では 3.13だった

のに対して女性では 3.73と、あてはまりが女

性で特に顕著だった。上でも指摘したとお

り、現在の社会において、女性が家事・子育

てを主に担当していることが影響している可

能性がある。本項目について、子供の有無別

に追加的に平均値を求めたところ、男性では

子供あり 3.03 子供なし 3.16、女性では子供

あり 3.97 子供なし 3.23 と、特に子供のい

る女性では、仕事と家庭生活を両立できる点

を重視していた。 

キャリアを志した動機に関する設問で男女

ともにあてはまりが高かった項目と連動する

｢興味のある仕事だ｣｢他の人のためになる仕事

だ｣｢社会にとって有益な仕事だ｣という項目で

は高いあてはまりが示された。つまり、これ

らの項目では動機と実際の状況とで整合して

いた。一方、男女ともに｢高収入である｣｢昇進
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の機会が多い｣については男女ともに平均値が

3を下回っており、経済的安定性やキャリア

構築が高い状況ではない。 

 一方、｢仕事と家庭生活を両立できる｣に

ついては男女ともにあてはまりが高く、特に

女性ではその傾向が強かった。公衆衛生医師

の業務は、臨床医と比べると相対的に経済的

待遇は良くないと考えられているが、ワーク

ライフバランスが比較的とりやすいことは一

つの特長として捉えられる。 

 しかし、｢学位取得、留学、研究の機会が

ある｣については男女ともあてはまりが低かっ

た。｢教育・訓練の機会が提供されている｣の

あてはまりは比較的高いことから、業務に直

結する教育・訓練の機会は比較的提供されて

いる反面、より広範・高度な知識の習得など

業務に直結しない学習の機会を得ることが困

難であることが覗える。 

 なお、職業選択に当たって、公衆衛生医

師は経済的安定性を重視しておらず、現在の

収入に対する評価も必ずしも高くなかった

が、「給与は仕事内容に見合っている」という

設問に対しては、男女ともにあてはまりが比

較的高い傾向があり、業務バランスを踏まえ

ると、給与が極めて低いわけではない可能性

がある。 

「これからも公衆衛生医師としてのキャリ

アを重ねていきたい」に対する回答を被説明

変数とした順序ロジステック回帰分析の結果

によれば、男性では｢興味のある仕事だ｣｢社会

にとって有益な仕事だ｣｢学位取得、留学、研

究の機会がある｣のあてはまりが高いほど公衆

衛生医師としてのキャリア継続に対して有意

に正の影響がみられた。女性では｢興味のある

仕事だ｣については男性と同様の傾向が見られ

たが、他に｢雇用が安定している｣｢コミュニケ

ーションがとりやすい職場環境｣であることに

加え、子供がいる場合にキャリアの継続意思

と正の関係があり、｢社会にとって有益な仕事

だ｣｢学位取得、留学、研究の機会がある｣につ

いては有意な傾向が見られなかった。 

 男女ともに、業務自体に対する関心は重

要であるが、男性では特に業務の社会的貢献

や学位取得などが業務へのモチベーションに

関連している一方で、女性では雇用の安定性

や仕事のコミュニケーションなど｢働きやす

さ｣が重視される傾向があり、子供のいる女性

医師で継続意欲が高いことは、公衆衛生医師

の業務を取り巻く環境が、比較的｢働きやす

い｣可能性を示唆している。 

以上の傾向を踏まえると、公衆衛生医師の

モチベーションや業務意欲を高める要因は男

女間で異なっている可能性がある。 

男性医師では、学位取得等の機会が確保さ

れることや、公衆衛生医師の社会的価値を認

識したり社会から認められるような施策が仕

事の継続医師と関連しており、確保・育成の

上でも有効であることが示唆された。現在の

業務上、学位取得等の機会が限られているこ

とは本調査や同様の先行研究でも指摘されて

いるが、様々な形で自己研鑽の機会を提供す

ることが極めて重要であることが明らかにな

った。しかし今回の調査では、現在の事業場

に所属する公衆衛生医師の人数は、保健所に

勤務する回答者の 8割が 2名以下と答えてお

り、事業場を離れて研修を受けることが極め

て困難だと考えられる。本研究班では、前年

度実施したヒアリング調査を踏まえた考察で

も、自己研鑽の機会を増やすために｢オンライ

ン講習｣の充実や、人事交流制度の導入などに

ついて提案している。このような方法は、自

治体の法令や制度などに依存するため一朝一

夕に改善することは困難だと思われるが、自

治体間が連携して解決に向けた方策を検討す
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る必要がある。 

また女性医師では、働きやすさ、とりわけ

ライフワークバランスが比較的とりやすい環

境であることが示唆されており、実際に子供

を持つ女性医師の業務継続意思が高いことが

明らかになった。一般に、病院等の医療機関

に勤務する臨床医でライフワークバランスを

とることは容易ではない可能性がある。そこ

で、特に女性医師に対するリクルーティング

において、働きやすさに関する魅力を発信す

ることは有効な方策かもしれない。また、働

きやすさを向上させることは、女性医師の業

務継続意思を維持する上でも重要な方策であ

ろう。 

 本調査の限界として、本研究で実施したア

ンケート調査は、保健所長会を通じて公衆衛

生医師をリクルートしたため、保健所に勤務

する医師からの回答が多い傾向がある。ただ

し、研究方法で示したとおり、平成 26年「公

衆衛生医師定員及び現員数調査」によると、

自治体の本庁・保健所等に勤務する公衆衛生

医師のうち保健所勤務医師は全体の 63.7％を

占めるが、本調査における回答者のうち

65.0％が保健所勤務者であり、実際の公衆衛

生医師勤務先と同様の傾向を示していたこと

から、本調査は一定の代表性を持っていると

考えられる。 

また、勤務場所によって現在の勤務環境に

は差があると考えられるが、保健所・本庁以

外に勤務する医師の回答数が限られているこ

とから、勤務場所を層別化した上で検討を行

うことは困難であったため、解析では特に勤

務場所を考慮していない。 

仕事の継続医師と現在の状況との関係につ

いて順序ロジステック回帰分析によって検討

したが、本研究におけるアンケート調査はあ

くまでも横断的調査であり、その関係に関し

て因果関係を明らかにすることはできない。

しかし、自己研鑽の機会の不足感は過去の先

行研究でも報告・指摘されており、ワークラ

イフバランスのとりやすさとその価値につい

ても、本研究班が昨年度実施したインタビュ

ー調査でも明らかになっていることから、ど

ちらも改善・充実させるべき点であると考え

られる。 

なお、本調査では公衆衛生医師を対象とし

たアンケート調査を実施したが、臨床医のキ

ャリア志望動機や仕事の状況については調査

を行っておらず、臨床医との相対的な差異に

ついて定量的に検討することはできていな

い。今後、臨床医に対して同様の質問項目に

よる調査を行う必要がある。 

以上より、公衆衛生医師が持つ仕事に対す

る価値観や、現在の業務環境、および公衆衛

生医師としての業務に対する積極性などに関

する実態を明らかにするため、全国の保健所

長及び保健所等に勤務する公衆衛生医師を対

象とした無記名のウェブアンケート調査を実

施した。公衆衛生医師を志望した動機は、男

女とも経済的安定性よりも社会的意義や自己

実現などを重視しており、女性ではワークラ

イフバランスについても重視していた。現在

の仕事の状況については、男女ともに業務の

社会や他人に対する有益性を認めつつ、男女

ともに学位の取得など業務に直結しない自己

研鑽の機会を取得する困難さが明らかになっ

た。自己研鑽の充実は、男性の仕事継続意思

と関連があるため、早急に環境を整備するこ

とが期待される。他方、ワークライフバラン

スが比較的高いことが示唆され、子供を持つ

女性医師でキャリア継続意思が高いことか

ら、女性医師の確保に向けた取り組みにおい

てこのような点を魅力として発信することの

有効性が示唆された。 
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２．公衆衛生医師の具体的な活躍のイメー

ジ共有ならびに保健所長会との連携 

PHSS会場では実際の採用に向けての相談を

する姿もみられ、リクルートの場にもなると

考えられる。本セミナーのような公衆衛生分

野の人材確保と育成の双方に視点をあてたセ

ミナーの意義は大きく，今後も継続して開催

する必要があると感じた。 

 

３．公衆衛生医師に求められる資質や育成に

関するガイドライン・指針整備：ガイドライ

ン(案)および指針(案)の策定に資する探索的

研究（研修研究） 

本研究により既存の体制整備における成果

を概観することが出来た。わが国では本研究

テーマの先行研究として「公衆衛生医師の育

成・確保のための環境整備に関するチェック

シート」のように整理されたツールがすでに

開発されており、このツールの自治体におけ

る活用状況と効果については引き続き検証す

る意味があると考えられた。 

また、厚生労働省側対策案として、保健所

長不在または兼務となっている自治体に対

し、厚生労働省側からの通知等による働きか

けや、厚生労働省健康局健康課公衆衛生医師

確保推進室の行っている「公衆衛生医師確保

推進登録事業」（マッチング事業）の拡充と周

知も大きな役割を果たすと考えられる。 

さらに、採用する自治体側の課題と対策案

に視点を移すと、人口減少、交通アクセスの

改善、住民の通信手段の充実を考え、保健所

の必要数を定量的に検討する必要性が浮かび

上がる。ほかに効果が期待される取り組みと

しては、地域枠の医師の義務年限の枠に公衆

衛生医師としての勤務期間を追加することも

考えられる。現在、ほぼ全ての都道府県にお

いて医師確保の為の修学資金制度を整備して

おり、卒後 9年間の義務年限を公衆衛生医師

勤務に充てることも有効な対策と考えられ

る。 

公衆衛生医師に向けた課題と対策案として

は、社会医学系専門医を取得後にどのような

利点がありうるかを明確にする必要がある。

自治体と大学が連携して、社会人大学院を整

備し、公衆衛生学修士号（M.P.H.）や医学博

士号（Ph.D.）を取得可能としたり、留学等の

キャリアパスの設定やモデルケースの提示を

行ったりする事も有効であろう。上記の卒後

研修に加え国立感染症研究所の「実地疫学専

門家養成コース：FETP-J」等国内研修への参

加についても積極的に人事評価の対象として

ゆく必要がある。 

以下、本研究班で取り上げた取り組みから

考えられる課題と対策案を採用する自治体

側、医師側の問題に整理しそれぞれに考察を

加える。 

１．採用する自治体側の課題と対策案 

まず、保健所長の不在や兼務となっている

現状に対して、自治体側の採用意欲や切迫感

がばらつき、濃淡がある。例えば「公衆衛生

医師確保に向けた取り組み事例集」に取り上

げられた 7つの都府県の様に活発に取り組ん

でいる自治体もある一方で、そこまで到達し

ない自治体も多くあるのが現状である。対策

案として、厚生労働省側として、通知等によ

る働きかけや、厚生労働省健康局健康課公衆

衛生医師確保推進室の行っている「公衆衛生

医師確保推進登録事業」（マッチング事業）

（3）の拡充と周知が対策案として考えられ

る。自治体の取り組みとしては、地域枠の医

師の義務年限の枠に公衆衛生医師としての勤

務期間を追加することも考えられる。現在、

ほぼ全ての都道府県において医師確保の為の
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修学資金制度を整備しており、卒後概ね 9年

間を義務年限とし、都道府県内での勤務を行

うことで返還義務を免除している場合が多く

みられる。公衆衛生医師としての勤務をもっ

て、義務年限の消化に充てるのである。これ

は自治体の取り組みとして可能であり、有効

な対策と考えられる。 

もう１つとしては、人口減少、交通アクセ

スの改善、住民の通信手段の充実を考える

と、対策案として現在整備されている保健所

の必要性を定量的に検討することによって、

場合によっては集約化につながることも考え

られる。人口分布や交通状況、さらにはテレ

ビ電話等、通信技術（ICT）の活用により保健

所数を見直し、集約して機能を向上図るのは

現実的と思われる。例えば医療法が規定する

「2 次医療圏」は 340余りである。この 2次

医療圏と各保健所の管区について整合をと

り、連携しやすくしてはどうだろうか。これ

により、保健所が約 140か所減ることになり

集約される。利点としてはまさに「医療」と

「保健」の連携がなされることとなり、地域

包括ケアの推進にもつながるのではないか。

地域医療構想においても、地域医療調整会議

の事務局は都道府県であり、保健医療分野で

の都道府県のリーダーシップが求められてい

るのが現状である。これを好機として、保健

所の再編を行うのは合理的と考えられる。 

２．採用される医師側の課題と対策案 

まず、臨床医に比して公衆衛生医師の場合

のキャリアパスが不明瞭となりやすい。この

点においては平成 28年度より「社会医学系専

門医」資格が立ち上がり、千葉県(7）や島根

県(8）での教育プログラムが立ち上がってい

る状況であり、改善しつつある。しかし一方

で社会医学系専門医を取得して後にどのよう

な利点がありうるかは現時点では不透明であ

る。また、公衆衛生医師は自治体職員として

勤務しており、公衆衛生学修士号（M.P.H.）

や医学博士号（Ph.D.）の取得するタイミング

も得にくいと考えられる。この点の対策とし

て、自治体と大学が連携して、社会人大学院

を整備して、M.P.H.や Ph.D.を取得可能な働

き方を提示することが考えられる。また、希

望する公衆衛生医には自治体が留学等のキャ

リアパスの設定やモデルケースの提示を行う

事も有効であろう。例えば、国立感染症研究

所が平成 11年から整備し、研修生を募集・採

用する「実地疫学専門家養成コース：FETP-

J」（9）に参加することで、ＷＨＯ本部などの

国外研修を受ける事が出来る。これと並行し

て、自治体も学位の取得や学術的な発表など

のアカデミックな活動や、専門研修の修了に

対して、積極的に人事評価の対象としてゆく

必要がある。 

今後の研究計画として、より幅広い確保対

策について事例を収集した上で、上記の考察

をふまえ、引き続きより精緻な政策評価の手

法の開発を行ってゆく予定である。 

３．パイロットスタディ 

既存の資料を踏まえて施行された 2日間の

研修においては、両日参加者の Intrinsic 

motivationは、研修の前後で項目別では

toward accomplishmentと experience 

stimulationについて統計学的有意差が見ら

れたが、多重比較の観点からはどの項目も統

計学的有意ではなかった。しかしながら、全

ての項目について研修後にスコアが増加して

おり、小程度の効果が認められていることか

ら、研修が多少なりとも参加者の内的動機づ

けを高める要因となったことを示唆する。 

  Extrinsic motivationの external 

regulationについては多重比較の観点からみ

ても統計学的有意であった。これは外的動機
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付けの中のより豊かな生活やより良い地位や

収入の獲得といった現実的なモチベーション

に関する評価項目である。研修が収入や社会

的地位についての動機づけとなったことを示

している。また、第 2回のみ参加者の方が第

1回のみ参加者よりも external regulation

について大きな効果量が得られていることか

ら、第 2 回の研修内容が受講者の external 

regulationにより影響を与えた可能性があ

る。 

 第 1回のみ参加者については、「自分を高

めることや目標達成に関する評価」である

toward accomplishについて中程度の効果が

みられた。第 1回では、「Public Healthの現

在-国際、国内、地域の視座で解決策を実行す

る」をテーマに開催し、千葉大学医学部附属

病院特任講師/産業医、および千葉県医療整備

課キャリアコーディネータを務める医師、神

奈川県立保健福祉大学ヘルスイノベーション

スクール（HIS）設置準備担当教授/産婦人科

医、および習志野保健所長（兼 健康危機対

策監）の 3名を講師に迎えた。各講師とも

に、公衆衛生分野における現場経験を話す前

に、自身のキャリアや、これまで直面した障

壁をどのように乗り越えてきたのかなどにつ

いて詳しく紹介された。Toward accomplish

について中程度の効果がみられた理由として

は、研修の参加者自身が普段感じている課題

や目標に対する自信、勇気、自分自身への可

能性を前向きに感じ取ったことが考えられ

る。 

第 2回のみ参加者については、「学ぶこと、

新しい知見を得ることに関する評価項目」で

ある to knowについて大きな効果がみられ、

「自分の考えを伝えたり、他者の著作を読ん

だりして刺激を得ることに関する項目」であ

る to experience stimulationについて中程

度の効果がみられた。第 2回は「Public 

Healthの展望-職種と世代を超えて未来を拓

く」をテーマに研修を開催し、第 1回に引き

続き、千葉大学医学部附属病院特任講師/産業

医、および千葉県医療整備課キャリアコーデ

ィネータを務める医師、千葉県病院事業管理

者（病院局長）を務める医師、厚生労働省看

護系技官の 3名を講師に迎えた。第 1回に比

べ、より実践的な内容を具体的に紹介され

た。To knowについて大きな効果がみられ、

to experience stimulation について中程度

の効果がみられた理由として、公衆衛生分野

における医師や保健師の役割、自分たちが将

来なり得る役職、地位についてイメージしや

すかったからだと考えられる。 

 医師・医学部生においては研修後の

toward accomplishmentと to experience 

stimulationについて中程度の効果量がみら

れた。また、医師・医学部生の方が非医師・

非医学部生よりも大きな効果量が得られた。

この医師・医学部生と非医師・非医学部生の

効果の差については、研修の講師 6人のうち

5人が医師であったことから、非医師・非医

学部生に比べて医師・医学部生にとって自分

自身のキャリア形成の参考にできる部分が多

かったからだと考えられる。 

今回の解析は 2回の研修の前後比較を行っ

たにすぎず、因果関係には言及できない。介

入の効果研究のエビデンスを示すためにはラ

ンダム化比較試験の蓄積が必要である。本研

究は研修形式であり、ランダム化比較試験の

実施は困難であると考えられるが、今後の試

験ではマッチング等の手法を用いるなど、バ

イアスの補正についても検討する。 

 本研究の参加者は、初めから公衆衛生に

対してモチベーションの高い者が多かったと

予測される。公衆衛生の講義について、イン
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ターネットを利用した教材の方がライブ講義

よりも時間と場所の融通が効くことから、医

学部生に好まれた４）という報告もある。今

後は公衆衛生に対して興味の薄い者を含む、

より幅広い層に対しても公衆衛生の考え方や

活動について興味を持ってもらうことを目指

し、研修の内容に磨きをかけるとともに、ビ

デオ講義の配信や e-learningなどのインター

ネットを利用した講義の開催についても検討

する。 

 

E．結論 

本研究では、公衆衛生医師の現状に関する

データ収集による新たなエビデンスの構築に

より、臨床医における公衆衛生キャリアの認

知度は低いものの、現役公衆衛生医師の満足

度は高く、公衆衛生医師のモチベーションや

業務意欲を高める要因は男女間で異なってい

る可能性があることが明らかになった。様々

な形で自己研鑽の機会を増やすために｢オンラ

イン講習｣の充実や、人事交流制度の導入など

について検討する必要がある。また女性医師

では、働きやすさ、とりわけライフワークバ

ランスが比較的とりやすい環境であることが

示唆されており、実際に子供を持つ女性医師

の業務継続意思が高いことが明らかになった

ため、特に女性医師に対するリクルーティン

グにおいて、働きやすさに関する魅力を発信

することは有効な方策と考えられる。 

本研究は、現場の意見を反映させながら新

たな定量的調査及び分析を行うことで、公衆

衛生医師の人材確保ならびに人材育成プログ

ラムの整備を進めるため、これまでの全国保

健所長会事業の取り組みを踏まえながら人材

育成プログラムの開発と行政機関における現

場の実態把握とを一体的に検討し、具体的な

公衆衛生医師確保のための学術的発表や、ウ

ェブ媒体ならびに商業媒体による公告・啓

発・研究成果の還元に繋げた。今後は、より

具体的な人材確保および育成手法の確立が求

められる。 

今後も引き続き全国保健師長会と連携し、

公衆衛生医師に対して求められる資質に関す

る新たな調査分析を行うとともに、三師調査

の解析から離職率が高いとされる公衆衛生医

師の現状について分析し、公衆衛生医師確保

に資する資料を整備するとともに、公衆衛生

医師の育成に関する具体的な指針を整備し、

都道府県に向けて効果的に情報を還元して行

くことが望まれる。 
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厚生労働科学研究費補助金(健康安全･危機管理対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

医師・歯科医師・薬剤師調査票を用いた公衆衛生行政医師の動向に関する研究 

 

研究分担者 佐藤 大介 (国立保健医療科学院) 

研究分担者 渡邊  亮  (神奈川県立保健福祉大学) 

   

 

 

Ａ．研究目的 

 保健所や地方自治体等に勤務する公衆衛生

行政医師(以下「公衆衛生医師」とする)の動向

については、公衆衛生医師の確保や育成におけ

る課題解決に向けた検討が行われているもの

の、調査時点で公衆衛生医師である医師に対す

る様々な調査が行われてきた。このように調査

時点の横断的状況は把握しているものの、たと

えば公衆衛生医師を退職し異なる業務に従事

した医師を対象にした調査は少ない。全国の医

師を時系列で追跡する縦断調査研究は課題解

決の検討に資する重要な情報となりえる。 

そこで本研究では、公衆衛生医師の確保と育

成に資する基礎資料を作成するために、「医師・

歯科医師・薬剤師調査」から公衆衛生医師数の

「地域別」「性別」「年齢別」の動向に関する時

系列解析を目的として、平成 22 年度、平成 24

年度、平成 26 年度、平成 28 年度の 12 月 31

日時点における「医師・歯科医師・薬剤師統計

調査」の回答医師のうち、対象年次の調査票の

「業務の種別」が行政機関の従事者：符合 11

（H22 調査）および符号 13（H24-H28 調査） 

に該当する医籍番号を抽出し、全年次の調査票

研究要旨 

公衆衛生医師の充実を図るため、本研究では「医師・歯科医師・薬剤師調査」から公衆衛生医師

数の「地域別」「性別」「年齢別」の動向に関する時系列解析を目的として、平成 22 年度、平成

24 年度、平成 26 年度、平成 28 年度の 12 月 31 日時点における「医師・歯科医師・薬剤師統計

調査」の回答医師のうち、対象年次の調査票の「業務の種別」が行政機関の従事者：符合 11（H22

調査）および符号 13（H24-H28 調査） に該当する医籍番号を抽出し、全年次の調査票の該当

医籍番号を有する全国の医師を対象とした時系列データを解析した。公衆衛生医師経験のある

医師の人材確保にあたっては、女性医師に対する育児の負担や、ベテラン女性医師のキャリア環

境が公衆衛生行政医師のキャリアにも影響している可能性が考えられた。女性医師やベテラン

医師の人材確保にあたっては、これらの要因について検討する必要がある。 

また、専門医などの資格数が増加するほど、公衆衛生医師を継続する医師割合は減少する傾向

があることから、公衆衛生行政医師の確保となる課題の一つとして専門医資格に関するサポー

トを行うことが効果的である可能性が示唆された。 
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の該当医籍番号を有する全国の医師を対象と

した時系列データを解析した。 

本研究を通じて、公衆衛生医師の経験を有す

る医師が性別・年齢階級別にどのような動向を

示すのか。また、公衆衛生医師に継続して従事

する医師と公衆衛生医師から別の業務へ変更

して従事する医師を比較することで、それぞれ

の特徴を明らかにし、公衆衛生行政医師の確保

となる要因について検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、統計法（平成 19 年法律第 53 号）

第 32 条の規定に基づき、「医師・歯科医師・薬

剤師調査」に係る調査票情報の提供を申出を行

い承認を得たデータセットを用いて、平成 22

年度、平成 24 年度、平成 26 年度、平成 28 年

度の 12 月 31 日時点で対象年次の調査票の「業

務の種別」が行政機関の従事者：符合 11（H22

調査）および符号 13（H24-H28 調査） に該当

する医籍番号を抽出し、全年次の調査票の該当

医籍番号に対するすべての項目を対象とした

調査票データを用いた縦断研究である。 

対象とする調査票項目は、各調査年次におけ

る住所地県都市番号、性別、年齢階級（5 歳刻

み）、業務の種別、従事先市区町村、従事先県

都市番号、従事先市群番号、従事する診療科、

資格数、資格名内訳とし、平成 28 年度調査票

から新たに調査項目に加わった、就業形態、主

たる業務内容、休業の取得を対象とした。 

なお、本研究は平成 30 年度研究では公表デ

ータを用いて予備的解析を進め、国立保健医療

科学院研究倫理審査専門委員会の承認後以降

については「医師・歯科医師・薬剤師調査」を

用いて解析を実施した(＃NIPH－12190)。 

 

Ｃ．研究結果 

１．公衆衛生行政医師の基本属性 

公衆衛生行政医師の性別割合は、平成 22 年度

調査では男性 72.52％に対し 27.48％であった

が、女性医師の割合は平成 22 年度調査 27.48％、

平成 24 年度調査 30.23％、平成 26 年度調査

31.14％、平成 28 年度調査 31.58%と、調査年

次ごとに増加警告にあることが明らかとなっ

た。（表１ 調査年度別の性別割合） 

公衆衛生行政医師の年齢階級別割合は、25 歳

～29 歳は該当せず、30 歳～34 歳から従事する

医師が増加していた。その後年齢階級が上がる

ごとに公衆衛生行政医師数も増加し、60 歳～

64 歳でピークに達した。特に男性医師は 50 歳

～64 歳で急激に増加した。しかしながら女性

医師は 40 歳～44 歳で急激に増加したが、その

後は年齢階級が上がっても医師数の変化は小

さかった。 

男性医師、女性医師ともに 65 歳以上は年齢階

級が上がるごとに公衆衛生行政医師数は減少

し、70 歳を超えると男性医師はピーク時の年

齢階級の 30％に減少、女性は 15%に減少した。 

（表 2 公衆衛生行政医師の年齢階級別割合） 

 

２．平成 28 年度調査票に基づく新たな属性 

平成 28 年度調査票で新たに追加された項目

に着目すると、公衆衛生行政医師の就業形態

（常勤/非常勤）の割合は、常勤医師は男性

69.43％、女性 30.57％に対し、非常勤医師は男

性 55.29％、女性 44.71％と、非常勤医師の女

性割合は常勤医師よりも高かった。 

就業形態 男性 女性 合計

常勤 1,965 865 2,830
69.4% 30.6% 100%

非常勤 115 93 208
55.3% 44.7% 100%  
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（表 3 公衆衛生行政医師の就業形態） 

 

公衆衛生行政医師が従事する市群は指定都

市 52.89％と最も高く、次いで市部が 30.79％

であった。中核市は 13.75％、郡部は 2.57％で

あった。 

平成 28年度調査 従事先市群番号 

指定都市 中核市        市部 郡部 Total 

52.89% 13.75% 30.79% 2.57% 100% 

（表 4 公衆衛生行政医師の就業形態） 

 

休業の有無について、公衆衛生行政医師の産

前・産後休業は男性が０名、女性医師も公衆衛

生行政医師全体に対する 0.4％と低く、育児休

業は男性が 0.1％、女性が 2.4％であった。こ

れは本研究の母集団全体（公衆衛生行政医師を

一度でも経験したすべて医師）の傾向と同じで

あった。それに対して介護休業については、男

性が 0.2％であったが、女性は 0 名であった。 

男性 女性 合計
産前・産後休業 0 2 2

0.0% 0.4% 0.1%
育児休業 1 13 14

0.1% 2.4% 0.8%
介護休業 2 0 2

0.2% 0.0% 0.1%
休業を取得していないもの 1,191 531 1,722

99.7% 97.3% 99.0%
合計 1,194 546 1,740

H28年度調査休業の有無

 

（表 5 公衆衛生行政医師の休業有無） 

 

平成 28 年度調査票において公衆衛生行政医師

を選択した医師が平成 26 年度調査時点から県

都市を移動したかどうかを追跡した結果、年齢

階級が低い医師群の約半数が移動しているの

に対し（30～34 歳（63.64％）、35～39 歳

（58.97％）、40～44 歳（49.33％））、年齢階級

が高い 50 歳以上の医師群は 50 歳～54 歳

（28.07%）、55 歳～59 歳（27.1%）、60 歳～64

歳（21.58%）と移動割合は 30%未満となった。

男性医師、女性医師ともに移動した割合は男性

31.59%に対し、女性 26.56%とやや男性の方が

移動する傾向がみられた。（表 6 公衆衛生行政

医師の移動有無） 

 

３．公衆衛生行政医師の時系列変化 

過去に公衆衛生行政医師を経験したことがあ

る医師の男女別割合は、年齢階級が高い 50 歳

以上の医師群においては男性割合が高かった

が、年齢階級が低い 49 歳以下の医師群では、

男女割合の差はほとんど見られなかった。（図

１） 

平成 28 年度調査票において公衆衛生行政医

師を選択した医師が平成 22 年度調査時点から

専門医資格数がどのように変化しているかを

追跡した結果、全体として医師の 78％は資格

数について変わらない結果となった。年齢階級

別に内訳をみると 40 歳未満の若手医師が増加

傾向であるのに対し、40 歳～69 歳の医師は専

門医資格数が減少する医師が 10％未満であり、

70 歳以上になるとその割合は 10％を超えるこ

とが明らかとなった。また、資格数が増加した

医師ほど、公衆衛生医師を継続する割合が低い

傾向が見られた。（表 7 公衆衛生行政医師の資

格数の推移） 

 

Ｄ．考察 

本研究では、公衆衛生医師の経験を有する医

師が性別・年齢階級別の動向、公衆衛生行政医

師の特徴を明らかにした。分析の結果、公衆衛

生行政医師の基本属性については、女性医師の

割合は調査年次ごとに増加傾向にあったが、女

性医師は常勤医師よりも非常勤医師の割合が

高かった。また、育児休業は男性が 0.1％、女

性が 2.4％であった。これは全国的な傾向でも

あるが、男性医師が育児に寄与する割合が低く、



- 35 - 

 

女性医師に対する育児の負担が公衆衛生行政

医師のキャリアにも影響している可能性が示

唆された。 

年齢階級別の公衆衛生行政医師数を見ると、

若手医師や中堅医師が相対的に少ないことが

示唆された。公衆衛生行政医師の役割が十分な

臨床経験や公衆衛生に関する知識を有する特

性であるが、男性医師が 50 歳～54 歳から急激

に増加し、その後 65 歳まで増加傾向が続くの

に対し、女性医師は 40 歳～44 歳から増加する

が、その後の医師数は増減した。50 歳以上の

男性医師が増加するのに対し、女性医師は増減

がみられることから、50 歳以上の女性医師が

公衆衛生行政医師から離れてしまうことが要

因として考えられる。これを裏付ける結果とし

て、過去に公衆衛生行政医師を経験したことが

ある医師の男女別割合は、49 歳以下では男女

割合の差はほとんど見られなかったのに対し、

50 歳以上では男性割合が高かった。 

その後、65 歳以上の公衆衛生行政医師は男

女ともに減少し、男性医師の 70 歳以上はピー

ク時の 30％まで、女性医師は 15％まで急激に

減少した。医師自身の身体的影響が考えられる

が、女性の平均余命が男性よりも高いにもかか

わらず、女性医師の 70 歳以上における公衆衛

生行政医師数の減少幅が男性医師よりも顕著

であることについては、ベテラン女性医師にと

って公衆衛生行政医師のキャリアに関する影

響が示唆された。 

そのほか介護休業については、男性が 0.2％

であったが、女性は 0 名であった。介護に係る

年齢階級は 40 歳以上であることから、女性医

師がすでに公衆衛生行政から離れているため

である可能性がある。 

公衆衛生行政医師の動向と関連する可能性

が考えられる医師の移動については、若手医

師・中堅医師は都市を移動しているが、50 歳

医師は移動しない傾向が見られた。公衆衛生行

政医師の経験を蓄積するために転勤等による

移動が伴う可能性があり、若手医師・中堅医師、

女性医師にとって負担となっている可能性が

示唆された。しかしながら専門医資格数は

78％の医師で資格数が変わらない結果となっ

た。しかしながら専門医などの資格数が増加す

るほど、公衆衛生医師を継続する医師割合は減

少する傾向があることから、公衆衛生行政医師

の確保となる課題の一つとして専門医資格に

関するサポートを行うことが効果的である可

能性が示唆された。 

本研究の限界として、「医師・歯科医師・薬

剤師調査」に係る調査票情報であることから、

公衆衛生行政医師を選択した理由等の定性的

なデータは含まれていない。本研究から示唆さ

れた結果を裏付けるためには公衆衛生行政医

師を経験したことがある医師を対象にしたア

ンケート調査等との摺合せが必要である。しか

しながらこれまでの調査では公衆衛生行政医

師に調査時点で従事している医師を対象にし

たサンプル調査がほとんであり、全国規模の公

衆衛生行政医師を経験したことがある医師を

対象にした定量的分析はほとんどなかったこ

とから、本研究から得られた示唆は十分な検討

に資する情報となりえる可能性がある。 

  

Ｅ．結論 

「医師・歯科医師・薬剤師調査」に係る調査票

情報を用いて、公衆衛生行政医師を経験したこ

とがある医師を全国規模で解析した結果、女性

医師に対する育児の負担や、ベテラン女性医師

のキャリア環境が公衆衛生行政医師のキャリ

アにも影響している可能性が考えられた。女性

医師やベテラン医師の人材確保にあたっては、

これらの要因について検討する必要がある。 
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また、公衆衛生行政医師の確保となる課題の

一つとして専門医資格に関するサポートを行

うことが効果的である可能性が示唆された。 
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表１ 調査年度別の性別割合 

（単位　%）
階級コード

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

30～34歳 72.7 27.3 59.5 40.5 53.1 46.9 62.0 38.0
35～39歳 68.0 32.1 59.4 40.7 58.8 41.2 53.7 46.3
40～44歳 57.4 42.6 59.4 40.6 57.0 43.0 53.0 47.0
45～49歳 54.3 45.8 52.0 48.0 59.1 40.9 59.6 40.4
50～54歳 62.4 37.6 66.5 33.5 67.6 32.4 68.5 31.5
55～59歳 73.5 26.5 72.3 27.7 67.9 32.1 70.1 29.9
60～64歳 71.1 28.9 69.1 30.9 72.3 27.7 75.8 24.2
65～69歳 73.7 26.3 77.9 22.1 80.6 19.4 82.4 17.6
70～74歳 84.4 15.6 86.7 13.3 86.7 13.3 85.5 14.5
75～79歳 79.0 21.0 85.5 14.6 78.4 21.6 89.4 10.6
80～84歳 81.8 18.2 82.4 17.7 85.0 15.0 93.6 6.4
85歳以上 89.5 10.5 100.0 0.0 84.2 15.8 93.1 6.9
不詳 81.8 18.2 50.0 50.0 100.0 0.0 80.0 20.0

Total 68.42 31.58 68.44 31.56 68.62 31.38 72.46 27.54

平成28年度調査 平成26年度調査 平成24年度調査 平成22年度調査

 

 

表 2  公衆衛生行政医師の年齢階級別割合 

（単位 ％） 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
25～29歳 0 0 0 0 0 0 0 0
30～34歳 24 9 25 17 26 23 31 19
35～39歳 106 59 92 63 117 82 72 62
40～44歳 171 127 177 121 175 132 115 102
45～49歳 185 156 170 157 225 156 161 109
50～54歳 249 150 268 135 305 146 209 96
55～59歳 350 126 421 161 404 191 291 124
60～64歳 415 169 367 164 434 166 300 96
65～69歳 359 128 327 93 337 81 244 52
70～74歳 119 22 117 18 111 17 118 20
75～79歳 49 13 47 8 40 11 110 13
80～84歳 27 6 14 3 17 3 117 8
85歳以上 17 2 16 0 16 3 81 6

不詳 9 2 2 2 4 0 32 8

平成28年度 平成26年度 平成24年度 平成22年度
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表 6  公衆衛生行政医師の移動有無 

（単位 ％） 

移動なし 移動あり 移動なし 移動あり 移動なし 移動あり
30～34歳 36.36 63.64 11.9 88.1 69.39 30.61
35～39歳 41.03 58.97 52.26 47.74 77.89 22.11
40～44歳 50.67 49.33 56.71 43.29 80.13 19.87
45～49歳 60.12 39.88 62.69 37.31 85.83 14.17
50～54歳 71.93 28.07 74.44 25.56 88.47 11.53
55～59歳 72.9 27.1 72.51 27.49 90.08 9.92
60～64歳 78.42 21.58 81.92 18.08 92.17 7.83
65～69歳 81.72 18.28 87.38 12.62 94.5 5.5
70～74歳 78.01 21.99 86.67 13.33 90.63 9.38
75～79歳 66.13 33.87 90.91 9.09 94.12 5.88
80～84歳 81.82 18.18 82.35 17.65 95 5
85歳以上 94.74 5.26 68.75 31.25 94.74 5.26
不詳 90.91 9.09 100 0 100 0
合計 70 30 73.03 26.97 88.45 11.55

平成26年度から平成28年度 平成24年度から平成26年度 平成22年度から平成24年度
前年度調査から従事先県都市番号の移動

 

 

表 7  公衆衛生行政医師の資格数の推移 

（単位 ％） 

-5 -3 -2 -1 0 +1 +2 +3 +4 +5
30～34歳 0 0 0 0 100.0 0 0 0 0 0
35～39歳 0 0 0 0 68.2 27.0 4.7 0 0 0
40～44歳 0 0 0 2.1 61.0 28.1 7.2 0 1.0 0
45～49歳 0 0 0 3.6 72.7 21.2 2.1 0 0 0
50～54歳 0 0 1.5 5.1 79.2 12.3 1.3 0.5 0 0
55～59歳 0 0 1.1 3.2 84.0 10.5 0.9 0 0 0
60～64歳 0 0 0.9 3.5 81.4 12.5 1.2 0 0 0
65～69歳 0 0 2.1 3.3 85.2 8.7 0 0 0 0
70～74歳 0 1.5 0.7 8.7 83.3 5.8 0 0 0 0
75～79歳 0 1.7 5.0 13.3 65.0 11.7 3.3 0 0 0
80～84歳 0 0 3.6 10.7 75.0 10.7 0 0 0 0
85歳以上 0 0 0 15.8 57.9 15.8 10.5 0 0 0
不詳 0 0 0 10.0 70.0 0 20.0 0 0 0
Total 0 0 1.1 3.9 78.1 14.4 2.0 0 0 0

資格数_推移
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図１ 公衆衛生行政医師を経験したことがある医師の男女別割合 
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厚生労働科学研究費補助金(健康安全･危機管理対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

全国保健所長会のメーリングリストにて行った公衆衛生医師の現状把握ならびに 

モチベーションや課題に関するウェブ調査研究 

 

研究代表者 吉田穂波（神奈川県立保健福祉大学） 

研究分担者 渡邊 亮（神奈川県立保健福祉大学） 

研究分担者 佐藤大介（国立保健医療科学院） 

研究分担者 吉村健佑（千葉大学医学部附属病院） 

研究協力者  曽根智史（全国保健所長会／国立保健医療科学院） 

研究協力者  廣瀬浩美（全国保健所長会／愛媛県宇和島保健所）        

研究協力者  宇田英典（全国保健所長会／鹿児島県伊集院保健所） 

研究協力者  清古愛弓（全国保健所長会／葛飾区保健所） 

研究協力者  宮園将哉（全国保健所長会／大阪府寝屋川保健所） 

研究協力者  宗 陽子（全国保健所長会／長崎県県南保健所） 

研究協力者  村松 司（全国保健所長会／北海道網走保健所）   

 

要旨【目的】インターネット調査を用いた公衆衛生医師に対するコンピテンシーや課題についての意識

調査を実施した。【方法】インターネット調査の項目については、全国保健所長会の研究協力者の先生方と

相談して決定し、インターネット経由で回答できる形式として調査を企画した。倫理審査の受理を経て平

成 30年 2月に調査を実施し解析を行った。調査への協力依頼は全国保健所長会からの通達文を用いてメー

リングリストにて行った。調査内容は公衆衛生医師としてのキャリア、やりがいや課題とした。【結果】回

答を得たのは 273名（平均年齢 52.1歳）。男性 170名（平均年齢 53.4歳）、女性 103名（平均年齢 49.9歳）

であった。医師資格取得年数は男性（n=169）平均 27.7 年、女性（n=104）平均 24.9 年であった。医師歴

のうち公衆衛生医師勤務年数は男性（n=169）平均 16.4 年、女性（n=104）平均 13.3 年であり、平均して

卒後 10年ほどで公衆衛生医師の道に入る傾向が見られた。社会医学系専門医の取得状況は、273名のうち

専攻医 16名（5.8%）、専門医 11名（4.0%）、指導医 181名（65.6%）という状況であった。勤務先種別は保

健所 168 名（61.3%）、本庁 50 名（18.2%）が多かった。「これからもキャリアを重ねたい」という勤務

継続意欲と有意に関連のある要因として、男性は「給与が見合っている」が挙げられたが、年歳が上がる

とともに勤務意欲が低下する結果となった。女性は「子どもがいるから」「興味のある仕事だから」という

要素が勤務継続と有意な関連が見られた。【考察】今回のように、全国保健所長会のバックアップのもとで

現役の公衆衛生医師の新たなデータを抽出できたことは、課題抽出と解決策の発見につながる可能性があ

り、更なる活用が望まれる。本調査への全国保健所長会の惜しみない協力に深謝する。
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A.目的 

 近年、少子高齢化による医療需要の増加に

伴い、医師の不足が課題となっている。病院

などの医療機関に勤務する臨床医師の不足の

みならず、地域保健の維持・向上に於いて重

要な役割を担う全国の保健所や、自治体に勤

務して健康・医療の政策立案に携わる医師(以

下「公衆衛生行政医師」とする)の不足も大き

な課題となっている。厚生労働省は、公衆衛

生医師確保の困難さを背景に、平成 23 年度

より公衆衛生医師の確保・人材育成に関する

調査および実践事業として、実態調査や研

修、セミナー等を実施してきた。平成26年に

は、各自治体が公衆衛生行政医師に向けた

「公衆衛生医師確保のためのガイドライン

案」が示された。また、全国の保健所長で構

成される全国保健所長会は、厚生労働省の地

域保健総合推進事業の一環として「公衆衛生

医師の確保・人材育成に関する調査及び実践

事業」を実施しており、平成28年度には社会

医学系専門医制度に関するアンケート調査」

の結果として、現職の公衆衛生行政医師の業

務における満足度は7割を超えているものの、

4割を超える回答者が転職希望について「今あ

る」「ときどき」と答えるなど、公衆衛生行

政医師の「流出」も懸念される結果が示され

ている。 

以上のように、公衆衛生行政医師の確保・

育成に向けた取り組みや調査は以前から行わ

れているものの、十分な成果が上げられてい

るとは言えない。特に、公衆衛生行政医師の

確保に関して既に行われている取り組みや、

その取り組みにおける構造的な課題、加えて

公衆衛生行政医師として求められる資質につ

いて、さらなる調査が求められる。 

そこで本研究は、自治体の公衆衛生医師の

確保と育成を促進するために、 

1) 女性医師、若手医師、ベテラン医師が

公衆衛生医師の具体的な活躍のイメー

ジを関係組織と共有すること、 

2) 社会医学系専門医認定プログラムや自

治体の公衆衛生医師養成プログラムを

基に、行政機関の公衆衛生医師におけ

るコンピテンシーとその育成プログラ

ムポリシーを策定すること、 

3) 公衆衛生医師に求められる資質や育成に

関するガイドラインを整備すること 

を目的とした研究の一部として、特に現在の

公衆衛生医師が持つ仕事に対する価値観を明

らかにすると共に、公衆衛生医師確保に向け

た具体的なリクルート対象の細分化や、細分

化された対象別の医師確保戦略の検討を主た

る目的として、全国の保健所長及び保健所等

に勤務する公衆衛生行政医師を対象に無記名

のウェブアンケート調査を行った。 

 

B.研究方法 

１．研究の方法 

 研究のデザイン 

 無記名のウェブ質問票を用いた横断研

究 

 対象とリクルート 

 全国の保健所長及び保健所等に勤務す

る公衆衛生行政医師を対象 

 全国保健所長会を通じて全国全ての保

健所を対象として研究協力を依頼 

 調査データの収集方法 

 全国保健所長会が運用するメーリング

リストを通じて、全国保健所長宛てに本

調査への協力依頼文を発出する。 

 協力依頼に応じた方は、研究班のウェブ

サイト上に掲載されたウェブアンケー

トフォームから回答を行う。 

 回答結果は、本研究の研究代表者及び分

担研究者のみがアクセスできるデータ

ベースに格納される。 

 アンケートの回答をもって同意と看做

す。 

 分析方法 

基本統計量 

① 連続変数 

平均値及び標準偏差を算出 
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② 名義変数 

度数及び割合を算出 

「公衆衛生医師を志望した動機」として

のあてはまりを 5 段階のリッカート尺度

で尋ねた設問について、それぞれ性・年齢

階級別に算出し、χ2検定を行う。 

 「これからも、公衆衛生医師としてのキ

ャリアを重ねていきたい」(5 段階のリッ

カート尺度)を目的変数、「性」「年齢」「配

偶者の有無」「勤務先種別」「仕事について、

以下の項目はどの程度当てはまりますか」

「医師資格取得年数」などを説明変数と

して、オーダード・プロビット解析を行う。 

２．研究期間 

 平成30年10月5日から10月31日まで 

３．研究対象者の選定方針 

繰入基準：全国の保健所長及び保健所等に勤務

する公衆衛生行政医師(調査時点)

で、本調査への協力依頼に同意し

た対象者 

除外基準：本調査に同意できない対象者 

４．研究の科学的合理性の根拠 

 本調査を通じて公衆衛生行政医師の仕事に対

する価値観や、背景が数量的解析の下で可視化

されることにより、公衆衛生行政医師のなり手

として期待されるターゲットが明らかになると

共に、公衆衛生行政医師のキャリア構築や継続

における課題が明確になることで、公衆衛生行

政医師の人材確保に向けたターゲットの明確化

や、人材育成に必要な環境整備等の検討につな

がることが期待される。本研究目的を達成する

ためには、実際に公衆衛生行政医師として勤務

する現役の医師に調査をする方法以外にないと

考えられる。 

５．インフォームド・コンセントを受け

る手続等 

 本研究は匿名のアンケート調査であることか

ら、インフォームド・コンセントを受ける手続

きは実施しないが、調査の実施にあたって、下

記についてアンケート調査を行うウェブ調査フ

ォームのページに「研究対象者への説明書」と

して掲載し、研究対象者に通知を行う。匿名調

査につき、本調査への回答を以て調査参加への

同意があったものと看做し、同意書・撤回書は

準備しない。 

６．研究に関する情報公開の方法 

 本研究の成果は、学術論文、学会発表などに

よって発表すると共に、研究報告書において成

果を公表するほか、ウェブサイトを作成して情

報を公開する。 

 なお、本研究全般を通じて介入を伴う研究は

行わないため、公開データベース等への登録は

行わない。 

７．研究対象者等及びその関係者からの

相談等への対応 

本調査の研究対象者に対して提示する研究参

加の依頼文、及び研究対象者への説明書につい

てアンケート調査を行うウェブフォームに掲載

し、研究代表者の連絡先を示した上で、研究対

象者及びその関係者からの相談に対応する。 

また、研究者及び研究班と独立した相談窓口

として「神奈川県立保健福祉大学 研究倫理相

談窓口」を案内する文言をウェブ上に掲示す

る。 

 

C. 結果 

１．基礎集計値 

基礎値 （合計273名、平均年齢52.1歳） 

 男性170名、平均年齢53.4歳 

 女性103名、平均年齢49.9歳 

医師資格取得年数 

 男性（n=169）平均27.7年、女性（n=104）

平均24.9年 

公衆衛生医師勤務年数 

 男性（n=169）平均16.4年、女性（n=104）

平均13.3年 

社会医学系専門医の取得状況 

 専攻医16名（5.8%）、専門医11名

（4.0%）、指導医181名（65.6%） 

勤務先種別（上位2位） 

 保健所 168名（61.3%）、本庁 50名

（18.2%） 
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「これからもキャリアを重ねたい」と有意に

関連のある要因 

 男性：「給与が見合っている」、「年齢」

は上がると有意に勤務継続意欲が低下 

 女性：「子ども有り」「興味のある仕事だ

から」に回答した人は有意に勤務継続意欲を

見せた。 

 

表１．回答者の基本属性 

 

 

２．回答者の年齢層 

最も多かったのは50代（男性43.5%、女性

31.1%）、次に40代（男性19.4%、女性32.0%）

であった。 

図１．回答者の年齢階級別グラフ 

 
 

３．居住地 

回答者の居住地は指定都市（男性35.6%、女

性36.4%）、次いでその他の市（男性29.5%、女

性23.2%）、中核市（男性23.5%、女性18.2%）

が多かった。 

図２．回答者の居住自治体規模別グラフ 

 
 

４．現勤務先の住所地分類 

回答者の勤務先はその他の市（男性48.6%、

女性37.5%）が多く、次いで指定都市（男性

26.1%、女性30.2%）の順であり、都心部の住居

から町村に通勤している回答者も一定数いるこ

とが明らかになった。 

 

図３．性別・勤務先自治体規模別グラフ 

 

 

５．配偶者の有無 

男性の90%、女性の68%が既婚者であった。 

図４．性別・配偶者の有無別グラフ 

 

 

６．共働きか否か 

男性の35％、女性の94%が共働きであった。 

図５．性別・共働きの有無別グラフ 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

現勤務先の住所地分類

指定都市 中核市 施行時特例市 その他の市 特別区 町 村

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

配偶者の有無

あり なし
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７．子どもの有無 

男性の81%、女性の66％が子どもを持ってい

た。 

図６．性別・子どもの有無別グラフ 

 

 

８．勤務先種別 

上位2位は男女とも同じく男性の62%、女性の

60%が保健所勤務、男性の18%、女性の18%が本

庁勤務であった。男性で次に多い勤務先は精神

保健福祉センター（4.7%）、女性のうち次に多

い勤務先は保健所支所（4.9%）であった。 

図６．性別・勤務先種別 

 

 

９．社会医学系専門医の取得状況 

指導医（男性67.4%、女性62.5%）が最も多

く、専門医、指導医のどちらも取得していない

（男性26.7%、女性21.2%）が次に多かった。 

図７．男女別社会医学系専門医の取得状況 

 

 

10．勤務先自治体 

都道府県（男性73.8%、女性58.3%）が最も多

く、次に指定都市（男性16.7%、女性19.4%）が

続いた。 

図８．男女別・勤務先自治体別グラフ 

 
 

11．前職 

臨床医（病院・診療所）が最も多く（男性

55.8%、女性 68.0%）、大学等の教員・研究者（男

性 19.0%、女性 8.7%）、大学院生（男性 8.0%、

女性 11.7%）が続いた。 

図９．男女別・前職別グラフ 

 

 

12．公衆衛生医師を志望した動機（複数回答） 

「社会にとって有益な仕事だから」が最も多

く（男性87.7％、女性81.3%）、「興味のある

仕事だ」が次に続いた（男性76.8％、女性

82.5％）。 

表２．志望動機（「よくあてはまる」または「あ

てはまる」と回答した人数と割合） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

共働きの有無

共働きである 共働きでない

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

子供の有無

あり なし

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

勤務先種別
その他 精神保健福祉センター 地方衛生研究所 都道府県型保健所

保健センター 保健所 保健所,その他 保健所支所

本庁 本庁,保健所

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

社会医学系専門医の取得状況

どちらも取得していない 専攻医 専門医 指導医

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

現勤務先の住所地分類

指定都市 中核市 施行時特例市 その他の市 特別区 町 村

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

前職

臨床医（病院・診療所） 臨床研修医 大学院生 大学等の教員・研究者 産業医 休職・休業 離職
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順

位 
志 望 動 機 

人

数 
％ 

1 社会にとって有益な仕事だ

から 

220 80.9 

2 興味のある仕事だから 203 73.8 

3 他の人のためになる仕事だ

から 

200 73.5 

4 雇用が安定しているから 156 57.0 

5 仕事と家庭生活を両立でき

るから 

142 52.0 

6 
教育・訓練の機会が提供さ

れるから 
72 26.6 

7 
働く時間などを自分で決定

できるから 
72 26.3 

8 
干渉されず、独立した仕事

だから 
31 11.4 

9 高収入だから 17 6.2 

10 昇進の機会が多い 13 4.7 

 

13．現在の仕事と志望動機の順位変化 

志望動機も高く現在の仕事への評価も高かっ

たのは「社会にとって有益な仕事だから」であ

った。 

就職後に順位が上がったのは「雇用が安定し

ているから」であり、下がったのは「他の人の

ためになる仕事だから」「興味のある仕事だか

ら」「仕事と家庭生活を両立できるから」であ

った。 

表４．「よくあてはまる」または「あてはまる」

と回答した人数と割合 

現

在 

←

志

望 

現 在 の 仕 

事 

男 

性 

女 

性 

全 

体 

人

数 
％ 

人

数 
％ 

人

数 
％ 

1

←

1 

社会にとって有

益な仕事だから 
1

5

1 

8

7

.

7 

9

5 

9

2

.

3 

2

4

6 

8

9

.

5 

2

←

4 

雇用が安定して

いるから 
1

5

0 

8

7

.

7 

9

6 

9

2

.

3 

2

4

6 

8

9

.

4 

3 コミュニケーションが

とりやすい職場環境 
1

4

4 

8

3

.

7 

8

4 

8

1

.

8 

2

3

8 

8

2

.

9 

4

←

3 

他の人のために

なる仕事だから 
1

4

5 

8

4

.

8 

8

1 

7

7

.

9 

2

2

6 

8

2

.

2 

5

←

2 

興味のある仕事

だから 
1

3

0 

7

6

.

1 

7

3 

7

0

.

2 

2

0

3 

7

3

.

8 

6 これからもキャ

リアを重ねたい 
1

1

3 

6

6

.

1 

7

2 

6

9

.

2 

1

8

5 

6

7

.

3 

7

←

5 

仕事と家庭生活

を両立できるか

ら 

9

9 

5

8

.

9 

7

5 

7

2

.

8 

1

7

4 

6

4

.

2 

 

14．現在の仕事における不満・改善点 

現在の仕事で改善の余地があるという回答が

多かったのは学位取得、留学、研究の機会があ

る、次に広報が充実（自分の仕事の価値がPRさ

れ、公的に認知されている）であった。 

表５．「まったくあてはまらない」または「あては

まらない」と回答した割合 
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順

位 
志 望 動 機 

人

数 
％ 

1 学位取得、留学、研究

の機会がある 
152 55.9 

2 広報が充実 130 47.8 

3 干渉されず、独立した

仕事だから 
126 44.9 

4 高収入だから 108 39.2 

5 昇進の機会が多い 103 37.6 

6 働く時間などを自分で

決定できるから 
100 36.3 

7 研鑽の機会が充実 86 31.6 

 

15．「これからもキャリアを重ねたい」と有意に

関連のある要因（重回帰分析） 

男性は「給与が見合っている」と有意な関連

があり、「年齢」上昇とともに有意な低下がみ

られた。女性は「子どもがいること」、「興味

のある仕事だから」と有意な関連が見られた。

（表6、7） 

 

 

D.  考察 

今回の結果から、男女の比較として、共働き

や、特別区に居住し勤務先がある公衆衛生医師

が女性の方に多いことが明らかになった。 

公衆衛生医師を志望した動機としては「社会

にとって有益な仕事だから」が最も多く（男性

87.7％、女性81.3%）、「興味のある仕事だか

ら」が次に続いた（男性76.8％、女性

82.5％）。志望動機も高く現在の仕事への評価

も高かったのは「社会にとって有益な仕事だか

ら」であった。公衆衛生医師のキャリアを開始

した後に就職後に順位が上がったのは「雇用が

安定しているから」であり、下がったのは「他

の人のためになる仕事だから」「興味のある仕

事だから」「仕事と家庭生活を両立できるか

ら」であり、現職が予想外に多忙であるという

感覚が推察される。 

現在の仕事において改善の余地があるという

回答が多かったのは学位取得、留学、研究の機

会がある、次に広報が充実（自分の仕事の価値

がPRされ、公的に認知されている）であった。 

今後は、今回の結果を医師データ全体と比較

し、公衆衛生医師特有の勤務環境や住居環境、

家族背景の特徴がみられるかどうか、また、キ

ャリア継続にプラスとなる要因をより推進する

ようなアプローチと、公衆衛生医師の現在の勤

務環境の障害になっている要因を減らすような

試みが出来ないのか、全国保健所長会の先生方

のネットワークにおいて現場の公衆衛生の意見

や感覚に寄り添うような対策を検討して行くこ

とが望まれる。 

今後は、これらのエビデンスに基づいて抽出

された公衆衛生医師確保のポイントを自治体担

当者向けにも、簡便かつ魅力的に見せ、自治体

規模や地域特性に応じて公衆衛生医師確保の手

段として役立てられるようなツールを構築して

いく必要があると考えられる。また、今回の成

果について地域保健総合推進事業（全国保健

所長会協力事業、以下「全国保健所長会事

業」）と共有しながら、各都道府県が公衆衛

生医師の確保・育成のために活用出来る基礎

資料を作成していく。 

 

E.  謝辞 

本研究を通じて全国保健所長会事業と本研究

班や教育・研究期間、臨床で働く医師のネットワ

ークが交流する機会を持ち、連携し、公衆衛生領

域の意義を広め、活性化を促すことが出来たの

は、本研究班にとって何よりの副産物であった。

今後、より具体的で精緻な人材確保および育成

手法を確立するため、引き続き全国保健所長会

事業と協力していきたい。 

宇田英典先生（鹿児島県伊集院保健所長）、宮

園将哉先生（大阪府寝屋川保健所長）、清古愛弓

先生（葛飾区保健所長）、廣瀬浩美先生（愛媛県

宇和島保健所長）、宗 陽子先生（長崎県県南保
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立保健医療科学院次長）、調査にご回答いただい

た先生方には、本研究遂行にあたり、多大なるご

助力とご助言を頂きました。ここに深謝いたし

ます。 
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図表： 

表６．キャリア継続意欲と有意に関連のある項目（男性） 

変数 回帰係数 95%信頼区間 p 

年齢 -0.017 -0.032 - -0.002 0.026 

子供あり 0.249 -0.119 - 0.617 0.183 

（動機）雇用が安定しているから 0.082 -0.066 - 0.229 0.274 

（動機）高収入だから 0.030 -0.156 - 0.216 0.753 

（動機）昇進の機会が多いから 0.037 -0.159 - 0.232 0.713 

（動機）興味のある仕事だから 0.212 -0.004 - 0.427 0.054 

（動機）干渉されず、独立した仕事だから 0.007 -0.145 - 0.159 0.931 

（動機）他の人のためになる仕事だから 0.184 -0.097 - 0.466 0.197 

（動機）社会にとって有益な仕事だから -0.026 -0.343 - 0.291 0.871 

（動機）働く時間などを自分で決定できるから 0.170 -0.001 - 0.342 0.051 

（動機）仕事と家庭生活を両立できるから -0.025 -0.199 - 0.150 0.781 

（動機）教育・訓練の機会が提供されるから -0.009 -0.189 - 0.171 0.918 

（現在）給与は見合っている 0.176 0.022 - 0.330 0.025 

通勤時間 -0.045 -0.322 - 0.231 0.746 

定数項 1.701 0.449 - 2.954 0.008 

 

表７．キャリア継続意欲と有意に関連のある項目（女性） 

変数 回帰係数 95%信頼区間 p 

年齢 0.001 -0.017 - 0.020 0.879 

子供あり 0.500 0.123 - 0.877 0.010 

（動機）雇用が安定しているから -0.027 -0.232 - 0.178 0.792 

（動機）高収入だから -0.089 -0.332 - 0.155 0.469 

（動機）昇進の機会が多いから 0.134 -0.126 - 0.394 0.306 

（動機）興味のある仕事だから 0.409 0.188 - 0.629 0.000 

（動機）干渉されず、独立した仕事だから 0.043 -0.187 - 0.273 0.710 

（動機）他の人のためになる仕事だから -0.006 -0.348 - 0.336 0.971 

（動機）社会にとって有益な仕事だから 0.004 -0.349 - 0.358 0.981 
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（動機）働く時間などを自分で決定できるから 0.030 -0.211 - 0.271 0.806 

（動機）仕事と家庭生活を両立できるから 0.082 -0.177 - 0.342 0.529 

（動機）教育・訓練の機会が提供されるから 0.178 -0.041 - 0.398 0.110 

（現在）給与は見合っている 0.164 -0.038 - 0.365 0.109 

通勤時間 -0.073 -0.457 - 0.312 0.707 

定数項 0.336 -1.170 - 1.842 0.658 

 

図１０．結果の概要（平成30年度 地域保健総合推進事業 全国保健所長会協力事業報告会

提出） 
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厚生労働科学研究費補助金(健康安全･危機管理対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

ウェブアンケートを用いた公衆衛生医師意識調査を通じた 

公衆衛生行政医師の人材確保と育成のための研究 

 

研究分担者 渡邊 亮  (神奈川県立保健福祉大学) 

研究分担者 佐藤 大介 (国立保健医療科学院) 

研究代表者 吉田 穂波 (神奈川県立保健福祉大学) 

研究分担者 吉村 健佑 (千葉大学) 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 保健所や地方自治体等に勤務する公衆衛生

行政医師(以下「公衆衛生医師」とする)は、感

染症対策や母子保健の向上をはじめとした、地

域の保健・医療・環境対策の立案・実施に極め

て重要な役割を果たしている。しかし、一般の

医療機関等に勤務する臨床医の不足に増して、

公衆衛生医師の不足、および育成・確保が多く

の自治体に於いて課題となっている。 

厚生労働省は「公衆衛生医師の育成・確保の

ための環境整備に関する検討会」を平成 16 年

度に開催して、報告書をとりまとめた(厚生労

働省, 2005)。この報告書では、公衆衛生医師の

育成・確保について 7 つの問題点(表 1)を指摘

した上で、育成、採用・確保、職務に関する普

及啓発の 3 つに分類して、改善に向けた方策を

提案している。採用・確保に向けた方策として

は、「採用計画の策定による定期的な採用」「募

集方法の工夫」「地方公共団体間等での人事交

流」「奨学金制度」「公衆衛生医師確保推進登録

事業の活用」の 5 点について提案した。 

研究要旨 

 公衆衛生医師が持つ仕事に対する価値観や、現在の業務環境、および公衆衛生医師としての

業務に対する積極性などに関する実態を明らかにするため、全国の保健所長及び保健所等に

勤務する公衆衛生医師を対象とした無記名のウェブアンケート調査を実施した。その結果、

公衆衛生医師を志望した動機は、男女とも経済的安定性よりも社会的意義や自己実現などを

重視しており、女性ではワークライフバランスについても重視していた。また、公衆衛生医

師業務の社会や他人に対する有益性を認めつつ、学位の取得など業務に直結しない自己研鑽

の機会を取得する困難さが明らかになった。自己研鑽の充実は、男性の仕事継続意思と関連

があるため、早急に環境を整備することが期待される。他方、ワークライフバランスが比較

的高いことが示唆され、子供を持つ女性医師でキャリア継続意思が高いことから、女性医師

の確保に向けた取り組みにおいてこのような点を魅力として発信することの有効性が示唆さ

れた。 
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また、全国の保健所長で構成される全国保健

所長会は、地域保健総合推進事業の一環として

平成 23 年度より「公衆衛生医師の確保と人

材育成に関する調査および実践事業」を行って

いる。本事業として、公衆衛生医師等に対する

実態調査や研修、セミナー等を実施してきた。

平成 28 年度に実施した「社会医学系専門医制

度に関するアンケート調査」における公衆衛生

医師向けのアンケート結果によると、「総合的

に考えて現職に満足していますか。」の問いに

対して「満足」「やや満足」の回答が 8 割を超

える一方で、「公衆衛生医師になってから転職

したいと思ったことはありますか。」との問い

に対して「ある」「ときどき」の回答が約 4 割

を占めており、公衆衛生医師の流出可能性も示

唆されている。 

このように、厚生労働省の検討会や全国保健

所長会によって確保・育成に向けた取り組みや

調査は以前から継続的に行われているものの、

依然として、公衆衛生医師の不足は解決してい

ない。特に、公衆衛生医師が仕事に対して抱く

価値観や、公衆衛生医師の業務に関する環境と、

公衆衛生医師としてのキャリアに対する積極

性との関係について検討した事例は限られて

いる。 

そこで本研究では、公衆衛生医師が持つ仕事

に対する価値観や、現在の業務環境、および公

衆衛生医師としての業務に対する積極性など

に関する実態を明らかにするため、全国の保健

所長及び保健所等に勤務する公衆衛生医師を

対象とした無記名のウェブアンケート調査を

実施した。本研究を通じて、公衆衛生医師の持

つ仕事の価値観や業務環境と、業務に対する積

極性との関係を検討し、公衆衛生医師確保に向

けた具体的なリクルート対象の細分化や、細分

化された対象別の医師確保戦略の立案に役立

てることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、全国の保健所長及び保健所等に勤

務する医師、および都道府県などの自治体に勤

務する医師を対象として、無記名のウェブ質問

票を用いた横断研究である。 

本研究は、全国保健所長会が実施する「公衆

 公衆衛生医師の確保は長期的視野に立った採用・育成計画が作られず、保健所等に医師が

単独で配置されていること 

 保健所長の欠員に対して年齢のみに着目し、公衆衛生従事経験を有しない臨床系の医師が

補充されることが多いこと 

 公衆衛生医師の業務が臨床能力のみならず、高度かつ幅広い専門的な知見が必要な魅力あ

る分野であることが広く知られていないこと 

 公衆衛生に関心を持っている学生又は医師に対して、公衆衛生医師となるための 

 方法が充分に広報されていないことが多いこと 

 配属先が限定されていることが多く、この場合、人材の偏在や経験の偏りがあること 

 公衆衛生医師の業務において必要な研修及び研究に参加できるように処遇や制度 

 が整備されていないこと 

 公衆衛生医師の育成・確保について、医育機関等関係団体との協力体制が整備されておら

ず、また、共通の認識も有していないこと 

表 1 公衆衛生医師の育成・確保について 7 つの問題点 
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衛生医師の確保と育成に関する調査および実

践活動」と協働して実施し、調査対象者のリク

ルートは、全国保健所長会を通じて全国全ての

保健所長および自治体宛てに本調査への協力

依頼を行った。 

調査依頼は、平成 30 年 10 月にメールによ

って対象者に送付した。依頼状には、本研究班

のウェブサイト(https://govt-doctor.com/)上に

掲載したウェブアンケートフォームのアドレ

スを記載し、ウェブ上のフォームから回答をす

るよう依頼を行った。なお、調査時点における

公衆衛生医師数の正確な値は不明であるため、

本研究の調査対象者数についても不明である。

なお、平成 28 年医師･歯科医師･薬剤師調査の

結果に拠ると、主に従事している施設及び業務

の種別について「行政機関の従事者」(国、都道

府県、保健所、市町村等の行政機関に従事して

いる者)と回答した者は 1,740 名であった。た

だし、本調査では国(厚生労働省等)に従事する

医師は対象としていないため、実際の調査対象

数は 1,740 名より少ない。また、平成 26 年 4

月に厚生労働省健康局が実施した「公衆衛生医

師定員及び現員数調査」に拠ると、国を除く自

治体の本庁・保健所等に勤務する公衆衛生医師

は 1,124 人であり、うち 717 名が保健所勤務

であった。また、翌平成 27 年 7 月に同局が実

施した「保健所における公衆衛生医師配置状況

調査」に拠ると、全国の保健所に勤務する公衆

衛生医師は 743 名だった。 

調査項目としては、人口統計学的項目として

年齢(連続変数)、性別(男・女)、居住地(都道府

県)及び居住地の都市種別(指定都市・中核市・

施行時特例市・その他の市・町・村・特別区)、

配偶者の有無(配偶者あり＆共働き・配偶者あ

り＆共働きでない・配偶者なし)、子供の有無

（あり・なし、ありの場合は人数）を尋ねた。

また、勤務に関する項目として、医師資格取得

年数(連続変数)、勤務先自治体種別(都道府県・

指定都市・中核市・政令市・特別区)、主たる勤

務先種別(本庁・保健所・保健所支所・保健セン

ター・地方衛生研究所・精神保健福祉センター・

その他)、現勤務先の住所地(都道府県)及び勤務

先の都市種別(指定都市・中核市・施行時特例

市・その他の市・町・村・特別区)、居住地から

勤務先までの通勤時間(時間・分)、現勤務先の

勤務期間(年・ヶ月)、公衆衛生医師としての通

算勤務期間(年・ヶ月)、社会医学系専門医の取

得状況(指導医・専門医・専攻医・どちらも取得

していない)、保有するその他の専門医資格(複

数選択)について尋ねた。続いて、公衆衛生医師

経験に関する質問として、公衆衛生医師として

勤務する前の主な職(臨床医・臨床研修医・大学

院生・大学等の教員･研究者・産業医・休職･休

業・離職)について尋ねた。さらに公衆衛生医師

を志望した動機として、大阪商業大学 JGSS 研

究センターが実施した日本版 General Social 

Surveys JGSS-2002 における職業観に関する

項目を参考に、以下の 10 項目について「よく

あてはまる」「あてはまる」「どちらともいえな

い」「あてはまらない」「まったくあてはまらな

い」の 5 件法で尋ねた。 

 雇用が安定しているから 

 高収入だから 

 昇進の機会が多い 

 興味のある仕事だから 

 干渉されず、独立した仕事だから 

 他の人のためになる仕事だから 

 社会にとって有益な仕事だから 

 働く時間などを自分で決定できるから 

 仕事と家庭生活を両立できるから 

 教育･訓練の機会が提供されるから 

公衆衛生医師の募集についてどのように知

ったかについては、以下の項目について複数回

答を可として尋ねた。 
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 公衆衛生医師からの紹介 

 雑誌などに掲載された広告をみて 

 医療機関における働きかけ 

 臨床研修における経験 

 レジナビ等 

 保健所長会のサイトを見て 

 その他 

現在の勤務先事業場に所属する公衆衛生医

師の人数(常勤･非常勤それぞれ)について尋ね

た。さらに、現在の仕事について、志望動機に

関する質問に準じた 10 項目に追加して、公衆

衛生医師の業務に関連する 8 項目を追加した、

以下の 18 項目について、「よくあてはまる」

「あてはまる」「どちらともいえない」「あては

まらない」「まったくあてはまらない」の 5 件

法で尋ねた。 

 雇用が安定している 

 高収入である 

 昇進の機会が多い 

 興味のある仕事だ 

 干渉されず、独立した仕事だ 

 他の人のためになる仕事だ 

 社会にとって有益な仕事だ 

 働く時間などを自分で決定できる 

 仕事と家庭生活を両立できる 

 教育･訓練の機会が提供されている 

 研修の内容に満足している 

 学位取得、留学、研究の機会がある 

 人事異動や人事交流を通じた研鑽の機

会が充実している 

 公衆衛生医師の業務内容に関する広報

は充実している 

 医師以外の専門職や行政職員とコミュ

ニケーションがとりやすい職場環境だ 

 給与は仕事に見合っている 

 これからも公衆衛生医師としてのキャ

リアを重ねていきたい 

 基本統計量等は、連続変数については平均値

及び標準偏差を算出し、名義変数については度

数及び割合を算出した。また、「公衆衛生医師

を志望した動機」及び現在の仕事についてのあ

てはまりを 5 段階のリッカート尺度で尋ねた

設問については、性別に度数を算出した。さら

に、5 段階のリッカート尺度について「よくあ

てはまる」を 5、「あてはまる」を 4、「どちら

ともいえない」を 3、「あてはまらない」を 2、

「まったくあてはまらない」を 1 として間隔尺

度と見なし、各設問の度数・平均・標準誤差・

95％信頼区間を男女別に算出し、男性と女性

との平均値の差について対応のない t 検定を

実施した。「これからも、公衆衛生医師として

のキャリアを重ねていきたい」の回答を目的変

数、「性」「年齢」「配偶者の有無」「勤務先種別」

「仕事について、以下の項目はどの程度当ては

まりますか」「医師資格取得年数」などを説明

変数として、順序ロジステック回帰分析解析を

行った。 

 統計解析には STATA IC 13(StataCorp, 

College Station, TX, USA)を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は匿名のアンケート調査であり、「個

人情報保護法」や「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」等で規定される「個人情報」

や「要配慮個人情報」は取得しないため、イン

フォームド・コンセントを受ける手続きは実施

しなかった。しかし「性別」や「年齢」など、

個人情報には該当しないものの個人に関する

情報を一定程度取得し、これら個人に関する情

報を連結することで個人が特定されうる可能

性が否定できないため、ウェブ調査フォームの

ページに「研究対象者への説明書」を掲載して、

研究対象者にその旨の通知を行った。また、本

調査への回答を以て調査参加への同意があっ
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たものと看做した。なお、本研究は神奈川県立

保健福祉大学研究倫理審査委員会の承認を得

て実施した(保大第 71-30)。 

 

Ｃ．研究結果 

 回答を得た 277 名の特性や勤務先の環境に

関する基本統計量を表 2 に示す。回答者の約 6

割が男性、約 4 割が女性であった。医師資格取

得年数の平均は 26.6 年で、公衆衛生医師とし

ての勤務年数は 15.2 年であった。また、現勤

務先の勤務年数は 3.0 年だが、中央値は 1.5 年

だった。勤務先事業場に所属する公衆衛生医師

(常勤)の人数は 2.4 人だった。 

 回答結果の詳細は別表に示す。家族構成つい

て尋ねたところ、男性では 9 割近くが、女性で

は 7 割弱で配偶者が存在した。配偶者のある者

に共働きの有無を尋ねたところ、男性では配偶

者が共働きであると答えたのは 4 割に満たな

かった反面、女性では 9 割を超える者が共働き

であると回答した。表 3 は、配偶者が存在する

者のうち、子供の有無と共働きの有無について

男女別にまとめた表である。男性医師では子供

がいる家庭のうち 6 割超で共働きではないの

に対して、女性医師では、子供がいる家庭でも

9 割超で共働きであった。 

 医師資格取得後の年数は、25 年以下～35 年

以下が多く、平均で男性 27.7 年、女性 24.9 年

だった。勤務先の種別としては、保健所が男女

ともに約 65％と最も多く、次いで本庁が 20％

強だった。保健センターや精神保健福祉センタ

ー、地方衛生研究所に勤務する者の回答は限定

的だった。勤務先の住所地の区分としては一般

市に勤務する者が男女ともに多く、次いで指定

都市に勤務する者が多かった。勤務先までの通

勤時間は、60分以内が約8割を占めたものの、

90 分を超えて通勤する者も 5％程度存在した。

また、現在の勤務先における勤務期間は約 7 

割の者で 3 年以下だった一方、5 年を超えて勤

務している者も 15％程度いた。一方公衆衛生

医師として勤務する通算期間は男女ともに非

N 平均
標準

偏差
中央値 N 平均

標準

偏差
中央値 N 平均

標準

偏差
中央値

年齢 170 53.4 9.2 55.5 103 49.9 9.8 51 273 52.1 9.6 54

医師資格取得年数 169 27.7 9.6 30 104 24.9 10.1 25 273 26.6 9.9 29

公衆衛生医師

としての勤務年数
169 16.4 11.6 14.75 104 13.3 11.2 11 273 15.2 11.5 13.5

現勤務先の勤務年数 166 3.1 3.8 1.5 100 2.8 4.1 1.5 266 3.0 3.9 1.5

項目

男性 女性 合計

表 2 基本統計量 

あり 46 36.5% 80 63.5% 126 100.0% あり 53 93.0% 4 7.0% 57 100.0%

なし 4 23.5% 13 76.5% 17 100.0% なし 12 100.0% 0 0.0% 12 100.0%

計 50 35.0% 93 65.0% 143 100.0% 計 65 94.2% 4 5.8% 69 100.0%

子

供

の

有

無

男性
あり なし 合計

共働き

子

供

の

有

無

なし 合計
女性

共働き

あり

表 3 子供の有無と共働きの有無(男女別) 
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常に大きなばらつきがあり、明確な傾向はなか

った。また、公衆衛生医師として勤務する前の

主な職については、男女ともに臨床医が約 6 割

と最も多く、臨床研修医や大学院生、大学等の

教員・研究者はそれぞれ 10％程度だった。 

 社会医学系専門医の取得状況については、2

割強の者が取得をしていなかったが、6 割以上

の者が指導医の資格を取得していた。また、そ

の他の専門医資格の保有状況について尋ねた

ところ、最も多かったのは精神保健指定医であ

り(19.2％)、小児科専門医(16.7％)、神経専門医

(14.1％)が続いて多かった。 

 公衆衛生医師の募集を知った経緯について

複数回答可で尋ねたところ、全体の約 4 割が

「現役の公衆衛生医師からの紹介」であり、最

も多かった。続いて多かったのは「その他」で、

知人からの紹介や行政や所属医局等からの紹

介・要請によるものが多かった。他には、医師

自身がウェブを検索するなどで知ったケース

や、公衆衛生医師の募集に関する広告等を閲覧

した者や、辞令によって派遣された者が見られ

た。 

 「公衆衛生医師を志望した動機」について当

てはまりを 5 件法で尋ねたところ、男女ともに

｢社会にとって有益な仕事だから｣｢他の人のた

めになる仕事だから｣｢興味のある仕事だから｣

といった項目で特にあてはまりが強い傾向が

あった【表 4】。加えて、｢仕事と家庭生活を両

立できるから｣という項目は女性において当て

はまりが高かった。他方、｢昇進の機会が多い｣

n mean sd n mean sd

(動機)雇用が安定しているから 171 3.37 0.09 3.19 - 3.54 103 3.47 0.11 3.24 - 3.69 0.498

(動機)高収入だから 170 2.18 0.07 2.05 - 2.32 102 2.23 0.09 2.04 - 2.41 0.706

(動機)昇進の機会が多い 171 2.15 0.07 2.01 - 2.29 102 2.14 0.08 1.97 - 2.31 0.937

(動機)興味のある仕事だから 171 3.89 0.07 3.75 - 4.03 104 3.80 0.08 3.64 - 3.96 0.414

(動機)干渉されず、独立した仕事だから 171 2.36 0.08 2.21 - 2.52 101 2.26 0.09 2.09 - 2.43 0.384

(動機)他の人のためになる仕事だから 170 3.85 0.06 3.74 - 3.97 102 3.87 0.08 3.71 - 4.03 0.842

(動機)社会にとって有益な仕事だから 169 4.00 0.06 3.88 - 4.12 103 4.00 0.08 3.84 - 4.16 1.000

(動機)働く時間などを自分で決定できるから 170 2.66 0.08 2.50 - 2.81 103 2.88 0.11 2.66 - 3.10 0.092

(動機)仕事と家庭生活を両立できるから 170 3.13 0.08 2.96 - 3.29 103 3.73 0.10 3.52 - 3.93 0.000

(動機)教育・訓練の機会が提供されるから 169 2.85 0.07 2.71 - 2.98 102 2.93 0.10 2.74 - 3.13 0.469

(現在)雇用が安定している 171 4.18 0.06 4.07 - 4.30 104 4.25 0.07 4.12 - 4.38 0.449

(現在)高収入である 172 2.72 0.08 2.56 - 2.87 104 2.92 0.11 2.71 - 3.14 0.109

(現在)昇進の機会が多い 171 2.65 0.07 2.51 - 2.79 103 2.83 0.09 2.65 - 3.02 0.115

(現在)興味のある仕事だ 172 3.93 0.06 3.81 - 4.05 103 4.06 0.07 3.92 - 4.19 0.187

(現在)干渉されず、独立した仕事だ 171 2.64 0.08 2.48 - 2.80 104 2.62 0.09 2.44 - 2.80 0.862

(現在)他の人のためになる仕事だ 171 3.94 0.05 3.84 - 4.04 104 4.05 0.07 3.91 - 4.19 0.219

(現在)社会にとって有益な仕事だ 172 4.12 0.05 4.01 - 4.22 103 4.26 0.06 4.15 - 4.38 0.076

(現在)働く時間などを自分で決定できる 171 2.90 0.08 2.74 - 3.06 104 2.90 0.10 2.72 - 3.09 0.979

(現在)仕事と家庭生活を両立できる 168 3.49 0.08 3.34 - 3.64 103 3.78 0.10 3.59 - 3.97 0.020

(現在)教育・訓練の機会が提供されている 170 3.20 0.08 3.04 - 3.36 104 3.51 0.09 3.33 - 3.69 0.013

(現在)研修の内容に満足している 170 3.00 0.08 2.85 - 3.15 102 3.36 0.10 3.16 - 3.57 0.005

(現在)学位取得、留学、研究の機会がある 169 2.35 0.07 2.21 - 2.49 103 2.39 0.09 2.20 - 2.57 0.736

(現在)行政的技能の研修を受ける機会がある 171 3.27 0.07 3.13 - 3.42 103 3.39 0.09 3.20 - 3.58 0.348

(現在)研鑽の機会が充実 171 2.78 0.07 2.64 - 2.92 101 2.95 0.10 2.75 - 3.15 0.171

(現在)広報は充実している 169 2.47 0.07 2.34 - 2.60 103 2.75 0.09 2.57 - 2.92 0.013

(現在)コミュニケ取りやすい職場環境 172 3.98 0.05 3.87 - 4.08 103 4.02 0.08 3.87 - 4.17 0.644

(現在)給与は見合っている 171 3.31 0.07 3.17 - 3.45 104 3.52 0.09 3.33 - 3.71 0.074

(現在)これからもキャリア重ねたい 171 3.75 0.07 3.62 - 3.89 104 3.79 0.08 3.62 - 3.95 0.751

95% CI

男性 女性

95% CI
p-value

表 4 男女別公衆衛生医師を志望した動機及び現在の仕事に関するあてはまり(男女別) 
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｢高収入だから｣｢干渉されず、独立した仕事だ

から｣という項目では、男女ともにあてはまり

が弱い傾向が見られた。また、5 件法の回答を

間隔尺度と見なし、男性と女性との平均値の差

について対応のない t 検定を実施したところ、

｢仕事と家庭生活を両立できるから｣について

有意差が見られた(p<0.000)。 

 現在の仕事について、「公衆衛生医師を志望

した動機」に関する質問に準じた項目について

尋ねたところ、｢雇用が安定している｣｢社会に

とって有益な仕事だ｣｢興味のある仕事だ｣｢他

の人のためになる仕事だ｣という項目で男女と

もに当てはまりが強かった。また、女性では｢仕

事と家庭生活を両立できる｣｢教育・訓練の機会

が提供されている｣という項目でも当てはまり

が高かった。志望動機についての設問であては

まりが弱かった｢昇進の機会が多い｣｢高収入だ

から｣｢干渉されず、独立した仕事だから｣に対

応する項目｢昇進の機会が多い｣｢高収入であ

る｣｢干渉されず、独立した仕事だ｣についても、

あてはまりが弱い傾向が必ずしも顕著ではな

かった。「公衆衛生医師を志望した動機」と同

様に男性と女性との平均値の差について対応

のない t 検定を実施したところ、｢仕事と家庭

生活を両立できるから｣(p=0.020)｢教育・訓練

の機会が提供されている｣(p=0.013)について

有意な差があった。 

さらに公衆衛生医師の業務に関連する 8 項

目について尋ねたところ、｢コミュニケーショ

ンがとりやすい職場環境｣｢これからもキャリ

アを重ねたい｣の項目では、男女ともにあては

まりが強い傾向が見られ、約 65％の回答者が

公衆衛生医師としてのキャリアを重ねたいと

回答していた。また、｢広報は充実している｣に

男性

係数 S.D. z p

年齢 -0.028 0.021 -1.35 0.176 -0.069 - 0.013

配偶者の有無(ref.配偶者なし)

配偶者なし

配偶者あり 1.483 0.962 1.54 0.123 -0.403 - 3.369

子供の有無(ref.子供なし)

子供なし

子供あり 0.974 0.690 1.41 0.158 -0.378 - 2.326

通勤時間 0.135 0.417 0.32 0.747 -0.683 - 0.953

雇用が安定している 0.509 0.275 1.85 0.065 -0.031 - 1.048

高収入である 0.384 0.237 1.62 0.106 -0.081 - 0.848

昇進の機会が多い -0.359 0.259 -1.39 0.166 -0.867 - 0.149

興味のある仕事だ 0.835 0.369 2.26 0.024 0.111 - 1.559

干渉されず、独立した仕事だ -0.106 0.214 -0.49 0.621 -0.524 - 0.313

他の人のためになる仕事だ -0.853 0.509 -1.67 0.094 -1.851 - 0.146

社会にとって有益な仕事だ 1.000 0.438 2.28 0.022 0.141 - 1.858

働く時間などを自分で決定できる 0.103 0.233 0.44 0.659 -0.354 - 0.560

仕事と家庭生活を両立できる 0.356 0.230 1.55 0.122 -0.095 - 0.807

教育・訓練の機会が提供されている 0.023 0.220 0.1 0.918 -0.409 - 0.454

学位取得、留学、研究の機会がある 0.518 0.239 2.17 0.030 0.050 - 0.986

コミュニケ取りやすい職場環境 0.547 0.330 1.66 0.097 -0.099 - 1.193

給与は見合っている 0.330 0.222 1.49 0.137 -0.105 - 0.765

95％ C.I.変数

表 5-1 順序ロジステック回帰分析結果(男性) 
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ついて特に男性であてはまりが弱い傾向が強

かった。加えて、｢研修の内容に満足している｣

(p=0.005) 及 び ｢ 広 報 は 充 実 し て い る ｣

(p=0.013)については、男女間で平均値に有意

な差があった。 

「これからも公衆衛生医師としてのキャリ

アを重ねていきたい」に対する回答を被説明変

数、公衆衛生医師を志望した動機に関する質問

に準じた現在の業務に関する状況 10 項目に加

えて「学位取得、留学、研究の機会がある」「コ

ミュニケ取りやすい職場環境」「給与は見合っ

ている」｢通勤時間｣及び｢年齢｣｢配偶者の有無｣

｢子供の有無｣を説明変数とした順序ロジステ

ック回帰分析を男性・女性別に実施した結果を

表 5 に示す。男性では、｢興味のある仕事だ｣

｢社会にとって有益な仕事だ｣｢学位取得、留学、

研究の機会がある｣の設問であてはまりが高い

と、「これからも公衆衛生医師としてのキャリ

アを重ねていきたい」傾向が有意に高かった。

一方女性では、｢興味のある仕事だ｣のほかに

｢子供あり｣「雇用が安定している」「コミュニ

ケーションがとりやすい職場だ」のあてはまり

が高いと、有意に「これからも公衆衛生医師と

してのキャリアを重ねていきたい」傾向が高か

った。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、公衆衛生医師の確保や育成に資

することを目的として、公衆衛生医師の業務を

取り巻く環境や、仕事に対する価値観などにつ

いて調査を行った。キャリアの進路発達には、

様々な要因で男女差が生じることが知られて

おり、調査の結果について原則として男女別に

集計を行った。 

女性

係数 S.D. z p

年齢 -0.020 0.031 -0.64 0.521 -0.081 - 0.041

配偶者の有無(ref.配偶者なし)

配偶者なし

配偶者あり -0.504 0.660 -0.76 0.445 -1.799 - 0.790

子供の有無(ref.子供なし)

子供なし

子供あり 1.494 0.751 1.99 0.047 0.022 - 2.966

通勤時間 -0.176 0.559 -0.31 0.753 -1.272 - 0.920

雇用が安定している 0.821 0.403 2.04 0.042 0.031 - 1.610

高収入である 0.258 0.336 0.77 0.442 -0.400 - 0.916

昇進の機会が多い -0.349 0.412 -0.85 0.397 -1.157 - 0.459

興味のある仕事だ 2.524 0.627 4.02 0.000 1.295 - 3.754

干渉されず、独立した仕事だ 0.033 0.304 0.11 0.915 -0.564 - 0.629

他の人のためになる仕事だ -0.483 0.549 -0.88 0.378 -1.558 - 0.592

社会にとって有益な仕事だ 0.276 0.765 0.36 0.718 -1.224 - 1.776

働く時間などを自分で決定できる -0.485 0.386 -1.25 0.210 -1.242 - 0.273

仕事と家庭生活を両立できる 0.265 0.348 0.76 0.446 -0.417 - 0.948

教育・訓練の機会が提供されている 0.568 0.398 1.43 0.153 -0.212 - 1.347

学位取得、留学、研究の機会がある -0.099 0.358 -0.28 0.783 -0.801 - 0.603

コミュニケ取りやすい職場環境 1.076 0.517 2.08 0.037 0.064 - 2.089

給与は見合っている -0.094 0.363 -0.26 0.795 -0.805 - 0.617

95％ C.I.変数

表 5-2 順序ロジステック回帰分析結果(女性) 
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1．配偶者のある医師における共働きの状況 

 回答者のうち、配偶者のいる者に対して共働

きの有無を尋ねたところ、男性では 35％、女

性では 94％が共働きだった。つまり、女性の

大半は共働きであるが、男性の回答者の世帯の

多くでは配偶者(妻)が主婦であると考えられ、

その傾向は子供がいる者に限定しても同様で

あった。それぞれの回答者が家事・子育てに割

く時間やエネルギーについて調査をしていな

いために不明であるが、現代の日本社会では一

般的に女性が家事・子育てに対して多くの時間

を割いている傾向が高いことから、女性医師の

多くが業務と家事とを両立していることが覗

えた。 

 

2．公衆衛生医師を志した動機 

 公衆衛生医師のキャリアを志した動機につ

いて、男女ともに｢興味のある仕事だから｣｢他

の人のためになる仕事だから｣｢社会にとって

有益な仕事だから｣という項目で高いあてはま

りが示された反面、｢高収入だから｣｢昇進の機

会が多い｣といった項目ではあてはまりが低い

傾向があった。公衆衛生医師としてのキャリア

選択に際して、医師が経済的安定性よりも他

者・社会への貢献や仕事のやりがいといった、

社会的役割や自己実現を重視していることが

示唆された。医師の職業の中でも、公衆衛生医

師の給与は臨床医に比較して相対的に低額で

あり、その傾向が臨床医に比べて顕著である可

能性もある。 

 一方、｢仕事と家庭生活を両立できるから｣と

いう項目については、男女で結果に差異が見ら

れた。5 件法の結果を間隔尺度として平均値を

求めたところ、男性では 3.13 だったのに対し

て女性では 3.73 と、あてはまりが女性で特に

顕著だった。上でも指摘したとおり、現在の社

会において、女性が家事・子育てを主に担当し

ていることが影響している可能性がある。本項

目について、子供の有無別に追加的に平均値を

求めたところ、男性では子供あり 3.03 子供

なし 3.16、女性では子供あり 3.97 子供なし

3.23 と、特に子供のいる女性では、仕事と家庭

生活を両立できる点を重視していた。 

 

3．現在の仕事の状況 

 キャリアを志した動機に関する設問で男女

ともにあてはまりが高かった項目と連動する

｢興味のある仕事だ｣｢他の人のためになる仕事

だ｣｢社会にとって有益な仕事だ｣という項目で

は高いあてはまりが示された。つまり、これら

の項目では動機と実際の状況とで整合してい

た。一方、男女ともに｢高収入である｣｢昇進の

機会が多い｣については男女ともに平均値が 3

を下回っており、経済的安定性やキャリア構築

が高い状況ではない。 

 一方、｢仕事と家庭生活を両立できる｣につい

ては男女ともにあてはまりが高く、特に女性で

はその傾向が強かった。公衆衛生医師の業務は、

臨床医と比べると相対的に経済的待遇は良く

ないと考えられているが、ワークライフバラン

スが比較的とりやすいことは一つの特長とし

て捉えられる。 

 しかし、｢学位取得、留学、研究の機会があ

る｣については男女ともあてはまりが低かった。

｢教育・訓練の機会が提供されている｣のあては

まりは比較的高いことから、業務に直結する教

育・訓練の機会は比較的提供されている反面、

より広範・高度な知識の習得など業務に直結し

ない学習の機会を得ることが困難であること

が覗える。 

 なお、職業選択に当たって、公衆衛生医師は

経済的安定性を重視しておらず、現在の収入に

対する評価も必ずしも高くなかったが、「給与
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は仕事内容に見合っている」という設問に対し

ては、男女ともにあてはまりが比較的高い傾向

があり、業務バランスを踏まえると、給与が極

めて低いわけではない可能性がある。 

 

4．仕事の継続意思と現在の状況 

 「これからも公衆衛生医師としてのキャリア

を重ねていきたい」に対する回答を被説明変数

とした順序ロジステック回帰分析の結果によ

れば、男性では｢興味のある仕事だ｣｢社会にと

って有益な仕事だ｣｢学位取得、留学、研究の機

会がある｣のあてはまりが高いほど公衆衛生医

師としてのキャリア継続に対して有意に正の

影響がみられた。女性では｢興味のある仕事だ｣

については男性と同様の傾向が見られたが、他

に｢雇用が安定している｣｢コミュニケーション

がとりやすい職場環境｣であることに加え、子

供がいる場合にキャリアの継続意思と正の関

係があり、｢社会にとって有益な仕事だ｣｢学位

取得、留学、研究の機会がある｣については有

意な傾向が見られなかった。 

 男女ともに、業務自体に対する関心は重要で

あるが、男性では特に業務の社会的貢献や学位

取得などが業務へのモチベーションに関連し

ている一方で、女性では雇用の安定性や仕事の

コミュニケーションなど｢働きやすさ｣が重視

される傾向があり、子供のいる女性医師で継続

意欲が高いことは、公衆衛生医師の業務を取り

巻く環境が、比較的｢働きやすい｣可能性を示唆

している。 

 

5．確保・育成に向けた施策への示唆 

以上の傾向を踏まえると、公衆衛生医師のモ

チベーションや業務意欲を高める要因は男女

間で異なっている可能性がある。 

男性医師では、学位取得等の機会が確保され

ることや、公衆衛生医師の社会的価値を認識し

たり社会から認められるような施策が仕事の

継続医師と関連しており、確保・育成の上でも

有効であることが示唆された。現在の業務上、

学位取得等の機会が限られていることは本調

査や同様の先行研究でも指摘されているが、

様々な形で自己研鑽の機会を提供することが

極めて重要であることが明らかになった。しか

し今回の調査では、現在の事業場に所属する公

衆衛生医師の人数は、保健所に勤務する回答者

の 8 割が 2 名以下と答えており、事業場を離

れて研修を受けることが極めて困難だと考え

られる。本研究班では、前年度実施したヒアリ

ング調査を踏まえた考察でも、自己研鑽の機会

を増やすために｢オンライン講習｣の充実や、人

事交流制度の導入などについて提案している。

このような方法は、自治体の法令や制度などに

依存するため一朝一夕に改善することは困難

だと思われるが、自治体間が連携して解決に向

けた方策を検討する必要がある。 

また女性医師では、働きやすさ、とりわけラ

イフワークバランスが比較的とりやすい環境

であることが示唆されており、実際に子供を持

つ女性医師の業務継続意思が高いことが明ら

かになった。一般に、病院等の医療機関に勤務

する臨床医でライフワークバランスをとるこ

とは容易ではない可能性がある。そこで、特に

女性医師に対するリクルーティングにおいて、

働きやすさに関する魅力を発信することは有

効な方策かもしれない。また、働きやすさを向

上させることは、女性医師の業務継続意思を維

持する上でも重要な方策であろう。 

 

6．研究の限界 

 本研究で実施したアンケート調査は、保健所

長会を通じて公衆衛生医師をリクルートした

ため、保健所に勤務する医師からの回答が多い

傾向がある。ただし、研究方法で示したとおり、
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平成 26 年「公衆衛生医師定員及び現員数調査」

によると、自治体の本庁・保健所等に勤務する

公衆衛生医師のうち保健所勤務医師は全体の

63.7％を占めるが、本調査における回答者のう

ち 65.0％が保健所勤務者であり、実際の公衆

衛生医師勤務先と同様の傾向を示していたこ

とから、本調査は一定の代表性を持っていると

考えられる。 

また、勤務場所によって現在の勤務環境には

差があると考えられるが、保健所・本庁以外に

勤務する医師の回答数が限られていることか

ら、勤務場所を層別化した上で検討を行うこと

は困難であったため、解析では特に勤務場所を

考慮していない。 

仕事の継続医師と現在の状況との関係につ

いて順序ロジステック回帰分析によって検討

したが、本研究におけるアンケート調査はあく

までも横断的調査であり、その関係に関して因

果関係を明らかにすることはできない。しかし、

自己研鑽の機会の不足感は過去の先行研究で

も報告・指摘されており、ワークライフバラン

スのとりやすさとその価値についても、本研究

班が昨年度実施したインタビュー調査でも明

らかになっていることから、どちらも改善・充

実させるべき点であると考えられる。 

なお、本調査では公衆衛生医師を対象とした

アンケート調査を実施したが、臨床医のキャリ

ア志望動機や仕事の状況については調査を行

っておらず、臨床医との相対的な差異について

定量的に検討することはできていない。今後、

臨床医に対して同様の質問項目による調査を

行う必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 公衆衛生医師が持つ仕事に対する価値観や、

現在の業務環境、および公衆衛生医師としての

業務に対する積極性などに関する実態を明ら

かにするため、全国の保健所長及び保健所等に

勤務する公衆衛生医師を対象とした無記名の

ウェブアンケート調査を実施した。公衆衛生医

師を志望した動機は、男女とも経済的安定性よ

りも社会的意義や自己実現などを重視してお

り、女性ではワークライフバランスについても

重視していた。現在の仕事の状況については、

男女ともに業務の社会や他人に対する有益性

を認めつつ、男女ともに学位の取得など業務に

直結しない自己研鑽の機会を取得する困難さ

が明らかになった。自己研鑽の充実は、男性の

仕事継続意思と関連があるため、早急に環境を

整備することが期待される。他方、ワークライ

フバランスが比較的高いことが示唆され、子供

を持つ女性医師でキャリア継続意思が高いこ

とから、女性医師の確保に向けた取り組みにお

いてこのような点を魅力として発信すること

の有効性が示唆された。 
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1) 年齢 
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2) 性別 

 

 

 

3) 居住地 

 
 

 

4) ①家族構成：配偶者の有無 

 

 

 

 

 

  

年齢階級

20代 2 1.2% 2 1.9% 4 1.5%

30代 14 8.2% 15 14.6% 29 10.6%

40代 33 19.4% 33 32.0% 66 24.2%

50代 74 43.5% 32 31.1% 106 38.8%

60代 45 26.5% 21 20.4% 66 24.2%

70代 2 1.2% 0 0.0% 2 0.7%

Total 170 100.0% 103 100.0% 273 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

年齢階級

20代 30代 40代 50代 60代 70代

性別

男性 172 62.3%

女性 104 37.7%

Total 276 100.0%

Total

男性

62.3%

女性

37.7%

性別

居住地分類

指定都市 53 35.6% 36 36.4% 89 35.9%

中核市 35 23.5% 18 18.2% 53 21.4%

施行時特例市 2 1.3% 1 1.0% 3 1.2%

その他の市 44 29.5% 23 23.2% 67 27.0%

町 4 2.7% 2 2.0% 6 2.4%

村 0 0.0% 1 1.0% 1 0.4%

特別区 11 7.4% 18 18.2% 29 11.7%

Total 149 100.0% 99 100.0% 248 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

指定都市 中核市 施行時特例市 その他の市 町 村 特別区

配偶者の有無

あり 153 90.5% 70 68.0% 223 82.0%

なし 16 9.5% 33 32.0% 49 18.0%

Total 169 100.0% 103 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

あり なし



- 68 - 

 

4) ①家族構成：配偶者の有無(ありの場合)：共働きの有無 

 

 

 

4) ②子供の有無 

 

 

 

5) 同居の有無 

 

 

 

6) 医師資格取得年数 

 
 

 

  

共働きの有無

共働きである 52 35.4% 65 94.2% 117 54.2%

共働きでない 95 64.6% 4 5.8% 99 45.8%

Total 147 100.0% 69 100.0% 216 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

共働きである 共働きでない

子供の有無

あり 133 80.6% 67 65.7% 200 74.9%

なし 32 19.4% 35 34.3% 67 25.1%

Total 165 100.0% 102 100.0% 267 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

あり なし

同居の有無

あり 129 76.8% 77 76.2% 206 76.6%

なし 39 23.2% 24 23.8% 63 23.4%

Total 168 100.0% 101 100.0% 269 100.0%

Total男 女 0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

あり なし

医師資格取得年数

5年以下 5 3.0% 2 1.9% 7 2.6%

10年以下 8 4.7% 11 10.6% 19 7.0%

15年以下 8 4.7% 7 6.7% 15 5.5%

20年以下 15 8.9% 15 14.4% 30 11.0%

25年以下 21 12.4% 18 17.3% 39 14.3%

30年以下 34 20.1% 17 16.3% 51 18.7%

35年以下 43 25.4% 14 13.5% 57 20.9%

40年以下 30 17.8% 16 15.4% 46 16.8%

45年以下 4 2.4% 4 3.8% 8 2.9%

45年超 1 0.6% 0 0.0% 1 0.4%

Total 169 100.0% 104 100.0% 273 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

5年以下 10年以下 15年以下 20年以下 25年以下 30年以下 35年以下 40年以下 45年以下 45年超
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7) 勤務先種別 ①勤務先自治体種別 

  

 

8) 現勤務先の住所地 

 
 

 

9) 居住地から勤務先までの通勤時間 

 
 

 

10) 現勤務先の勤務期間 

 
 

 

  

勤務先種別

保健所 111 64.9% 67 65.0% 178 65.0%

本庁 38 22.2% 22 21.4% 60 21.9%

保健センター 6 3.5% 7 6.8% 13 4.7%

精神保健福祉センター 8 4.7% 2 1.9% 10 3.6%

地方衛生研究所 6 3.5% 2 1.9% 8 2.9%

その他 2 1.2% 3 2.9% 5 1.8%

Total 171 100.0% 103 100.0% 274 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

保健所 本庁 保健センター 精神保健福祉センター 地方衛生研究所 その他

現勤務先の住所地分類

指定都市 37 26.1% 29 30.2% 66 27.7%

中核市 20 14.1% 9 9.4% 29 12.2%

施行時特例市 4 2.8% 1 1.0% 5 2.1%

その他の市 69 48.6% 36 37.5% 105 44.1%

特別区 7 4.9% 17 17.7% 24 10.1%

町 5 3.5% 3 3.1% 8 3.4%

村 0 0.0% 1 1.0% 1 0.4%

Total 142 100.0% 96 100.0% 238 100.0%

Total男 女

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

指定都市 中核市 施行時特例市 その他の市 特別区 町 村

通勤時間

15分以内 37 21.5% 14 13.5% 51 18.5%

30分以内 37 21.5% 27 26.0% 64 23.2%

45分以内 28 16.3% 16 15.4% 44 15.9%

60分以内 31 18.0% 25 24.0% 56 20.3%

75分以内 14 8.1% 7 6.7% 21 7.6%

90分以内 17 9.9% 7 6.7% 24 8.7%

105分以内 1 0.6% 3 2.9% 4 1.4%

120分以内 5 2.9% 5 4.8% 10 3.6%

120分超 2 1.2% 0 0.0% 2 0.7%

Total 172 100.0% 104 100.0% 276 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

15分以内 30分以内 45分以内 60分以内 75分以内

90分以内 105分以内 120分以内 120分超

現勤務先の勤務期間

1年以内 59 34.3% 31 29.8% 90 32.6%

3年以内 55 32.0% 45 43.3% 100 36.2%

5年以内 26 15.1% 14 13.5% 40 14.5%

7年以内 8 4.7% 4 3.8% 12 4.3%

9年以内 6 3.5% 4 3.8% 10 3.6%

11年以内 6 3.5% 1 1.0% 7 2.5%

13年以内 3 1.7% 1 1.0% 4 1.4%

15年以内 4 2.3% 0 0.0% 4 1.4%

15年超 5 2.9% 4 3.8% 9 3.3%

Total 172 100.0% 104 100.0% 276 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

1年以内 3年以内 5年以内 7年以内 9年以内

11年以内 13年以内 15年以内 15年超
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11) 公衆衛生医師としての通算勤務期間 

 
 

 

12) 社会医学系専門医の取得状況 

 
 

 

13) 保有するその他の専門医資格（複数選択可） 

 

 

 

  

公衆衛生医師の期間

1年以内 13 7.6% 10 9.6% 23 8.3%

5年以内 29 16.9% 28 26.9% 57 20.7%

10年以内 20 11.6% 11 10.6% 31 11.2%

15年以内 24 14.0% 13 12.5% 37 13.4%

20年以内 14 8.1% 12 11.5% 26 9.4%

25年以内 20 11.6% 8 7.7% 28 10.1%

30年以内 20 11.6% 9 8.7% 29 10.5%

35年以内 19 11.0% 12 11.5% 31 11.2%

40年以内 9 5.2% 1 1.0% 10 3.6%

Total 168 97.7% 104 100.0% 272 98.6%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

1年以内 5年以内 10年以内 15年以内 20年以内

25年以内 30年以内 35年以内 40年以内

社会医学系専門医の取得状況

指導医 116 67.4% 65 62.5% 181 65.6%

専門医 7 4.1% 4 3.8% 11 4.0%

専攻医 3 1.7% 13 12.5% 16 5.8%

どちらも取得していない 46 26.7% 22 21.2% 68 24.6%

Total 172 100.0% 104 100.0% 276 100.0%

男 女 Total 0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

指導医 専攻医 専門医 どちらも取得していない

公衆衛生医師の期間

精神保健指定医 30 19.2%

小児科専門医 26 16.7%

神科専門医 22 14.1%

総合内科専門医 12 7.7%

精神科専門医 10 6.4%

救急科専門医 8 5.1%

麻酔科標榜医 7 4.5%

循環器専門医 4 2.6%

産婦人科専門医 3 1.9%

外科専門医 3 1.9%

リハビリテーション科専門医 3 1.9%

腎臓専門医 3 1.9%

その他 25 16.0%

Total 156 100.0%

Total
0 10 20 30 40

精神保健指定医

小児科専門医

神科専門医

総合内科専門医

精神科専門医

救急科専門医

麻酔科標榜医

循環器専門医

産婦人科専門医

外科専門医

リハ科専門医

腎臓専門医

その他
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14) 公衆衛生医師として勤務する前の主な職 

  

 

  

公衆衛生医師前の職

臨床医（病院・診療所） 91 55.8% 70 68.0% 161 60.5%

臨床研修医 23 14.1% 6 5.8% 29 10.9%

大学院生 13 8.0% 12 11.7% 25 9.4%

大学等の教員・研究者 31 19.0% 9 8.7% 40 15.0%

産業医 4 2.5% 0.0% 4 1.5%

休職・休業 0.0% 3 2.9% 3 1.1%

離職 1 0.6% 3 2.9% 4 1.5%

Total 163 100.0% 103 100.0% 266 100.0%

男 女 Total

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

臨床医（病院・診療所） 臨床研修医 大学院生

大学等の教員・研究者 産業医 休職・休業

離職
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15) 公衆衛生医師を志望した動機として、以下の項目はどの程度当てはまりますか 

 

 

まったくあてはまらない 16 9.4% 11 10.7% 27 9.9%

あてはまらない 20 11.7% 9 8.7% 29 10.6%

どちらともいえない 45 26.3% 17 16.5% 62 22.6%

あてはまる 65 38.0% 53 51.5% 118 43.1%

よくあてはまる 25 14.6% 13 12.6% 38 13.9%

Total 171 100.0% 103 100.0% 274 100.0%

男 女 Total

9.4%

10.7%

9.9%

11.7%

8.7%

10.6%

26.3%

16.5%

22.6%

38.0%

51.5%

43.1%

14.6%

12.6%

13.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)雇用が安定しているから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 43 25.3% 25 24.5% 68 25.0%

あてはまらない 65 38.2% 37 36.3% 102 37.5%

どちらともいえない 51 30.0% 34 33.3% 85 31.3%

あてはまる 10 5.9% 4 3.9% 14 5.1%

よくあてはまる 1 0.6% 2 2.0% 3 1.1%

Total 170 100.0% 102 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

25.3%

24.5%

25.0%

38.2%

36.3%

37.5%

30.0%

33.3%

31.3%

5.9%

3.9%

5.1%

0.6%

2.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)高収入だから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 49 28.7% 27 26.5% 76 27.8%

あてはまらない 60 35.1% 37 36.3% 97 35.5%

どちらともいえない 51 29.8% 36 35.3% 87 31.9%

あてはまる 10 5.8% 1 1.0% 11 4.0%

よくあてはまる 1 0.6% 1 1.0% 2 0.7%

Total 171 100.0% 102 100.0% 273 100.0%

男 女 Total

28.7%

26.5%

27.8%

35.1%

36.3%

35.5%

29.8%

35.3%

31.9%

5.8%

1.0%

4.0%

0.6%

1.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)昇進の機会が多い

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 3 1.8% 1 1.0% 4 1.5%

あてはまらない 14 8.2% 6 5.8% 20 7.3%

どちらともいえない 24 14.0% 24 23.1% 48 17.5%

あてはまる 88 51.5% 55 52.9% 143 52.0%

よくあてはまる 42 24.6% 18 17.3% 60 21.8%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

1.8%

1.0%

1.5%

8.2%

5.8%

7.3%

14.0%

23.1%

17.5%

51.5%

52.9%

52.0%

24.6%

17.3%

21.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)興味のある仕事だから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 43 25.1% 21 20.8% 64 23.5%

あてはまらない 48 28.1% 39 38.6% 87 32.0%

どちらともいえない 55 32.2% 35 34.7% 90 33.1%

あてはまる 25 14.6% 6 5.9% 31 11.4%

よくあてはまる 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

Total 171 100.0% 101 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

25.1%

20.8%

23.5%

28.1%

38.6%

32.0%

32.2%

34.7%

33.1%

14.6%

5.9%

11.4%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)干渉されず、独立した仕事だから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 1 0.6% 0 0.0% 1 0.4%

あてはまらない 10 5.9% 4 3.9% 14 5.1%

どちらともいえない 29 17.1% 28 27.5% 57 21.0%

あてはまる 103 60.6% 47 46.1% 150 55.1%

よくあてはまる 27 15.9% 23 22.5% 50 18.4%

Total 170 100.0% 102 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

0.6%

0.0%

0.4%

5.9%

3.9%

5.1%

17.1%

27.5%

21.0%

60.6%

46.1%

55.1%

15.9%

22.5%

18.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)他の人のためになる仕事だから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 1 0.6% 1 1.0% 2 0.7%

あてはまらない 9 5.3% 3 2.9% 12 4.4%

どちらともいえない 19 11.2% 19 18.4% 38 14.0%

あてはまる 100 59.2% 52 50.5% 152 55.9%

よくあてはまる 40 23.7% 28 27.2% 68 25.0%

Total 169 100.0% 103 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

0.6%

1.0%

0.7%

5.3%

2.9%

4.4%

11.2%

18.4%

14.0%

59.2%

50.5%

55.9%

23.7%

27.2%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)社会にとって有益な仕事だから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 23 13.5% 12 11.7% 35 12.8%

あてはまらない 54 31.8% 29 28.2% 83 30.4%

どちらともいえない 56 32.9% 27 26.2% 83 30.4%

あてはまる 32 18.8% 29 28.2% 61 22.3%

よくあてはまる 5 2.9% 6 5.8% 11 4.0%

Total 170 100.0% 103 100.0% 273 100.0%

男 女 Total

13.5%

11.7%

12.8%

31.8%

28.2%

30.4%

32.9%

26.2%

30.4%

18.8%

28.2%

22.3%

2.9%

5.8%

4.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)働く時間などを自分で決定できるから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる



- 76 - 

 

 

 

 

  

まったくあてはまらない 13 7.6% 6 5.8% 19 7.0%

あてはまらない 37 21.8% 6 5.8% 43 15.8%

どちらともいえない 50 29.4% 19 18.4% 69 25.3%

あてはまる 55 32.4% 51 49.5% 106 38.8%

よくあてはまる 15 8.8% 21 20.4% 36 13.2%

Total 170 100.0% 103 100.0% 273 100.0%

男 女 Total

7.6%

5.8%

7.0%

21.8%

5.8%

15.8%

29.4%

18.4%

25.3%

32.4%

49.5%

38.8%

8.8%

20.4%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)仕事と家庭生活を両立できるから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 13 7.7% 11 10.8% 24 8.9%

あてはまらない 43 25.4% 18 17.6% 61 22.5%

どちらともいえない 72 42.6% 42 41.2% 114 42.1%

あてはまる 39 23.1% 29 28.4% 68 25.1%

よくあてはまる 2 1.2% 2 2.0% 4 1.5%

Total 169 100.0% 102 100.0% 271 100.0%

男 女 Total

7.7%

10.8%

8.9%

25.4%

17.6%

22.5%

42.6%

41.2%

42.1%

23.1%

28.4%

25.1%

1.2%

2.0%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(動機)教育・訓練の機会が提供されるから

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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17) 公衆衛生医師の募集について、どのように知りましたか 

 

 

･ 知人からの紹介等 

 先輩の勧め 

 小児科の友人の紹介 

 公衆衛生医師以外（事務職）からの紹介 

 知人の紹介 

 臨床の上司からの紹介 

 教授の紹介 

 個別に勧誘を受けた 

 出身大学公衆衛生学教授の勧め 

 大学院の教授から 

 知人からの紹介 

 県職員からの紹介 

 家族から 

 当時の行政の担当者から提案を受けたから 

 大学の医局を通して先輩から紹介された 

 教員の紹介 

 教授の紹介 

 親の情報 

 大学の教授の推薦 

 大学院の先輩からの紹介 

 大学院の先輩からの紹介 

 知人からの紹介 

 公衆衛生学教授からの紹介 

 先輩医師からの勧めによる 

123 41.4%

119 40.1%

20 6.7%

13 4.4%

10 3.4%

10 3.4%

2 0.7%

297 100.0%

保健所長会のサイトを見て

医療機関における働きかけ

臨床研修における経験

レジナビ等

Total

Total
公衆衛生医師の募集について

どのように知りましたか

公衆衛生医師からの紹介

その他

雑誌などに掲載された広告をみて

0 50 100 150

公衆衛生医師からの紹介

小児科専門医

神科専門医

総合内科専門医

精神科専門医

腎臓専門医

その他
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 先輩医師からの勧めによる 

 大学教授からの紹介 

 指導教授の薦め 

 先輩を介しての紹介 

 当時の上司（群馬県衛生部長）の薦めによる。 

 当時、厚生労働省から県に出向しておられた方からの誘い 

 配偶者の職場の同僚の中に、妻が県の保健師として働いている方がいて「現

在、県で公衆衛生医師を募集中」と知らせてくれた。 

･ 機関からの紹介・要請 

 所属自治体からの要請 

 依頼による 

 医局からの紹介 

 所属する大学医学部教室からの紹介 

 衛生学教室から話を聞いて 

 医学部卒業大学からの紹介 

 公立大学医学部教員であって情報提供を大学から受けた 

 女性医師バンクの紹介 

 出身大学の衛生学教室に相談した。 

 大学よりの紹介 

 保健所から医師不足のため派遣を頼まれていた医学部長から勧められた。 

 県から勧められた 

 大学(公衆衛生学講座)からの紹介 

 医局からの紹介 

･ ウェブ等の情報 

 ウェブ検索で募集や職、勤務にかかる状況を確認、続いて学生時代所属部活動

OB の他県保健所長に相談、続いて県ホームページで検索 

 東京都の公衆衛生医師募集のホームページを見て知りました。 

 県のホームページ 

 県のホームページ 

 県のホームページを見た。 

 東京都福祉保健局 HP 

 大学時代に公衆衛生学の講座でお世話になった経験があり、復帰を考えている

ときに、公衆衛生医師と検索をかけた 

 ホームページの告知を見て 

 県庁ホームページ 

 市のホームページを見て。 

 県の情報 
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 自治体の公衆衛生医師募集を厚生労働省のホームぺージで紹介していたため 

 インターネットの検索サイトで検索した。鹿児島県に限定して検索した。 

 自治体のホームページにおける公衆衛生医募集 

･ その他の広報ツール等 

 ３５年も前のことなのでよく覚えていませんが、確か厚生省の医系技官募集の

記事を見たのがきっかけだと思います。 

 大学に送付された資料 

 自治体の出している情報誌 

 公衆衛生修学生の募集（国、自治体） 

 自治体の宣伝 

 新聞広告 

 大学に掲示されていた医系技官募集のポスター 

 行政の募集 

･ 辞令等による 

 厚生労働省からの出向 

 辞令による。 

 県職員として異動した。 

 大学院卒業時に医局長から次の勤務先として指示されました。 

 大学から学位取得後行政的業務に関与するため派遣されていたので、そのまま

公衆衛生医師として勤務した。 

 大学医局人事 

 出身医局からの勧奨 

 自治医大卒業だから 

 自治医科大学の卒後義務として 

 自治医科大学の卒後義務として勤務することになった。 

 県病院事業局から沖縄県知事部局への出向 

･ その他 

 学生時代より厚労省の医系技官募集情報も含め、様々な方面から情報収集して

いました 

 大学の授業 

 学生の時に公衆衛生修学生に応募 

 諸般の事情により他に進路がなかった。 

 卒業後すぐに公衆衛生学講座に助手として採用されている。4 年目から保健所

兼務となっている。 

 自ら行政に問い合わせた。 

 公衆衛生医師の先輩に自ら相談した 
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 海外で活躍された公衆衛生行政医師への憧れがあり、学生時代、短期間ではあ

るが、海外で同医師のお手伝いをした経験があった。一度は、公衆衛生の仕事

がしてみたいと思って、インターネットで探した。知り合いの公衆衛生医師に

も相談した 

 自ら県に売り込んだ 

 非常勤で、①内科外来担当臨床医②工場の産業医③保健所勤務を並行して経験

し、３者択一で、自分に最も合っていると考えた時、第二次ゴールドプランの

為、医師の雇用を必要としていた 

 家庭環境の需要に応じて 

 自分から希望した。 

 母子保健業務に従事したいと考え自ら希望 

 大学の公衆衛生学講座の助手を務めた経験から、興味を持った。 

 

18) 現在の勤務先事業場に所属する公衆衛生医師の人数を教えてください 

 

 

  

現在の勤務先に

所属する

公衆衛生医師

人数(常勤)

1人 84 48.3% 8 14.5% 10 76.9% 7 70.0% 4 57.1% 2 50.0%

2人 61 35.1% 12 21.8% 2 15.4% 1 10.0% 1 14.3% 1 25.0%

3人 14 8.0% 15 27.3% 0 0.0% 1 10.0% 1 14.3% 0 0.0%

4人 5 2.9% 5 9.1% 0 0.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0%

5人 4 2.3% 5 9.1% 1 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

6人以上 6 3.4% 10 18.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 14.3% 1 25.0%

Total 174 100.0% 55 100.0% 13 100.0% 10 100.0% 7 100.0% 4 100.0%

保健所 本庁 保健センター
精神保健

福祉センター

地方衛生

研究所
その他
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19) あなたの現在の仕事について、以下の項目はどの程度当てはまりますか 

 

 

まったくあてはまらない 2 1.2% 1 1.0% 3 1.1%

あてはまらない 3 1.8% 0 0.0% 3 1.1%

どちらともいえない 16 9.4% 7 6.7% 23 8.4%

あてはまる 91 53.2% 60 57.7% 151 54.9%

よくあてはまる 59 34.5% 36 34.6% 95 34.5%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

1.2%

1.0%

1.1%

1.8%

0.0%

1.1%

9.4%

6.7%

8.4%

53.2%

57.7%

54.9%

34.5%

34.6%

34.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)雇用が安定している

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 20 11.6% 13 12.5% 33 12.0%

あてはまらない 54 31.4% 21 20.2% 75 27.2%

どちらともいえない 57 33.1% 37 35.6% 94 34.1%

あてはまる 37 21.5% 27 26.0% 64 23.2%

よくあてはまる 4 2.3% 6 5.8% 10 3.6%

Total 172 100.0% 104 100.0% 276 100.0%

男 女 Total

11.6%

12.5%

12.0%

31.4%

20.2%

27.2%

33.1%

35.6%

34.1%

21.5%

26.0%

23.2%

2.3%

5.8%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)高収入である

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 21 12.3% 11 10.7% 32 11.7%

あてはまらない 49 28.7% 22 21.4% 71 25.9%

どちらともいえない 72 42.1% 45 43.7% 117 42.7%

あてはまる 27 15.8% 23 22.3% 50 18.2%

よくあてはまる 2 1.2% 2 1.9% 4 1.5%

Total 171 100.0% 103 100.0% 274 100.0%

男 女 Total

12.3%

10.7%

11.7%

28.7%

21.4%

25.9%

42.1%

43.7%

42.7%

15.8%

22.3%

18.2%

1.2%

1.9%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)昇進の機会が多い

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 2 1.2% 0 0.0% 2 0.7%

あてはまらない 7 4.1% 2 1.9% 9 3.3%

どちらともいえない 31 18.0% 16 15.5% 47 17.1%

あてはまる 93 54.1% 59 57.3% 152 55.3%

よくあてはまる 39 22.7% 26 25.2% 65 23.6%

Total 172 100.0% 103 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

(現在)興味のある仕事だ

1.2%

0.0%

0.7%

4.1%

1.9%

3.3%

18.0%

15.5%

17.1%

54.1%

57.3%

55.3%

22.7%

25.2%

23.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)興味のある仕事だ

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる



- 83 - 

 

 

 

まったくあてはまらない 29 17.0% 12 11.5% 41 14.9%

あてはまらない 50 29.2% 35 33.7% 85 30.9%

どちらともいえない 48 28.1% 39 37.5% 87 31.6%

あてはまる 42 24.6% 17 16.3% 59 21.5%

よくあてはまる 2 1.2% 1 1.0% 3 1.1%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

17.0%

11.5%

14.9%

29.2%

33.7%

30.9%

28.1%

37.5%

31.6%

24.6%

16.3%

21.5%

1.2%

1.0%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)干渉されず、独立した仕事だ

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 2 1.2% 0 0.0% 2 0.7%

あてはまらない 4 2.3% 1 1.0% 5 1.8%

どちらともいえない 20 11.7% 22 21.2% 42 15.3%

あてはまる 121 70.8% 52 50.0% 173 62.9%

よくあてはまる 24 14.0% 29 27.9% 53 19.3%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

1.2%

0.0%

0.7%

2.3%

1.0%

1.8%

11.7%

21.2%

15.3%

70.8%

50.0%

62.9%

14.0%

27.9%

19.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)他の人のためになる仕事だ

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 1 0.6% 0 0.0% 1 0.4%

あてはまらない 3 1.7% 0 0.0% 3 1.1%

どちらともいえない 17 9.9% 8 7.8% 25 9.1%

あてはまる 105 61.0% 60 58.3% 165 60.0%

よくあてはまる 46 26.7% 35 34.0% 81 29.5%

Total 172 100.0% 103 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

0.6%

0.0%

0.4%

1.7%

0.0%

1.1%

9.9%

7.8%

9.1%

61.0%

58.3%

60.0%

26.7%

34.0%

29.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)社会にとって有益な仕事だ

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 16 9.4% 5 4.8% 21 7.6%

あてはまらない 45 26.3% 34 32.7% 79 28.7%

どちらともいえない 58 33.9% 36 34.6% 94 34.2%

あてはまる 44 25.7% 24 23.1% 68 24.7%

よくあてはまる 8 4.7% 5 4.8% 13 4.7%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

9.4%

4.8%

7.6%

26.3%

32.7%

28.7%

33.9%

34.6%

34.2%

25.7%

23.1%

24.7%

4.7%

4.8%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)働く時間などを自分で決定できる

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 10 6.0% 3 2.9% 13 4.8%

あてはまらない 14 8.3% 10 9.7% 24 8.9%

どちらともいえない 45 26.8% 15 14.6% 60 22.1%

あてはまる 82 48.8% 54 52.4% 136 50.2%

よくあてはまる 17 10.1% 21 20.4% 38 14.0%

Total 168 100.0% 103 100.0% 271 100.0%

男 女 Total

6.0%

2.9%

4.8%

8.3%

9.7%

8.9%

26.8%

14.6%

22.1%

48.8%

52.4%

50.2%

10.1%

20.4%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)仕事と家庭生活を両立できる

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 14 8.2% 4 3.8% 18 6.6%

あてはまらない 27 15.9% 9 8.7% 36 13.1%

どちらともいえない 51 30.0% 29 27.9% 80 29.2%

あてはまる 67 39.4% 54 51.9% 121 44.2%

よくあてはまる 11 6.5% 8 7.7% 19 6.9%

Total 170 100.0% 104 100.0% 274 100.0%

男 女 Total

8.2%

3.8%

6.6%

15.9%

8.7%

13.1%

30.0%

27.9%

29.2%

39.4%

51.9%

44.2%

6.5%

7.7%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)教育・訓練の機会が提供されている

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 15 8.8% 7 6.9% 22 8.1%

あてはまらない 33 19.4% 11 10.8% 44 16.2%

どちらともいえない 65 38.2% 32 31.4% 97 35.7%

あてはまる 51 30.0% 42 41.2% 93 34.2%

よくあてはまる 6 3.5% 10 9.8% 16 5.9%

Total 170 100.0% 102 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

8.8%

6.9%

8.1%

19.4%

10.8%

16.2%

38.2%

31.4%

35.7%

30.0%

41.2%

34.2%

3.5%

9.8%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)研修の内容に満足している

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 31 18.3% 21 20.4% 52 19.1%

あてはまらない 66 39.1% 34 33.0% 100 36.8%

どちらともいえない 56 33.1% 35 34.0% 91 33.5%

あてはまる 14 8.3% 13 12.6% 27 9.9%

よくあてはまる 2 1.2% 0 0.0% 2 0.7%

Total 169 100.0% 103 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

18.3%

20.4%

19.1%

39.1%

33.0%

36.8%

33.1%

34.0%

33.5%

8.3%

12.6%

9.9%

1.2%

0.0%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)学位取得、留学、研究の機会がある

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 9 5.3% 5 4.9% 14 5.1%

あてはまらない 29 17.0% 14 13.6% 43 15.7%

どちらともいえない 46 26.9% 26 25.2% 72 26.3%

あてはまる 80 46.8% 52 50.5% 132 48.2%

よくあてはまる 7 4.1% 6 5.8% 13 4.7%

Total 171 100.0% 103 100.0% 274 100.0%

男 女 Total

5.3%

4.9%

5.1%

17.0%

13.6%

15.7%

26.9%

25.2%

26.3%

46.8%

50.5%

48.2%

4.1%

5.8%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)行政的技能の研修を受ける機会がある

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 17 9.9% 11 10.9% 28 10.3%

あてはまらない 40 23.4% 18 17.8% 58 21.3%

どちらともいえない 83 48.5% 41 40.6% 124 45.6%

あてはまる 25 14.6% 27 26.7% 52 19.1%

よくあてはまる 6 3.5% 4 4.0% 10 3.7%

Total 171 100.0% 101 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

9.9%

10.9%

10.3%

23.4%

17.8%

21.3%

48.5%

40.6%

45.6%

14.6%

26.7%

19.1%

3.5%

4.0%

3.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)研鑽の機会が充実

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 19 11.2% 8 7.8% 27 9.9%

あてはまらない 72 42.6% 31 30.1% 103 37.9%

どちらともいえない 58 34.3% 46 44.7% 104 38.2%

あてはまる 19 11.2% 15 14.6% 34 12.5%

よくあてはまる 1 0.6% 3 2.9% 4 1.5%

Total 169 100.0% 103 100.0% 272 100.0%

男 女 Total

11.2%

7.8%

9.9%

42.6%

30.1%

37.9%

34.3%

44.7%

38.2%

11.2%

14.6%

12.5%

0.6%

2.9%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)広報は充実している

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 2 1.2% 1 1.0% 3 1.1%

あてはまらない 4 2.3% 3 2.9% 7 2.5%

どちらともいえない 22 12.8% 15 14.6% 37 13.5%

あてはまる 112 65.1% 58 56.3% 170 61.8%

よくあてはまる 32 18.6% 26 25.2% 58 21.1%

Total 172 100.0% 103 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

1.2%

1.0%

1.1%

2.3%

2.9%

2.5%

12.8%

14.6%

13.5%

65.1%

56.3%

61.8%

18.6%

25.2%

21.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)コミュニケ取りやすい職場環境

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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まったくあてはまらない 9 5.3% 6 5.8% 15 5.5%

あてはまらない 20 11.7% 6 5.8% 26 9.5%

どちらともいえない 58 33.9% 31 29.8% 89 32.4%

あてはまる 77 45.0% 50 48.1% 127 46.2%

よくあてはまる 7 4.1% 11 10.6% 18 6.5%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

5.3%

5.8%

5.5%

11.7%

5.8%

9.5%

33.9%

29.8%

32.4%

45.0%

48.1%

46.2%

4.1%

10.6%

6.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)給与は見合っている

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる

まったくあてはまらない 3 1.8% 2 1.9% 5 1.8%

あてはまらない 9 5.3% 4 3.8% 13 4.7%

どちらともいえない 46 26.9% 26 25.0% 72 26.2%

あてはまる 82 48.0% 54 51.9% 136 49.5%

よくあてはまる 31 18.1% 18 17.3% 49 17.8%

Total 171 100.0% 104 100.0% 275 100.0%

男 女 Total

1.8%

1.9%

1.8%

5.3%

3.8%

4.7%

26.9%

25.0%

26.2%

48.0%

51.9%

49.5%

18.1%

17.3%

17.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男

女

計

(現在)これからもキャリア重ねたい

まったくあてはまらない あてはまらない どちらともいえない あてはまる よくあてはまる
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20)公衆衛生医師のキャリア形成の上で、制度や環境の改善が必要だと考えることや、

ご自身が不満に感じている点などがあれば教えて下さい 

 「公衆衛生」「行政」「保健所長」という言葉から、「堅物」「杓子定規」「偉そう」

「ツマラナイ」「アカい」などネガティブなイメージを、この業界に入るまで想像

していました。しかし入ってみるとそういう方はむしろ少数派で、実は人間好きで

人懐っこい人たちが多いことがわかりました。ネガティブなイメージを払拭したい

こと、また国際保健に興味をもつ潜在的な公衆衛生医師志望者が多いことから、例

えば通称、保健所長を「Health Center Director（HCD）」、公衆衛生を「Public 

Health」とするなど、心理的抵抗感を弱める方策も必要ではないかと思っていま

す。 

 高年齢で嘱託のこと 

 個人の資質に委ねられていて，組織的な育成体制がない。 

 保健所長の数だけしか、医師がいないので、十分に研修に参加できるとはいいがた

い。また、ＦＥＴＰなど長期に、職場を離れる研修に対しての人数的な余裕がな

く、実質誰も参加できない。 

 精神科臨床医としての自己研鑽の一時期として我慢している状況。 

 公衆衛生医師の待遇は、決して満足のゆくものではありませんが、今の私にはそれ

以上に危惧することがあります。公衆衛生医師には、医師になって早期からこの分

野に入る者と、私のように長年臨床医をしてから入る者とがいます。後者も大勢い

ると思われ、臨床医の経験も公衆衛生分野で役立つと感じています。私は、やがて

臨床医に戻るか、このまま公衆衛生に留まるか迷っています。戻るなら早く戻らな

いと、臨床勘を失いそうです。保健所長をしながら、臨床にもしっかり携われない

かと考えるのは、私だけなのでしょうか？ 

 中核市保健所なので、小規模ながら本庁と保健所の機能、保健所と市町村の業務を

併せ持ち忙しい状況がある。 

 今の時代、公衆衛生や地域保健の視点は臨床医にとっても大変重要だと思うので、

臨床と行政・保健所との間を容易に行き来ができる環境があればと思う。有用な人

材が公衆衛生分野を経験し、中には興味をもって定着する人がいるかもしれませ

ん。そう思い、機会があれば後輩達（主に所属教室の女性医師、多くは子育て中）

に声をかけています。  

 （制度や環境の改善）2～3 年で臨床と行政、大学と行政を行ったり来たりできるシ

ステムの構築。（不満に感じる点）初任給調整手当の関係で給与が毎年減っていく

のは勘弁してもらいたい。 

 医師業務範囲外の仕事が特段の説明もなく振られ、困惑することがありました。行

政医師側から見て適切な仕事の内容範囲と考えることと、他職種からみての医師職

の仕事の範囲に差異があると感じることがあり、周囲に医師職がほとんどおらず自
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分から見て不適切な仕事だと思っても主張して理解を得るのが困難と感じることが

ある。 

 もっと公衆衛生医師の存在意義を社会に知ってもらう機会を増やした方がいいと思

います。 

 臨床に比べるとキャリア形成および資質向上の制度が不十分と感じる。 

 （私が把握していないだけかもしれないのですが）他県や厚生労働省との人事交流

がもっと盛んに行われるとよいかと思います。 

 特になし 

 意義や有用性に比して、人気の低い立場。もっと魅力を伝えられたらよいし、事務

的なことにばかり忙殺されない環境作りも必要ではないかと思う。 

 公衆衛生医師だけでなく臨床医や研究者・教員との相互異動が保証されると良いと

思います。自分も行政職（専任 3 回、兼務 1 回）の前後は医学部教員であり、行政

職の間も教員を併任しているので、文科省科研費を取得して研究を継続しており、

科学的バックグラウンドが行政職遂行の上で役立っていると感じている。 

 社会医学系専門医制度がよくわからない。通常業務が忙しいので維持が難しい。 

 採用された行政単位を超えた人事異動があってもよいのではないか。例えば、A 県

と B 県とで人事交流することで、人事の流動性が高まりキャリアパスの多様化につ

ながると考える。また、この仕組を活用すると中核市保健所の設置の際に所長の配

置も工夫できるのではないか。なお、ある程度の期間の臨床経験をもって入庁され

る方は、当初より管理的な立場になることとなり、行政組織の難しさに直面しやす

いため、それをフォローする仕組の必要性を感じることがある。 

 社会医学系専門医は不要だと考えます。知識よりも、所長になるために必要な資質

について向上させるプログラムを希望します。 

 国や自治体の動きに沿って予算を獲得し事業を計画し実施・展開する・・・の、繰

り返しだとわかりました。臨床現場から見て行政のかかわりが必要だと思うこと

と、行政から見える景色はあまりにも違いすぎ、かつ、お互いに共通認識に立つ場

がないことから、自分自身がこの環境でできることの限界を強く感じています。今

までの経験を活かすことがほとんどできず、毎日自分が何をしているのか、わから

なくなることがあります。今の業務のほとんどは医師免許を必要としていません。

基礎自治体に必要な公衆衛生医師は、保健所長の１名で十分だと思います。 

 小規模自治体では少数職種であり、継続的な確保、育成が難しい 

 ①自分はそういう機会を与えていただいているが、経験や資格を活かして、医師少

数区域での臨床に従事しながら、公衆衛生医師としての仕事ができるような勤務条

件や勤務環境の整備が必要 ②地元の大学病院や医師会等との関係性が、上司が変

わる度に変化することに対して、公平性や継続性が保てないという印象があり、一

貫性を欠きやりがいを失うという一面もある 
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 医師が少数のため、配置先が限られている。（保健所、本庁感染症部門、健康増進

部門、区役所）教育委員会、子ども家庭局などへも配置できると幅が広がる 

 交流のある公衆衛生医師の話も総合しての話だが、医師でなくてもできる仕事につ

いて、行政分野では必要と考えられ、将来のキャリアのためにも役立つと思われ

る。しかし、医療行為を含む分野で（健診ー市型保健所、職員予防接種など）、医

療機関では医師がほとんど行っていない採血や接種などの処置を医師が行うこと

は、臨床経験がある医師にとってはモチベーションの低下につながるのではない

か。公衆衛生医師としてのキャリアを積める仕事に、その分時間をかけられるとよ

い。保健所長が行っている処置もあり、効率的ではないと考える。 

 県の予算が厳しくなり、学会や研修への予算が限られるようになっている。業務の

都合もあるが、予算がないため、全国保健所長会総会や日本公衆衛生学会等に参加

できにくい。 

 計画的な研修計画と雇用、組織としての公衆衛生医師の必要性の認識が必要である

が、そのためには公衆衛生医師側も、公衆衛生医師の専門性を認識し、それなりの

自覚をもってキャリア形成をする意識をもっている人材が必要であると思う。 

 行政組織の中における位置づけの明確化と保健所長以外の本庁での勤務場所の選択

肢の拡大 

 公衆衛生医、行政医には共通した資質と経験が要る。保健所、本庁、衛生研究所、

大学公衆衛生学教室間のローテートと積極的な人事交流が必要である。 

 ○ICD と産業医は公衆衛生医のサブスペシャリティとして身に着ける機会を確保し

たほうが良いと思う。 ○社会医学系専門医に隠れて MPH・DPH の取得が重視さ

れていないように思うが、いかがなものか。 ○公衆衛生医を目指す者を増やした

いなら、医師ヒエラルキーの中でのポジションを上げること（ブランディング）。

卓球における福原愛のような開拓者かつスターがロールモデルとして必要であり、

WHO や厚労省の幹部あるいは医系議員が官僚や政治家としてだけではなく、公衆

衛生医の価値と存在感を社会（とりわけ医療界）に示していくことが大切だろう。 

 自治体にもよるのでしょうが、他自治体（市町村等）、厚労省、他の公衆衛生機

関、臨床分野国際分野等とも人事交流があるとより仕事に生かせると思う。 

 研修内容等にはとても満足しております。しかし当初は今年度から社会医学系専門

医が取れるという話でしたが、現在の職場が社会医学系専門医の取得できる環境に

ない事が少し不満に感じています。 

 同期の病院勤務医と比較して給与が半分程度であり、この問題を解決しなければ今

後も公衆衛生医師数は減少し続けると思います。 

 基礎医学の研究者として卒後３０年好きなようにやってきたので、今後は県に恩返

しをするつもりです（県立の医大卒）。自分自身のキャリア等に興味はありません

が、全く違う分野であり、丁度はスタートした専攻医制度を使い、研修も受けさせ

ていただくことになりました。当県では今までなんとなく臨床から横滑りで３年た
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ったら所長、という中途半端な業種？でありましたが、公衆衛生医師でもきちんと

研修を受けてキャリアを積める、と思っていただけるようにしようと思います。 

 研修を始めキャリアパスを明確にすべき技術系の職員の昇進は、事務系に比較し遅

く、地位も低い 

 研修機会が乏しい。保健と福祉の融合が進んでおり、保健所も福祉の仕事が増えて

いるが（特に精神保健分野）、福祉には合理性や論理性など自然科学の要素が乏し

く、医師にはつらいことが多い。 

 医師としての基本的知識技能があり、普通に現場の仕事をしていれば、キャリア形

成を意識しなくても、組織や地域に必要な公衆衛生医師に十分なれる。公衆衛生行

政において普通に仕事ができない理由は、臨床医で身についてしまった非常識な人

間関係の持ち方や、非常識な価値観・行動パターンであることが多い。 

 女性医師が働きやすい環境整備が必要。 

 自分の場合は、若いころ保健所勤務を８年ほどしており、その後人手が足りないと

いうことで還暦超えての助っ人状態なのであまりアンケートの参考にはならないと

思います。所長であれば決済業務等ありますが、若い医師が直接担当する業務がほ

ぼないのが現状ですので（当保健所の場合）若い医師が勤務した場合、モチベーシ

ョンを保てるかは微妙です。 

 財政難で旅費等も制限され、出張研修は少なくなった。国立保健医療科学院等の上

京研修は皆無。遠隔学習、e ラーニングが推奨されているが、職場パソコンにては

アクセス不可。動画は、そもそも視聴出来ず。ネット環境のセキュリティ対策が厳

し過ぎる。保健医療サイトへの情報収集は至難。病院等のネット環境に大きく落

伍、後退しており、魅力が減衰している職場と思う。到底、遠隔学習を含め、推奨

出来る環境に無い。生涯学習には、大きな隘路が有り、医師として成長出来る環境

かどうか、益々疑問が多い。 

 雇用されている自治体によっては、本人に十分な能力のないまま管理職になってし

まう。医学的な分野や、特に事務的な分野の能力や知識などは部下にあたる他職種

職員にしわ寄せがいっている状況が見受けられるように感じる。 

 本庁での活躍の場が確保されないと、本当の意味で県の保健医療政策にコミットで

きない。 

 現在の若い医師の処遇に関して情報は入らなくなっていますが、当市の各区に保健

所があった時代も経験し、「保健所長」を読み替えての呼び名「区保健部長」で、

人事評価等管理職業務もしました。若手医師の会で、保健所法改訂の議論も活発に

していました。人材確保には、臨床の専門医のような社会医学系の専門医が必要だ

と皆の意見でした。皆様の努力で実現した事はとても喜ばしいと思います。当市に

おいては、市民病院からノークッションで「保健所長」が就任していました。これ

を無くして行政医師からの昇進を働きかけ、ある程度の成果を得たと考えていま

す。行政医師の研修スケジュールをたてる環境が整ったところです。１０年後・２
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０年後の理想の形「哲学」を持った人物が必要です。代々引き継いで行く環境が必

要だと考えています。 

 専門性を生かした仕事ではなく、学会や研修には、自費参加であり、研究も全く関

与できないところが不満である。臨床の専門医を継続するのも大変である。また、

医師の上司に保健師が配置されているところも、疑問に思っている。 

 行政組織の中に子育て世代が多いこと、医師職が少数であることから効率的な職務

遂行ができる環境が望ましい。ICT・テレワーク制度の導入があれば、より緊密な

職種・関係機関との連携がとりやすい。また、行政職として数年単位の異動がある

こと、県内の異動は広域であること、危機管理（感染・災害）などに公務の需要は

高いこと、子育て世代の若手医師獲得の面から、環境を整える意味合いで、保健所

への保育所設置が望ましい。 

 厚生労働省人事の干渉で昇任できない。 

 政令市・中核市が独自に公衆衛生・行政医師を確保・育成することは困難なため、

都道府県や地方ブロック単位（＝複数府県）等で医師を確保育成する仕組み（現在

の地方自治体には概念としてあまり存在しない）をつくるべきと考えている。 

 若い世代からの計画的採用、育成が必要。 

 途中入職の技術職に対して、事務職の上司の理解がない。２０歳代の新規採用者と

同様に完全な初心者として対応される。臨床医としてのキャリアを尊重してもらえ

ず、「何もわからない。科学院で３か月研修したって何がわかる」とあからさまに

言われつづける。反論しても仕方ないので、否定も肯定もしないと、いつまでも言

われ、ほかの職員、何もわかっていない。どうせわからないだろうという意識で接

してくる。期待されないだけ気楽だと受けとめるようにはしているが、臨床からの

途中入植者に対しても、それまでのキャリアを認めていただけると気持ちよく働け

ると思う。 

 研究研修機会の充実。待遇の改善（自助努力を認めること）。 

 公衆衛生医に対して事務官がサポートする体制は取れているが、医師がサポートす

る体制にはなっていない。医学的知識について相談することができない。そもそも

医師と話す機会がほとんどなく、孤立している。保健所の業務は減ることはなく増

える一方であるが、人が増えることはない。さらに保健所の職員は専門職が多く、

転職も容易であるので急に退職してしまうことも多い。これらのことに対して、経

験年数が少ない状態で、保健所長として職員のマネジメントすることに非常に苦慮

している。しかしマネジメント業務を担っていない他県の所長の話を聞くと、職員

をコントロールできず、それはそれで大変。 

 遠隔地の保健所では、研修受講等、資格の維持や研鑽に関して須らく不利。これは

自治体ではどうにもならない問題であり、保健所は離島や遠隔地も含めて日本全国

津々浦々にあるのだから、厚労省や保健所長会が積極的に費用をかけてでも解決に
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乗り出すべきである。でないと、地方の保健所の質の低下や、最悪中途退職の大き

な原因になる。 

 特に有りません。 

 週に 1～2 日程度、臨床研修の機会が欲しい。（臨床系専門医の資格継続、最新の医

学知識の更新、研究の機会の確保、低いサラリーの補填等） 

 多職種との比較において、一部評価が低い医師の存在も相まって、医師だけを優遇

することが難しいと言われることが多い。また、大阪府が一括で行政医師を確保し

て府内政令市・中核市も合わせて人事管理を行う東京都方式の導入を提案している

が、諸事情で導入が困難であると言われている。 
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厚生労働科学研究費補助金(健康安全･危機管理対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

ウェブアンケートを用いた女性医師意識調査を通じた 

公衆衛生行政医師の人材充実と育成のための研究 

 

研究分担者 渡邊  亮  (神奈川県立保健福祉大学) 

研究分担者 佐藤 大介 (国立保健医療科学院) 

研究代表者 吉田 穂波 (神奈川県立保健福祉大学) 

研究分担者 吉村 健佑 (千葉大学)  

           

Ａ．研究目的 

 保健所や地方自治体等に勤務する公衆衛生

行政医師(以下「公衆衛生医師」とする)の不足

が課題となる中、その確保や育成における障壁

や課題の解決に向けた検討及び実践が行われ

ている。例えば厚生労働省の「公衆衛生医師の

育成・確保のための環境整備に関する検討会」

がまとめた報告書によれば、採用・確保に向け

た方策として、「採用計画の策定による定期的

な採用」「募集方法の工夫」「地方公共団体間等

での人事交流」「奨学金制度」「公衆衛生医師確

保推進登録事業の活用」の 5 点を提案してい

る。 

また、全国の保健所長で構成される全国保健

所長会は、地域保健総合推進事業の一環として

平成 23 年度より「公衆衛生医師の確保と人

材育成に関する調査および実践事業」を行って

研究要旨 

公衆衛生医師の充実を図るため、女性医師を対象とした公衆衛生医師キャリアの価値創造や広

報戦略の検討を目的として、医療機関等に勤務する女性臨床医を対象としたウェブアンケート

を実施した。仕事に対する価値観や業務の環境は、勤務先種別によって異なっており、病院勤務

医では診療所医師と比べて、待遇面の充実やワークライフバランスがあまりとりやすくない傾

向が示された。また、本研究班が先に実施した公衆衛生医師を対象とした調査と併せて検討した

ところ、女性公衆衛生医師では比較的ワークライフバランスがとれる傾向が示されており、業務

に対するやり甲斐も高いことや、仕事内容と対比して給与もそれなりに見合っていることが示

唆された。公衆衛生医師の充実を目指して、ワークライフバランスが比較的とりやすくやり甲斐

のある業務を行うことができるキャリアとしての価値明確化を図った上で、若手女性医師を積

極的な募集対象の一つとして広報を積極的に行うことが期待される。 
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おり、例えば平成 28 年度には｢若手医師・医学

生向けサマーセミナー｣の開催や｢公衆衛生医

師募集の広報用媒体等についての検討｣、｢日本

公衆衛生学会総会自由総会の開催｣｢大学医学

部と連携した取り組み｣などの事業を通じて、

公衆衛生医師の充実に向けた実践的な取り組

みを行っている。 

しかし、依然として公衆衛生医師の不足は解

消されておらず、本研究班では平成 29 年度に

実施した調査において、より戦略的に人材の充

実と育成を行うために、対象の細分化を明確に

行い、細分化された各階層に適した広報を行う

など、マーケティング手法を活用した公衆衛生

医師業務の価値明確化を検討する必要がある

ことを指摘した(渡邊ほか, 2018)。 

平成 29 年度の調査で佐藤らが実施した調査

によると、公衆衛生医師領域の認知率はベテラ

ン医師で比較的高い一方、公衆衛生医師のキャ

リアに関心を持つ割合は女性や若手医師で比

較的高い傾向がみられた(佐藤ほか, 2018)。ま

た、本研究班が今年度(平成 30 年度)に公衆衛

生医師を対象として実施したウェブアンケー

ト調査の結果として、渡邊らは、公衆衛生医師

のキャリアが女性医師にとって「働きやすさ、

とりわけライフワークバランスが比較的とり

やすい環境であることが示唆されており、実際

に子供を持つ女性医師の業務継続意思が高い

ことが明らかになった」としている(渡邊 , 

2019)。 

そこで本研究では、公衆衛生医師の充実と育

成に向けた対象として、比較的若い女性医師を

対象とした公衆衛生医師のキャリアに関する

価値明確化や・広報戦略を検討することを目的

として、一般の医療機関等に勤務する 45 歳未

満の女性臨床医を対象としたウェブアンケー

トを実施し、仕事に対する価値観や、現在の業

務環境、および公衆衛生医師としての業務に対

する考え方などについて実態を明らかにする

こととした。本研究を通じて、臨床医の持つ仕

事の価値観や業務環境と、公衆衛生医師の持つ

仕事の価値観とを比較した上で、公衆衛生医師

として具体的にリクルート対象となりうる対

象の細分化や、その広報戦略について検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究は、調査会社が提供する医師調査パネ

ルを用いて、臨床医として勤務する 45 歳未満

の女性医師を対象としたウェブ質問票を用い

た横断研究である。 

調査対象者のリクルートは、調査会社の提供

するウェブサイトを用いて、調査会社の保有す

る医師パネルのうち、臨床医として勤務する

45 歳未満の女性医師 110 名をリクルートした。 

調査依頼は、平成 31 年 2 月にメールによっ

て対象者に送付した。依頼状には、調査会社が

作成した本調査のアンケート回答フォームの

アドレスを記載し、ウェブ上のフォームから回

答をするよう依頼を行った。 

調査項目としては、人口統計学的項目として

年齢(連続変数)、居住地(都道府県)、配偶者の

有無(配偶者あり＆共働き・配偶者あり＆共働

きでない・配偶者なし)、子供の有無（あり・な

し、ありの場合は人数）を尋ねた。また、勤務

に関する項目として、卒後年数(連続変数)、主

たる勤務先種別(診療所・病院・大学・介護老

人保健施設・行政機関・上記以外の施設・休職

休業・離職・その他)、勤務先の住所地(都道府

県)、居住地から勤務先までの通勤時間(時間・

分)、現勤務先の勤務期間(年・ヶ月)、業務にお

ける臨床の割合(パーセント)、臨床医としての

通算期間(年・ヶ月)について尋ねた。また主た

る診療科(択一式)、専門医資格の取得状況(複

数選択可)について尋ねた。続いて、医師経験
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に関する質問として、現在の勤務先に勤務する

前の主な職(臨床医・臨床研修医・大学院生・

大学等の教員･医学部学生・その他・休職休業・

離職)について尋ねた。さらに現在の仕事を志

望した動機として、大阪商業大学 JGSS 研究セ

ン タ ー が 実 施 し た 日 本 版  General Social 

Surveys JGSS-2002 における職業観に関する項

目を参考に、以下の 10 項目について「よくあ

てはまる」「あてはまる」「どちらともいえない」

「あてはまらない」「まったくあてはまらない」

の 5 件法で尋ねた。 

 雇用が安定しているから 

 高収入だから 

 昇進の機会が多い 

 興味のある仕事だから 

 干渉されず、独立した仕事だから 

 他の人のためになる仕事だから 

 社会にとって有益な仕事だから 

 働く時間などを自分で決定できるから 

 仕事と家庭生活を両立できるから 

 教育･訓練の機会が提供されるから 

また現在の仕事について、志望動機に関する

質問に準じた 10 項目及び、公衆衛生医師のキ

ャリアについて以下の 4 項目を追加した 14 項

目について、「よくあてはまる」「あてはまる」

「どちらともいえない」「あてはまらない」「ま

ったくあてはまらない」の 5 件法で尋ねた。 

 学位取得、留学、研究の機会がある 

 女性医師が勤務しやすい環境である 

 給与は仕事に見合っている 

 これからも現在のキャリアを重ねてい

きたい 

 

 基本統計量等は、連続変数については平均値

及び標準偏差を算出し、名義変数については度

数及び割合を算出した。また、「現在の仕事を

志望した動機」及び現在の仕事についてのあて

はまりを 5 段階のリッカート尺度で尋ねた設

問については、度数を算出した。さらに、5 段

階のリッカート尺度について「よくあてはまる」

を 5、「あてはまる」を 4、「どちらともいえな

い」を 3、「あてはまらない」を 2、「まったく

あてはまらない」を 1 として間隔尺度と見な

し、各設問の度数・平均・標準誤差・95％信頼

区間を主たる勤務先種別に算出した。「これか

らも、現在のキャリアを重ねていきたい」の回

答を目的変数、「性」「年齢」「配偶者の有無」

「勤務先種別」「仕事について、以下の項目は

どの程度当てはまりますか」「医師資格取得年

数」などを説明変数として、順序ロジスティッ

ク回帰分析解析を行った。 

 統 計 解 析 に は STATA IC 13(StataCorp, 

College Station, TX, USA)を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は匿名のアンケート調査であり、「個

人情報保護法」や「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」等で規定される「個人情報」

や「要配慮個人情報」は取得しないため、イン

フォームド・コンセントを受ける手続きは実施

しなかった。しかし「性別」や「年齢」など、

個人情報には該当しないものの個人に関する

情報を一定程度取得し、これら個人に関する情

報を連結することで個人が特定されうる可能

性が否定できないため、ウェブ調査フォームの

ページに「研究対象者への説明書」を掲載して、

研究対象者にその旨の通知を行った。また、本

調査への回答を以て調査参加への同意があっ

たものと看做した。なお、本研究は神奈川県立

保健福祉大学研究倫理審査委員会の承認を得

て実施した(保大第 71-63)。 

 

Ｃ．研究結果 
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 平成 31 年 2 月 15 日から 6 日間にかけて、

調査を行った結果、115 件の回答を得た回答者

の年齢等に関する基本統計量を表 1 に示す。本

調査の対象が 45 歳未満の女性医師であるため、

回答者の平均年齢は 35.4 歳と比較的低かった。

卒後年数は平均 10.5 年で、そのうち臨床医と

しての通算期間は 9.7 年だった。また、現在の

勤務先の勤続年数は 3.5 年だった。 

回答結果の詳細については別表に示す。卒後

年数を尋ねたところ、6～10 年目が最も多く、

全体の約 35％を占めた。なお本研究では、45

歳未満までを対象とした調査のため、最も長か

ったのは 20 年だった。 

 主たる勤務先としては、｢病院｣が全体の 5 割

強を占め、続いて｢大学・大学病院｣が 27.0%、

診療所が 12.2％だった。また勤務先の住所は

関東地方が最も多く42.6％、続いて近畿 22.6％、

続いて中部 14.8％だった。自宅から勤務先ま

での通勤時間は、6 割強が 60 分以内だったが、

3 割強は 60 分以上かかっていた。なお、居住

地については主たる勤務先住所とほぼ同様の

結果であった。 

 対象者の家族の状況について、まず配偶者の

有無を尋ねたところ、全体の約 7 割で配偶者が

おり、その大半が共働きだった。配偶者が共働

きの者のうち約 6 割で、配偶者も医師だった。

また子供の有無について尋ねたところ、全体の

5 割強で子供がおり、そのうち半数程度が 1 人、

3 割強が 2 人いると回答した。 

 臨床医としての期間は 6～10 年が最も多く、

続いて 11～15 年が多かった。主たる診療科と

しては｢小児科｣が最も多く、｢内科｣｢麻酔科｣が

続き、さらに｢眼科｣｢皮膚科｣｢産婦人科｣と続い

た。外科系診療科は少なかった。また保有する

専門医資格を尋ねたところ、専門医資格を保有

していない者が全体の約 2 割と最も多かった

が、続いて｢総合内科専門医｣を保有する者が約

10％、さらに「小児科専門医」が続いた。また、

全体の 6％に当たる 9 名が「日医認定産業医」

資格を有していた。現在の仕事の前の職として

は、｢臨床医｣が約 7 割を占めた。 

 「現在の仕事の志望動機」としての当てはま

りを 5 件法で尋ねたところ、｢雇用が安定して

いるから｣｢興味のある仕事だから｣｢他の人の

ためになる仕事だから｣｢社会にとって有益な

仕事だから｣といった項目で特にあてはまりが

強い傾向があった。一方で、｢昇進の機会が多

いから｣｢働く時間などを自分で決定できるか

ら｣という項目では、あてはまりが弱い傾向が

見られた。なお、5 件法の回答を間隔尺度と見

なして平均値等を算出した上で、勤務先として

回答が多かった｢診療所｣｢病院｣｢大学病院｣別

に平均値を算出し、その平均値の差について一

元配置分散分析を行った(表 2)。その結果、｢高

収入だから｣「働く時間などを自分で決定でき

るから」｢仕事と家庭生活を両立できるから｣

｢教育・訓練の機会が提供されるから｣で 3 群間

に有意な差が認められた。「高収入だから」は

診療所勤務者であてはまりの傾向が高かった

反面、大学・大学病院勤務者では低い傾向が強

項目 N 平均 標準偏差 中央値

年齢 115 35.41 5.1 36

卒後年数 115 10.52 5.22 10

臨床医通算期間(年) 115 9.68 4.85 10

現勤務先の合計勤続期間(年) 115 3.47 3.13 2.17

表 2 基本統計量 
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かった。また｢自分で働く時間などを決定でき

るから｣についても、診療所勤務者では平均 4.1

を超えている一方で、病院では 2.6、大学でも

2.7 と大きな乖離が見られた。｢仕事と家庭生活

を両立できるから｣についても、診療所ではあ

てはまりが高い傾向が強く、病院では弱かった。

一方｢教育・訓練の機会が提供されるから｣につ

いては、大学であてはまりが高く(3.6)、診療所

(3.1)と病院(3.0)では低かった。 

 現在の仕事について、「現在の仕事の志望動

機」に関する質問に準じた項目について尋ねた

ところ、｢雇用が安定している｣｢興味のある仕

事だ｣「他の人のためになる仕事だ」｢社会にと

って有益な仕事だ｣のあてはまりが高い傾向が

見られた。相対的に｢昇進の機会が多い｣「働く

時間などを自分で決定できる」｢学位取得、留

学、研究の機会がある｣はあてはまりが弱い傾

向があった。志望動機に関する質問同様、5 件

法の回答を間隔尺度と見なして平均値等を算

出した上で、勤務先として回答が多かった｢診

療所｣｢病院｣｢大学病院｣別に平均値を算出し、

その平均値の差について一元配置分散分析を

行った(表 2)。その結果、｢雇用が安定してい

る｣｢高収入である｣｢干渉されず、独立した仕事

だ｣「働く時間などを自分で決定できる」｢仕事

と家庭生活を両立できる｣｢学位取得、留学、研

究の機会がある｣｢給与は仕事内容に見合って

いる｣について、3 群間で有意な差が認められ

た。｢雇用が安定している｣については、病院勤

務者で最も高く(3.8)、診療所では相対的にあ

てはまりが低かった(3.1)。｢高収入である｣に

ついては、診療所で高く(3.5)  

、大学では非常に低かった(2.4)。さらに｢干渉

されず、独立した仕事だ｣では、診療所では高

く(3.7)、病院(3.0)・大学(2.9)では低くかった。

｢働く時間などを自分で決定できる｣も、同様に

診療所で高く(3.8)、病院(2.8)・大学(2.7)で低

い傾向が見られた。｢仕事と家庭生活を両立で

きる｣も同様で、診療所で高く(3.9)、病院(3.2)・

大学(3.1)では低かった。｢学位取得、留学、研

究の機会がある｣では、診療所(2.4)と病院(2.5)

では低く、大学では高かった(3.7)。さらに、｢給

与は仕事内容に見合っている｣について、診療

所(3.5)・病院(3.4)では比較的あてはまりが高

い一方で、大学・大学病院ではかなり低かった

(2.6)。 

 公衆衛生医師のキャリアについて、｢今まで

に公衆衛生医師のキャリアを考えたことがあ

る｣と答えたのは 3 割弱だった。また、｢今まで

に公衆衛生医師のキャリアを経験したことが

ある｣について｢あてはまる｣｢よくあてはまる｣

と答えたのは 5％弱に過ぎなかった。さらに

｢将来、公衆衛生医師としてのキャリアを考え

ている｣について「あてはまる」「よくあてはま

る」と回答したのは全体の約 15％だった。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、公衆衛生医師の充実と育成に向

けて、比較的若い女性医師に対する公衆衛生医

師キャリアの価値明確化・広報戦略を検討する

ことを目的とし、45 歳未満の女性臨床医を対

象としたウェブアンケートを実施し、仕事に対

する価値観や、現在の業務環境、および公衆衛

生医師としての業務に対する考え方などにつ

いて調査を行った。 

 

1．現在の仕事を志した動機 

現在の仕事を志した動機として、特に｢興味

のある仕事だから｣「他の人のためになる仕事

だから」「社会にとって有益な仕事だから」｢雇

用が安定しているから｣についてあてはまりが

高い傾向が見られた。この結果は、本研究班が

本年度に別途実施した公衆衛生医師に対する
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アンケート調査の女性の回答傾向とも同様で

あり、一般的に医師が社会的役割・自己実現を

重視して職業選択を行っている可能性が示唆

された。 

｢高収入だから｣については、勤務先機関によ

って差が有意に認められており、診療所に勤務

する者では収入を重視する傾向がある反面、大

学・大学病院に勤務する者ではあまり重視され

ていなかった。前述の公衆衛生医師に対するア

ンケート調査における女性医師の回答では臨

床医のうち大学・大学病院に勤務する者よりも

さらにあてはまりが弱く、公衆衛生医師との違

いが明らかに確認された。 

｢働く時間などを自分で決定できるから｣｢仕

事と家庭生活を両立できるから｣については本

調査の結果から、診療所に勤務する医師ではあ

てはまりが強い一方、病院に勤務する医師では

低い傾向が確認された。一般に、診療所では夜

勤・当直が少なく、病棟業務も限られる。女性

医師が診療所に勤務することを決定する上で、

このような環境のもと、ワークライフバランス

を重視していることが示唆された。女性公衆衛

生医師でも、｢仕事と家庭生活を両立できるか

ら｣については高いあてはまりが示されている。

病院勤務医に比べて、夜勤・当直・オンコール

の機会が限られる点は診療所と同様で、業務時

間が比較的明確であることが要因であると考

えられる。 

キャリアの選択における動機として、診療

所・病院・大学でも、公衆衛生医師でも、仕事

に対する興味ややりがいに関しては同様に重

視していることが窺えた。一方、診療所におけ

る勤務を選択する際の動機として、雇用の安定

性や収入などの待遇、さらに働く時間のコント

ロールやワークライフバランスなどの環境面

も重視されていることが分かった。公衆衛生医

師では、収入面に関する動機が非常に低かった

反面、ワークライフバランスについては診療所

に勤務する医師と同程度に重視されていた。 

 

2．現在の仕事の状況 

現在の仕事を志した動機と同様に、｢興味の

ある仕事だ｣｢他の人のためになる仕事だ｣｢社

会にとって有益な仕事だ｣については全体的に

高いあてはまりが示された。これらの項目につ

いて佐藤(2004)は因子分析を元に｢仕事内容｣

としているが、公衆衛生医師に対する調査でも

仕事内容に対して、より高い評価がされている

傾向が認められており、この点は勤務先等によ

らず、医師一般の傾向であると考えられる。一

方、雇用の安定性や待遇、生活の環境といった、

仕事の雇用条件や自律性については大きな差

が示された。雇用の安定性は、病院勤務者で高

く診療所勤務者では低かったが公衆衛生医師

に対する調査では、病院勤務者よりも高いこと

が示唆されている。収入や働く時間の決定、ワ

ークライフバランスについて、診療所勤務者で

は総じて高い傾向にあった。病院勤務者では、

収入については比較的あてはまりが高かった

ものの、診療所勤務者に比べて待遇・環境に関

する評価は低かった。なお、公衆衛生医師に対

する調査における女性の回答では、待遇・環境

に関する評価は総じて低いが、｢仕事と家庭生

活を両立できる｣に対するあてはまりは高かっ

た。病院勤務医では比較的安定した経済的待遇

があるものの、公衆衛生医師では、経済的待遇

はあまり高いとはいえないものの、比較的ワー

クライフバランスの高い環境が保たれている

ことが特徴的である。なお、仕事の内容と給与

との関係を尋ねたところ、公衆衛生医師では給

与が仕事内容に見合っていると答える傾向が

強く認められており、診療所に勤務する医師と

同程度だった。 
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3．本調査結果と公衆衛生医師に対する調査と

の比較から見た女性公衆衛生医師の仕事に

関する特徴 

 本研究班が先だって実施した公衆衛生医師

に対するアンケート調査結果(渡邊ほか,2019)

における女性医師の回答と、本調査における女

性臨床医に対するアンケート調査とを対比す

ると、女性公衆衛生医師の仕事に対する動機や

現在の状況について、いくつかの特徴が明らか

になった。 

 はじめに、公衆衛生医師と臨床医とで共通す

ることは、仕事に対する興味関心の高さや、仕

事が他者や社会にとって有益であるという自

負である。医師以外の一般集団に対する調査で

も、このような項目を仕事に対して重視してい

ることは同様であるが(大阪商業大学ほか)、実

際の業務に対する評価として、勤務先の種別に

よらず、業務に対する強い誇りと動機を持って

医師が仕事をしていることが改めて確認され、

公衆衛生医師では、特に社会や他者のためであ

るという想いを強く持っていた。 

 公衆衛生医師は病院勤務臨床医と比較して

仕事と家庭生活の両立をとりやすい傾向があ

った。雇用条件については、雇用の安定性は公

衆衛生医師で高く評価されている反面、臨床医

に比べて公衆衛生医師の収入に対する評価は

低かった。ただし、仕事内容と収入とのバラン

スについては、公衆衛生医師はかなり高く評価

しており、業務環境等を踏まえれば妥当な収入

が保障されていると感じていることが窺える。

勤務環境や雇用条件に関する状況は、公衆衛生

医師が公務員であることに拠るものも多く、公

務員ゆえの不自由さがある反面、一定の条件が

担保されることは、公衆衛生医師の仕事におけ

るメリットといえる。特に出産・育児などのラ

イフイベントによって、ワークライフバランス

のとりやすさが女性医師にとって魅力となる

ことが示唆された。 

 

3．公衆衛生医師リクルートに向けた対象と価

値明確化に対する含意 

 45 歳未満の女性臨床医に対する本調査と、

公衆衛生医師に対する調査の女性の回答者の

結果を踏まえると、公衆衛生医師の業務は、臨

床医の業務と同等かそれ以上に社会的価値を

実感できる、やり甲斐やりがいのある仕事であ

り、雇用条件についても、給与の状況は臨床医

ほどではなくとも、ワークライフバランスを維

持した上で仕事内容と見合った給与は確保で

きていた。近年、臨床医の超過勤務が大きな社

会課題となる中、臨床医の中でもワークライフ

バランスを持って仕事をしたいと考える医師

は一定程度いることが想定される。特に、現代

の日本社会では、未だ家事や育児に対して女性

が中心とならざるを得ない場合が多く、共働き

の世帯における女性医師の負荷は大きいこと

が推察される。特に病院臨床医として勤務をし

つつ出産・育児を行うことはかなり困難である。

女性医師では、医学部卒業後に就業率が漸減し、

30 代中盤(卒後 11 年頃)で 75％程度まで低下

した後に再度上昇することが知られており、こ

のような就業率の傾向は｢M カーブ｣と呼ばれ

ている。卒後の就業率低下は、出産や子育てが

大きな要因としてあげられており、国としても

様々な対策を検討している(厚生労働省, 2018)。 

 出産・育児などのライフイベントに直面する

女性医師の持つニーズと、公衆衛生医師の業務

環境や条件とは、適合性が高いと考えられる。

このような女性医師を公衆衛生医師としてリ

クルートすることによって、公衆衛生医師の充

足と若手女性医師の就業維持が期待される。 

 しかし、本調査の結果、今まで公衆衛生医師

のキャリアを考えたり今後のキャリアとして

考えている医師は依然少ない。そこで、公衆衛
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生医師の業務のやり甲斐と共に、積極的にワー

クライフバランスのとりやすさなどの雇用条

件についても、早期から女性医師に対してアピ

ールすることが有効ではないか。 

なお、現時点では、入籍時に女性が改姓する

ケースが多く、この状況はしばらく続くと考え

られる。改姓の際、医師は医籍の訂正と免許証

書換え申請のために保健所を訪れる必要があ

るが、このような機会を捉えて公衆衛生医師の

キャリアについて紹介することも一つの方法

である。 

このように、若手女性医師にとって、働きや

すい環境であることを公衆衛生医師というキ

ャリアの価値明確化を行った上で、ターゲット

となる医師に対する広報を行っていくことが

望まれる。また、現状でも女性公衆衛生医師が

ワークライフバランスを比較的とりやすいと

認識しているとはいえ、このような価値明確化

を行うのであれば、女性医師が勤務しやすい環

境や条件等を継続的に改善していくことも求

められる。また、ワークライフバランスの課題

は、必ずしも女性医師に限られたものではなく、

男性医師の業務環境・条件等についても併せて

改善していくことが重要であると考えられる。 

 

4．研究の限界 

 本調査はウェブアンケートを用いた横断調

査であり、職業選択における動機と実際の行動

との因果関係を明らかにすることはできない。

また、ウェブアンケート調査では、一般に選択

バイアスが起こりやすいが、本調査では特段の

補正は行っていない。ただし、今回の調査対象

は 45 歳未満の女性医師であり、ウェブアンケ

ートの障壁は比較的低いことから、ウェブ調査

自体のバイアスは限定的だと考えられる。 

 また、本調査の結果と、本研究班が公衆衛生

医師を対象として実施した別の調査結果(渡邊

他, 2019)とを比較して考察を行っているが、公

衆衛生医師を対象とした調査は、調査時期やリ

クルーティング方法、調査票(ウェブフォーム

のスタイル)、調査内容の種類が異なることか

ら、その比較検討には一定の留意が必要である。 

 

Ｅ．結論 

 公衆衛生医師の充実と育成に向けた対象の

一つとして、女性医師を対象とした公衆衛生医

師キャリアの価値創造・広報戦略を検討するこ

とを目的として、一般の医療機関等に勤務する

45 歳未満の女性臨床医を対象としたウェブア

ンケートを実施した。アンケートでは、仕事に

対する価値観や現在の業務環境に関する実態

について尋ねた。その結果、臨床医でも勤務先

種別によってその回答性向は異なっており、診

療所勤務医に比べて病院勤務医では待遇面や

ワークライフバランスがあまりとりやすくな

い傾向が示された。また、本研究班が先に実施

した公衆衛生医師を対象とした調査と併せて

検討したところ、女性公衆衛生医師では比較的

ワークライフバランスがとりやすい傾向が示

されており、業務に対するやり甲斐も高いこと、

仕事内容と対比して給与もそれなりに見合っ

ていることが示唆された。公衆衛生医師の充実

を目指して、ワークライフバランスが比較的と

りやすくやり甲斐のある業務を行うことがで

きるキャリアとしての価値明確化を図った上

で、若手女性医師を積極的な募集対象の一つと

して広報を積極的に行うことが期待される。 
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表 3 勤務先種別 仕事選択の動機と現在の仕事の状況に関する比較 
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1) 卒後年数 

  

 

2) 主たる勤務先種別 

  

 

3) 主たる勤務先住所 

  

 

  

卒後年数

5年以下 23 20.2%

10年以下 39 34.2%

15年以下 31 27.2%

20年以下 21 18.4%

Total 114 100.0%

Total

20.2%

34.2%

27.2%

18.4%

0

10

20

30

40

50

5年以下 10年以下 15年以下 20年以下

主たる勤務先種別

診療所 14 12.2%

病院 64 55.7%

大学・大学病院 31 27.0%

上記以外の施設 2 1.7%

休職・休業 2 1.7%

離職 2 1.7%

Total 115 100.0%

Total

12.2%

55.7%

27.0%

1.7% 1.7% 1.7%

0
10
20
30
40
50
60
70

主たる勤務先住所

北海道 4 3.5%

東北 2 1.7%

関東 49 42.6%

中部 17 14.8%

近畿 26 22.6%

中国 9 7.8%

四国 1 0.9%

九州沖縄 7 6.1%

Total 115 100.0%

Total

3.5% 1.7%

42.6%

14.8%

22.6%

7.8%

0.9%

6.1%

0

10

20

30

40

50

60



- 107 - 

 

 

4) 通勤時間 

  

 

5) 業務における臨床の割合 

  

 

6) 現勤務先の勤続期間 

  

 

7) 年齢 

 
 

 

  

通勤時間

15分以下 4 3.7%

30分以下 2 1.9%

45分以下 49 45.4%

60分以下 17 15.7%

75分以下 26 24.1%

90分以下 9 8.3%

120分以下 1 0.9%

Total 108 100.0%

Total

3.7% 1.9%

45.4%

15.7%

24.1%

8.3%

0.9%

0

10

20

30

40

50

60

業務における臨床の割合

20%以下 3 2.6%

40％以下 2 1.7%

60％以下 5 4.3%

80％以下 25 21.7%

80％超 80 69.6%

Total 115 100.0%

Total

2.6% 1.7% 4.3%

21.7%

69.6%

0

20

40

60

80

100

20%以下 40％以下 60％以下 80％以下 80％超

現勤務先の勤続期間

1年以下 25 21.7%

3年以下 47 40.9%

5年以下 20 17.4%

10年以下 16 13.9%

15年以下 7 6.1%

Total 115 100.0%

Total

21.7%

40.9%

17.4%
13.9%

6.1%

0

10

20

30

40

50

1年以下 3年以下 5年以下 10年以下 15年以下

年齢

30歳以下 25 21.7%

35歳以下 31 27.0%

40歳以下 33 28.7%

40歳超 26 22.6%

Total 115 100.0%

Total
21.7%

27.0% 28.7%

22.6%

0

5

10

15

20

25

30

35

30歳以下 35歳以下 40歳以下 40歳超
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8) 居住地 

  

 

9-1) 配偶者の有無 

 

 

 

9-2) 子供の有無 

  

 

9-3) 家族の同居 

 

 

居住地

北海道 4 3.5%

東北 2 1.7%

関東 48 41.7%

中部 17 14.8%

近畿 26 22.6%

中国 10 8.7%

四国 1 0.9%

九州沖縄 7 6.1%

Total 115 100.0%

Total

3.5% 1.7%

41.7%

14.8%

22.6%

8.7%

0.9%

6.1%

0

10

20

30

40

50

60

配偶者の有無

なし 35 30.4%

あり 80 69.6%

共働き(配偶者が医師) 46 40.0%

共働き(配偶者が医師以外) 31 27.0%

共働きでない 3 2.6%

Total 115 100.0%

Total

なし

30%

共働き(配偶者が医師)

40%

共働き(配偶者が医師以外)

27%

共働きでない

3%

あり

70%

なし 共働き(配偶者が医師) 共働き(配偶者が医師以外) 共働きでない

子供の有無

なし 53 46.1%

あり 62 53.9%

1人 33 28.7%

2人 22 19.1%

3人 6 5.2%

4人 1 0.9%

Total 115 100.0%

Total

なし

46.1%

1人

28.7%

2人 19.1%

3人 5.2%

4人 0.9%

あり

53.9%

なし 1人 2人 3人 4人

家族の同居

なし 31 27.0%

あり 84 73.0%

Total 115 100.0%

Total
なし

27.0%

あり

73.0%
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10) 臨床医通算期間 

  

 

11) 主たる診療科 

 

 

  

臨床医通算期間

2年以下 9 7.8%

5年以下 16 13.9%

10年以下 37 32.2%

15年以下 36 31.3%

15年超 17 14.8%

Total 115 100.0%

Total

7.8%

13.9%

32.2% 31.3%

14.8%

0

10

20

30

40

2年以下 5年以下 10年以下 15年以下 15年超

主たる診療科

小児科 12 10.4%

内科 10 8.7%

麻酔科 10 8.7%

眼科 9 7.8%

皮膚科 8 7.0%

産婦人科 7 6.1%

精神科 6 5.2%

臨床研修医 5 4.3%

呼吸器内科 4 3.5%

循環器内科 4 3.5%

神経内科 4 3.5%

形成外科 4 3.5%

腎臓内科 3 2.6%

糖尿病内科(代謝内科) 3 2.6%

外科 3 2.6%

整形外科 3 2.6%

放射線科 3 2.6%

その他 17 14.8%

Total 115 100.0%

Total
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12) 保有する専門医資格 

 

 

13) 前の主な職 

  

 

  

保有する専門医資格

総合内科専門医 15 10.1%

小児科専門医 10 6.7%

日医認定産業医 9 6.0%

麻酔科標榜医 7 4.7%

皮膚科専門医 6 4.0%

産婦人科専門医 6 4.0%

眼科専門医 6 4.0%

外科専門医 5 3.4%

麻酔科専門医 5 3.4%

精神科専門医 3 2.0%

整形外科専門医 3 2.0%

放射線科専門医 3 2.0%

呼吸器専門医 3 2.0%

血液専門医 3 2.0%

その他 33 22.1%

専門医資格は保有していない 32 21.5%

Total 149 100.0%

Total

前の主な職

臨床医（病院・診療所） 81 70.4%

臨床研修医 10 8.7%

大学院生 7 6.1%

大学等の教員・研究者 4 3.5%

医学部学生 7 6.1%

休職・休業 5 4.3%

離職 1 0.9%

Total 115 100.0%

Total 70.4%

8.7% 6.1% 3.5% 6.1% 4.3% 0.9%
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
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14) 仕事の志望動機として、以下の項目はどの程度当てはまりますか 

 

 

4 3.5%

14 12.2%

25 21.7%

54 47.0%

18 15.7%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_雇用が安定しているから Total

3.5%

12.2%

21.7%

47.0%

15.7%

0
10
20
30
40
50
60

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

仕事の志望動機_雇用が安定しているから

10 8.7%

19 16.5%

40 34.8%

34 29.6%

12 10.4%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_高収入だから Total

8.7%

16.5%

34.8%
29.6%

10.4%

0

10

20

30

40

50

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

仕事の志望動機_高収入だから
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24 20.9%

40 34.8%

41 35.7%

9 7.8%

1 0.9%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_昇進の機会が多い Total

20.9%

34.8% 35.7%

7.8%

0.9%

0

10

20

30

40

50

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
い

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

仕事の志望動機_昇進の機会が多い

1 0.9%

8 7.0%

20 17.4%

57 49.6%

29 25.2%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_興味のある仕事だから Total

0.9%
7.0%

17.4%

49.6%

25.2%

0
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20
30
40
50
60

全
く
あ
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は
ま
ら
な
い

あ
て
は
ま
ら
な
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ど
ち
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と
も
い
え
な
い

あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

仕事の志望動機_興味のある仕事だから
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13 11.3%

21 18.3%

42 36.5%

30 26.1%

9 7.8%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_干渉されず、独立した仕事だから Total

11.3%

18.3%

36.5%

26.1%

7.8%

0

10
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30

40

50

全
く
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て
は
ま
ら
な
い

あ
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

仕事の志望動機_干渉されず、独立した仕事だから

1 0.9%

7 6.1%

32 27.8%

47 40.9%

28 24.3%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_他の人のためになる仕事だから Total

0.9%
6.1%

27.8%

40.9%

24.3%

0

10
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50

全
く
あ
て
は
ま
ら
な
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あ
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は
ま
ら
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ど
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い

あ
て
は
ま
る

よ
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は
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る

仕事の志望動機_他の人のためになる仕事だから
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3 2.6%

7 6.1%

31 27.0%

49 42.6%

25 21.7%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_社会にとって有益な仕事だから Total

2.6%
6.1%

27.0%

42.6%

21.7%

0
10
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全
く
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て
は
ま
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な
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あ
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は
ま
ら
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ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

あ
て
は
ま
る

よ
く
あ
て
は
ま
る

仕事の志望動機_社会にとって有益な仕事だから

18 15.7%

27 23.5%

33 28.7%

24 20.9%

13 11.3%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_働く時間などを自分で決定できるから Total

15.7%

23.5%

28.7%

20.9%

11.3%
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仕事の志望動機_働く時間などを自分で決定できる

から
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16 13.9%

19 16.5%

32 27.8%

33 28.7%

15 13.0%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_仕事と家庭生活を両立できるから Total

13.9%
16.5%

27.8% 28.7%

13.0%
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仕事の志望動機_仕事と家庭生活を両立できるから

8 7.0%

18 15.7%

46 40.0%

34 29.6%

9 7.8%

115 100.0%

全くあてはまらない

あてはまらない

どちらともいえない

あてはまる

よくあてはまる

Total

仕事の志望動機_教育・訓練の機会が提供されるから Total
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仕事の志望動機_教育・訓練の機会が提供されるか
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15) あなたの現在の仕事について、以下の項目はどの程度当てはまりますか 

 

 

7 6.1%

7 6.1%

25 21.7%

61 53.0%

15 13.0%

115 100.0%

全くあてはまらない
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16) 公衆衛生医師のキャリアについて 
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厚生労働科学研究費補助金(健康安全･危機管理対策総合研究事業) 

分担研究報告書 

 

①公衆衛生医師の確保に関する政策評価の試みと確保対策の検討 

②公衆衛生学・医療政策学分野における研修会形式の教育的介入効果の検証 

 

研究分担者 吉村健佑（千葉大学医学部附属病院 病院経営管理学研究センター）  

研究協力者 櫻庭唱子（一般社団法人 日本老年学的評価研究機構） 

沓澤夏菜（千葉大学子どものこころの発達教育研究センター） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

①公衆衛生医師の確保に関する政策評価の

試みと確保対策の検討 

1)背景・概況 

これまで公衆衛生医師の確保を目的として厚

生労働省、各自治体レベルにおいて、多くの

検討・取り組みがなされてきたが、現時点に

おいても十分に奏功してきたとは言い難い。

読売新聞平成 29 年 12 月 25 日夕刊において

も、同誌の調査により得た結果より「保健所

長足りない」と題した記事を掲載している。

記事によると「公衆衛生活動の先頭に立つ保

健所の所長のなり手が不足し、全体（481 か

所）の約 1割に当たる 21道県計 49保健所で、

所長が兼務状態になっている」と指摘し、大

きく取り上げている。これは公衆衛生医師の

不足が一般の関心事項になるほど拡大してい

ることを示すと考えられ、政策的な確保対策

の必要性がより一層求められる状況となり、

今後もその傾向は継続すると考えられる。 

この様な社会情勢の中、現行の取り組みを見

直し、効果的な方法に絞った整理及び新たな

方策の模索を同時に進める必要がある。その

ためには、各自治体が政策評価の観点で取り

組みを評価・見直し、継続に取り組める方法

論の共有と各自治体の体制作りが求められる。 

 

研究要旨 

①公衆衛生医師の人材確保・育成に向け、これまで多くの取り組みがされてきたが、現時点で

は十分に効果的と言える方策の開発には至っていない。そこで本研究は本分野における政策評

価の方法を提案することを最終的な目的とし、まずはその準備段階として現行の厚生労働省の

公衆衛生医師の確保対策の経緯をとりあげて、対策の要素と課題を抽出した。結果としてガイ

ドラインやチェックツール、好事例集の開発がされていることが分かった。一方で確保対策の

課題も見られ、その点について考察を加えた。 

 

②公衆衛生・医療政策分野で勤務する医師、看護師などの医療専門職は保健医療制度の運用上

必要である一方、それをキャリアとして選択する医療専門職は必ずしも多くない。本研究では

全 2回の研修形式での教育介入を通じて、公衆衛生・医療政策分野で勤務する動機付けにつな

がる教育効果が得られるかを検討した。研修の効果を測定するため、事前・事後のアンケート

を実施して結果を比較した。 

 

②公衆衛生・医療政策分野で勤務する医師、看護師などの医療専門職は保健医療制度の運

用上必要である一方、それをキャリアとして選択する医療専門職は必ずしも多くない。本

研究では全 2 回の研修形式での教育介入を通じて、公衆衛生・医療政策分野にて勤務する

動機付けになり、教育効果が得られるかを検討した。研修の効果を測定するため、事前・

事後のアンケートを実施して結果を比較した。 
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2)目的 

本研究は、政策評価の観点から現時点での政

策的方策を可能な範囲で参照し、効果的な確

保対策の方法を明らかにすると同時に現行の

対策の課題の抽出と今後の対応策の案につい

て整理を行うことを目的とする。 

 

3)意義と期待できる成果 

 研究事業初年度の成果として、まずは現在

実行されている公衆衛生医師の確保対策の政

策評価を行う準備を行う。具体的には厚生労

働省の取り組みの経緯をレビューして論点整

理を行い、今後より精緻な政策評価に繋げて

ゆく。ここでいう政策評価とは「セオリー評

価」「プロセス評価」「インパクト評価」「コス

ト・パフォーマンス評価」を指す(1)(2) 

 

②公衆衛生学・医療政策学分野における研

修会形式の教育的介入効果の検証 

1)背景 

全ての医療専門職者が Public Health

（公共の健康、公衆衛生）に関係しており、

公衆衛生の向上は医療専門職者の共通目的

となっている１）。医療専門職養成課程にお

いて公衆衛生学は必須科目であるが、学部

教育では授業時間数が限られており、昨今

の複雑な健康・医療問題に対応するには不

十分である２）。公衆衛生・医療政策分野で

勤務する医師、看護師などの医療専門職は

保健医療制度の運用上必要である一方、そ

れをキャリアとして選択する医療専門職は

必ずしも多くない。我々は実践的な Public  

Health について学習する場を提供するた

め、平成 29 年 7 月から 11 月にかけ全 4 回

の自主研修講座を開講した。受講者は医・

薬・看護学部の学生、大学教員および附属

病院職員で、延べ 100 人を超えた。これら

の経験を踏まえ、研修形式での教育が公衆

衛生・医療政策分野に動機付けとなり、教

育効果を有するかを検証した。 

2)概況 

 本研究では全 2 回の研修形式での教育介

入を通じて、公衆衛生・医療政策分野にて

勤務する動機付けになり、教育効果が得ら

れるかを検討した。研修の効果を測定する

ため、事前・事後のアンケートを実施して

結果を比較した。 

3)目的 

全 2 回の研修形式での教育介入を通じ

て、公衆衛生・医療政策分野にて勤務する

動機付けになり、教育効果が得られるかを

検討することを目的とした。また、公衆衛

生・医療政策分野における効果的な教育介

入の方法と効果についての知見が得られる

と期待した。 

 

Ｂ．研究方法 

①公衆衛生医師の確保に関する政策評価の

試みと確保対策の検討 

研究班に関連の深い行政主体として厚生労働

省の取り組みを取り上げ、既存資料の収集・

分析を実施した。具体的には、ホームページ、

審議等の過程で配布された検討資料、議事録

当を検討した。さらに、指針（ガイドライン）、

実施要項、マニュアルなどを参考にした。そ

の中で主な成果物について整理した。 

 

②公衆衛生学・医療政策学分野における研

修会形式の教育的介入効果の検証 

・試験の種類、デザイン 

 研修会参加者を対象とする多岐選択式及

び自己記入式のアンケト調査による非盲検、
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前後比較試験である。 

・試験のアウトライン 

 研修会開始前および終了後にアンケート

を実施し、結果を集計分析した。 

・対象の試験参加予定期間 

 実質的な試験参加期間は、研究参加の同

意取得時、研修会当日に限られた。 

・被験者登録  

 研修申し込み時に受講者背景を確認した。

研修前に研究対象者に研究内容の説明書・

同意書を配布し、同意書が返却され、同意

欄に自署があることをもって、対象の同意

と見なし、同意の得られた者を被験者とし

て登録した。 

・被検者背景 

 医療系学部生（医学・看護学・薬学部な

ど）、医療系大学院生（医学・看護学・薬学

など）および医療専門職（医師・看護師・

保健師・薬剤師など）。 

・研修内容 

 公衆衛学・医療政策学に精通し、同時に

実務を担った経験を持つ複数の講師による

講義形式での研修を実施した。平成 30 年

11 月 6 日、29 日の各回 120 分間とし、講

師 3 名ずつ（医師 5 名、保健師 1 名）が登

壇した。研修内容は、第 1 回は「Public 

Health の現在-国際、国内、地域の視座で

解決策を実行する」をテーマとし（添付資

料 1－3 参照）、第 2 回は「Public Health

の展望-職種と世代を超えて未来を拓く」を

テーマとし（添付資料 4－6 参照）、各回の

内容に変化を与えた。 

被検者には、各回の両方ないしどちらか

片方の参加を認め、それぞれの研修前後に

アンケート調査により動機付け・学習態

度・関心の変化を測定した。主たる解析と

して両日の研修に参加した場合の学習効果

について実施し、追加的な解析として各回

の研修に参加した場合の学習効果について

実施した。 

・解析の概要 

主要評価項目、副次的評価項目の定義 

1) 主要評価項目（Primary endpoint） 

 ACADEMIC MOTIVATION SCALE 

COLLEGE VERSION (AMS-C28) 

(Vallerand, Pelletier, Blais, & Brière, 

1992, 1993)3)の日本語版を用いる。（添付資

料 7 参照） 

そのうえで、本尺度が提供する 7 つの測定

項目のうち、以下 3 つの「 Intrinsic 

motivation （内的動機付け）」の合計点に

ついて、前後のスコアを測定する。大きく

なるほど内的動機づけが高まることを意味

する。統計学的解析は「対応のある t 検定」

を用いて行った。有意水準 0.05%の両側検

定で、帰無仮説は「研修の前後で合計スコ

アの変化は 0 である」とした。また、cohen’s 

d の効果量とその信頼区間も報告すること

とした。統計解析ソフトは R 3.5.1 を使用し

た。 

質問番号 

# 2, 9, 16, 23 Intrinsic motivation - to 

know 

# 6, 13, 20, 27 Intrinsic motivation - 

toward accomplishment 

# 4, 11, 18, 25 Intrinsic motivation - to 

experience stimulation 

第 1 回の研修開始前の回答を研修前データ

とし、第 2 回の研修終了後の回答を研修後

データとした。 

2)副次的評価項目（Secondary endpoint） 

ACADEMIC MOTIVATION SCALE 
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COLLEGE VERSION (AMS-C28) 

(Vallerand, Pelletier, Blais, & Brière, 

1992, 1993)の日本語版を用いる。（添付資

料参照） 

そのうえで、本尺度が提供する 7 つの測定

項目のうち、以下の 4 つの前後のスコアを

測定する。Extrinsic motivation はスコア

が大きくなるほど外的動機づけが高まった

と判断でき、Amotivation はスコアが大き

くなるほど動機がなくなることを意味する。

統計学的解析は「対応のある t 検定」を用

いて行った。有意水準 0.05%の両側検定で、

帰無仮説は「研修の前後で合計スコアの変

化は 0 である」とした。また、cohen’s d の

効果量とその信頼区間も報告することとし

た。統計解析ソフトは R 3.5.1 を使用した。 

質問番号 

# 3, 10, 17, 24 Extrinsic motivation - 

identified 

# 7, 14, 21, 28 Extrinsic motivation - 

introjected 

# 1, 8, 15, 22 Extrinsic motivation - 

external regulation 

# 5, 12, 19, 26   Amotivation 

また、そのほかに自由記載による関心度の

変化を記載してもらい、前後の変化につい

て内容を質的に考察した。 

・インフォームドコンセントを受ける手続

き 

 当日の研修前に千葉大学医学部の倫理審

査委員会で承認の得られた説明書・同意書

を被験者に配布し、文書および口頭による

十分な説明を行い、被験者の自由意思によ

る同意を文書で得た。同意書が返却され、

同意欄に自署があることを持って、対象の

同意とみなした。また、アンケート中のデ

ータ提供への同意欄にチェックがあること

を持ってアンケートデータの利用に対して

同意が得られたものとした。 

被験者の同意に影響を及ぼすと考えられる

有効性や安全性等の情報が得られたときや、

被験者の同意に影響を及ぼすような実施計

画等の変更が行われるときは、速やかに被

験者に情報提供し、研究等に参加するか否

かについて被験者の意思を予め確認すると

ともに、事前に倫理審査委員会の承認を得

て同意説明文書等の改訂を行い、被験者の

再同意を得ることとしたが、そのような事

態はなかった。 

学部学生でありかつ未成年である場合も判

断能力を有する者は研究対象とした。研究

実施内容に拒否の意向を示した場合は、そ

の意向を尊重することとしたが、拒否の意

向を示した者はなかった。 

・個人情報等の保護方法 

 アンケートは記名式で行い、回収したア

ンケートは研究代表者が厳重に管理してい

る。かつアンケートの回答者の個人情報は

公表しない。また対象がアンケートで回答

した個別項目を回答者が特定される形で公

表することはない。さらに研究終了後は速

やかに破棄するものとする。 

なお、本研究は千葉大学大学院医学研究院

倫理審査委員会の承認（承認日：平成 30 年

10 月 31 日、承認番号：3240）を得ている。 

 

（倫理面への配慮） 

 特に該当なし。 

 

Ｃ．研究結果 

①公衆衛生医師の確保に関する政策評価の試

みと確保対策の検討 



- 127 - 

 

主に厚生労働省のホームページ（3）により

情報収集して得られた中から、重要なものを

いくつか紹介する。平成 17 年 1 月にまとめら

れた「公衆衛生医師の育成・確保ための環境

整備に関する検討会報告書」（4）は多くの重

要な指摘が含まれている。同報告書は平成 16

年 8 月と 10 月に行われた、地方公共団体、医

育機関（公衆衛生学教授等）、公衆衛生医師に

対してのアンケートを基に作成され、23 ペー

ジからなる。中でも有用性が高いのは、別紙

としてつけられた自治体向けのアクション・

チェックリストである「公衆衛生医師の育

成・確保のための環境整備に関するチェック

シート」である。以下に項目を示す。 

(1) 公衆衛生医師の育成 

① 研修計画の策定 

② 人事異動及び人事交流を通じての

人材育成（ジョブ・ローテーション）

の充実 

③ 研究事業への参加 

④ 保健所への医師の複数配置 

⑤ 各機関の連携 

⑥ 海外の公衆衛生及び留学に関する

情報提供 

⑦ 専門能力の向上・学位の授与 

⑧ 処遇の工夫 

(2) 公衆衛生医師の採用確保 

① 採用計画の策定による定期的な採

用 

② 募集方法の工夫 

③ 地方公共団体等での人事交流 

④ 公衆衛生医師確保推進登録事業の

活用 

(3) 公衆衛生医師の職務に関する普及啓発 

① 教育プログラムの工夫 

② 医育機関における進路説明会の活

用 

③ 卒後臨床研修（地域保健・医療）の

充実 

④ 生涯教育により臨床医への公衆衛

生知識の普及 

⑤ ホームページ等の媒体を活用した

普及啓発 

 

 

このように整理されたツールがすでに開発

されていたが、自治体において十分な活用が

されているかは確認できていない。 

続いて取り上げるのは、平成 25 年度地域保

健総合推進事業の成果として平成 26 年 3 月

31 日に公開された「地方自治体における公衆

衛生医師の確保と育成に関するガイドライン」

(5)である。本ガイドラインは資料を含めて 39

ページあり、以下の 4 点を基本的な考え方と

して構成され、地方自治体の人事担当者向け

に作成されたとされている。 

(1) 公衆衛生医師の職務に関する普及・啓

発について 

(2) 公衆衛生医師の確保について 

(3) 公衆衛生医師の育成について 

(4) 公衆衛生医師の確保・育成のための推

進体制の整備と評価について 

 

とされる。さらに 2 ページに渡り「公衆衛

生医師の確保と育成に関するチェックリスト」

も提示されている。また、本文中に繰り返し

【事例紹介】として取り組みが紹介されてい

るのが特徴である。例えば、研修計画の策定・

運用の項目では「・毎月 1 回程度、主に保健

所医師を対象とした業務研修会（講義・事例

検討等）を開催。」などより具体的に記載され

ている。 
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もう 1 点取り上げるのは、平成 27 年度地域

保健総合推進事業の成果物として28年3月に

公開された「公衆衛生医師確保に向けた取り

組み事例集」（6）である。この事例集は 18

ページからなり、作成の目的として「全国で

取り組まれている公衆衛生医師確保のための

方策を地域に紹介し、取組内容や工夫などを

参考に、自地域での医師確保策の工夫につな

げていただくことを目的に作成しています

（「Ⅰ.はじめに 1．事例集作成の目的」より）」

とあり、公衆衛生医師確保のポイントとして、

図表を用いて 5 つの観点で簡潔にまとめてい

るのが特徴である。つまり、 

①公衆衛生医師のＰＲ 

②キャリアパスの提示 

③大学との連携 

④その他関係機関との連携 

⑤医師ネットワークの構築 

とされている。 

好事例として、青森県、群馬県、東京都、京

都府、大阪府、福岡県、長崎県の 7 つの都府

県が取り上げられ、取組の概要、取組の経緯、

具体的な取り組み内容、課題と展望として整

理されている。 

 

② 公衆衛生学・医療政策学分野における

研修会形式の教育的介入効果の検証 

 第 1 回の参加者は 48 名、同意取得者 47

名だった。第 2 回の参加者は 39 名、同意取

得者は 36 名だった。第 1 回と第 2 回の両日

に参加した者（両日参加者）は 24 名だった。

また、第 1 回のみ参加した者（第 1 回のみ

参加者）は 23 名、第 2 回のみ参加した者（第

2 回のみ参加者）は 12 名だった。参加者の

背景を表１に示す。 

（１）主要評価項目 

 両日参加者の Intrinsic motivation スコ

アの変化と効果量を表 2 に示す。全ての項

目においてスコアは増加し、項目別では

toward accomplishment と experience 

stimulation について統計学有意であった。

効果量はいずれの項目も小程度の効果だっ

た。 

（２）副次評価項目 

 両日参加者の Extrinsic motivation と

Amotivation スコアの変化と効果量を表３

に示す。Extrinsic motivation については

全ての項目においてスコアが増加し、

Amotivation スコアについてはスコアが減

少した。Extrinsic motivation の external 

regulation については統計学的有意であり、

中程度の効果量が得られた。 

（３）追加的な解析 

 第 1 回のみ参加者と第 2 回のみ参加者の

Intrinsic motivation について解析を行な

った。また、両日参加者について医師・医

学部生と非医師・非医学部生に分けて

Intrinsic motivation について解析を行な

った。 

（３）−１  

第 1 回のみ参加者と第 2 回のみ参加者の

Intrinsic motivation スコアの変化と効果

量を表４に示す。全ての項目においてスコ

アが増加した。第 1 回のみ参加者では、項

目 の み の 比 較 を 行 う と 、 toward 

accomplishment について統計学的有意で

あり、中程度の効果が得られた。第 2 回の

み参加者では to know について統計学的有

意であり、大きな効果が得られた。また、

第 2 回のみ参加者では to experience 

stimulation について統計学的有意ではな

かったが、中程度の効果が得られた。さら



- 129 - 

 

に、両日参加者で external regulation につ

いて中程度の効果が得られたため、第 1 回

のみ参加者と第 2 回のみ参加者の external 

regulation の効果量を追加的に解析した。

第 1 回のみ参加者では d=-0.02 で無視でき

る効果量であり、第 2 回のみ参加者では

d=0.43 で小さな効果量が得られた。 

（３）−２  

両日参加者について医師・医学部生と非

医師・非医学部生に分けて解析を行なった

結果を表５に示す。また、医師・医学部生

と 非 医 師 ・ 非 医 学 部 生 の Intrinsic 

motivation のそれぞれの項目について図１

に示す。全ての項目について有意差は見ら

れなかったが、医師・医学部生の toward 

accomplishment と to experience 

stimulation について中程度の効果量が得

られた。また、医師・医学部生の方が非医

師・非医学部生よりも全ての項目について

大きな効果量が得られた。 

 

Ｄ．考察 

①公衆衛生医師の確保に関する政策評価の

試みと確保対策の検討 

取り上げた取り組みから考えられる課題と

対策案を採用する自治体側、医師側の問題に

整理しそれぞれに考察を加える。 

 

1 .採用する自治体側の課題と対策案 

まず、保健所長の不在や兼務となっている

現状に対して、自治体側の採用意欲や切迫感

がばらつき、濃淡がある。例えば「公衆衛生

医師確保に向けた取り組み事例集」に取り上

げられた 7 つの都府県の様に活発に取り組ん

でいる自治体もある一方で、そこまで到達し

ない自治体も多くあるのが現状である。対策

案として、厚生労働省側として、通知等によ

る働きかけや、厚生労働省健康局健康課公衆

衛生医師確保推進室の行っている「公衆衛生

医師確保推進登録事業」（マッチング事業）（3）

の拡充と周知が対策案として考えられる。自

治体の取り組みとしては、地域枠の医師の義

務年限の枠に公衆衛生医師としての勤務期間

を追加することも考えられる。現在、ほぼ全

ての都道府県において医師確保の為の修学資

金制度を整備しており、卒後概ね 9 年間を義

務年限とし、都道府県内での勤務を行うこと

で返還義務を免除している場合が多くみられ

る。公衆衛生医師としての勤務をもって、義

務年限の消化に充てるのである。これは自治

体の取り組みとして可能であり、有効な対策

と考えられる。 

もう１つとしては、人口減少、交通アクセ

スの改善、住民の通信手段の充実を考えると、

対策案として現在整備されている保健所の必

要性を定量的に検討することによって、場合

によっては集約化につながることも考えられ

る。人口分布や交通状況、さらにはテレビ電

話等、通信技術（ICT）の活用により保健所

数を見直し、集約して機能を向上図るのは現

実的と思われる。例えば医療法が規定する「2

次医療圏」は 340 余りである。この 2 次医療

圏と各保健所の管区について整合をとり、連

携しやすくしてはどうだろうか。これにより、

保健所が約 140 か所減ることになり集約され

る。利点としてはまさに「医療」と「保健」

の連携がなされることとなり、地域包括ケア

の推進にもつながるのではないか。地域医療

構想においても、地域医療調整会議の事務局

は都道府県であり、保健医療分野での都道府

県のリーダーシップが求められているのが現

状である。これを好機として、保健所の再編
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を行うのは合理的と考えられる。 

 

2.採用される医師側の課題と対策案 

まず、臨床医に比して公衆衛生医師の場合

のキャリアパスが不明瞭となりやすい。この

点においては平成 28 年度より「社会医学系専

門医」資格が立ち上がり、千葉県(7）や島根

県(8）での教育プログラムが立ち上がってい

る状況であり、改善しつつある。しかし一方

で社会医学系専門医を取得して後にどのよう

な利点がありうるかは現時点では不透明であ

る。また、公衆衛生医師は自治体職員として

勤務しており、公衆衛生学修士号（M.P.H.）

や医学博士号（Ph.D.）の取得するタイミング

も得にくいと考えられる。この点の対策とし

て、自治体と大学が連携して、社会人大学院

を整備して、M.P.H.や Ph.D.を取得可能な働

き方を提示することが考えられる。また、希

望する公衆衛生医には自治体が留学等のキャ

リアパスの設定やモデルケースの提示を行う

事も有効であろう。例えば、国立感染症研究

所が平成 11 年から整備し、研修生を募集・採

用する「実地疫学専門家養成コース：FETP-J」

（9）に参加することで、ＷＨＯ本部などの国

外研修を受ける事が出来る。これと並行して、

自治体も学位の取得や学術的な発表などのア

カデミックな活動や、専門研修の修了に対し

て、積極的に人事評価の対象としてゆく必要

がある。 

今後の研究計画として、より幅広い確保対策

について事例を収集した上で、上記の考察を

ふまえ、引き続きより精緻な政策評価の手法

の開発を行ってゆく予定である。 

 

②公衆衛生学・医療政策学分野における研

修会形式の教育的介入効果の検証 

 両日参加者の Intrinsic motivation は、

研 修 の 前 後 で 項 目 別 で は toward 

accomplishment と experience 

stimulation について統計学的有意差が見

られたが、多重比較の観点からはどの項目

も統計学的有意ではなかった。しかしなが

ら、全ての項目について研修後にスコアが

増加しており、小程度の効果が認められて

いることから、研修が多少なりとも参加者

の内的動機づけを高める要因となったこと

を示唆する。 

  Extrinsic motivation の external 

regulation については多重比較の観点から

みても統計学的有意であった。これは外的

動機付けの中のより豊かな生活やより良い

地位や収入の獲得といった現実的なモチベ

ーションに関する評価項目である。研修が

収入や社会的地位についての動機づけとな

ったことを示している。また、第 2 回のみ

参加者の方が第 1 回のみ参加者よりも

external regulation について大きな効果量

が得られていることから、第 2 回の研修内

容が受講者の external regulationにより影

響を与えた可能性がある。 

 第 1 回のみ参加者については、「自分を高

めることや目標達成に関する評価」である

toward accomplish について中程度の効果

がみられた。第 1 回では、「Public Health

の現在-国際、国内、地域の視座で解決策を

実行する」をテーマに開催し、千葉大学医

学部附属病院特任講師/産業医、および千葉

県医療整備課キャリアコーディネータを務

める医師、神奈川県立保健福祉大学ヘルス

イノベーションスクール（HIS）設置準備

担当教授/産婦人科医、および習志野保健所

長（兼 健康危機対策監）の 3 名を講師に
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迎えた。各講師ともに、公衆衛生分野にお

ける現場経験を話す前に、自身のキャリア

や、これまで直面した障壁をどのように乗

り越えてきたのかなどについて詳しく紹介

された。Toward accomplish について中程

度の効果がみられた理由としては、研修の

参加者自身が普段感じている課題や目標に

対する自信、勇気、自分自身への可能性を

前向きに感じ取ったことが考えられる。 

第 2 回のみ参加者については、「学ぶこと、

新しい知見を得ることに関する評価項目」

である to know について大きな効果がみら

れ、「自分の考えを伝えたり、他者の著作を

読んだりして刺激を得ることに関する項目」

である to experience stimulation について

中程度の効果がみられた。第 2 回は「Public 

Health の展望-職種と世代を超えて未来を

拓く」をテーマに研修を開催し、第 1 回に

引き続き、千葉大学医学部附属病院特任講

師/産業医、および千葉県医療整備課キャリ

アコーディネータを務める医師、千葉県病

院事業管理者（病院局長）を務める医師、

厚生労働省看護系技官の 3 名を講師に迎え

た。第 1 回に比べ、より実践的な内容を具

体的に紹介された。To know について大き

な効果がみられ、to experience stimulation

について中程度の効果がみられた理由とし

て、公衆衛生分野における医師や保健師の

役割、自分たちが将来なり得る役職、地位

についてイメージしやすかったからだと考

えられる。 

 医師・医学部生において、 toward 

accomplishment と to experience 

stimulation について中程度の効果量がみ

られた。また、医師・医学部生の方が非医

師・非医学部生よりも大きな効果量が得ら

れた。この医師・医学部生と非医師・非医

学部生の効果の差については、研修の講師

6 人のうち 5 人が医師であったことから、

非医師・非医学部生に比べて医師・医学部

生にとって自分自身のキャリア形成の参考

にできる部分が多かったからだと考えられ

る。 

今回の解析は 2 回の研修の前後比較を行

ったにすぎず、因果関係には言及できない。

介入の効果研究のエビデンスを示すために

はランダム化比較試験の蓄積が必要である。

本研究は研修形式であり、ランダム化比較

試験の実施は困難であると考えられるが、

今後の試験ではマッチング等の手法を用い

るなど、バイアスの補正についても検討す

る。 

 本研究の参加者は、初めから公衆衛生に

対してモチベーションの高い者が多かった

と予測される。公衆衛生の講義について、

インターネットを利用した教材の方がライ

ブ講義よりも時間と場所の融通が効くこと

から、医学部生に好まれた４）という報告も

ある。今後は公衆衛生に対して興味の薄い

者を含む、より幅広い層に対しても公衆衛

生の考え方や活動について興味を持っても

らうことを目指し、研修の内容に磨きをか

けるとともに、ビデオ講義の配信や

e-learning などのインターネットを利用し

た講義の開催についても検討する。 

 

Ｅ．結論 

①公衆衛生医師の確保に関する政策評価の

試みと確保対策の検討 

公衆衛生医師の人材確保・育成に向け、こ

れまで多くの取り組みがされてきたが、現時

点では十分に効果的と言える方策の開発には
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至っていない。そこで本研究は本分野におけ

る政策評価の方法を提案することを最終的な

目的とし、まずはその準備段階として現行の

厚生労働省の公衆衛生医師の確保対策の経緯

をとりあげて、対策の要素と課題を抽出した。

結果としてガイドラインやチェックツール、

好事例集の開発がされていることが分かった。

一方で確保対策の課題も見られ、「公衆衛生医

師確保推進登録事業」の拡充と周知、公衆衛

生行政医師に対し自治体と大学が連携して学

位を取得可能な働き方を提示することが対策

案として検討された。 

 

②公衆衛生学・医療政策学分野における研

修会形式の教育的介入効果の検証 

本探索的研究（研修研究）を通じて、自治

体と大学が連携して公衆衛生医師確保と育成

を行うパイロットスタディを行い、一定の手

ごたえを得ることが出来た。この成果を踏ま

え、全国の自治体で地域の特性やターゲット

別に開催できる研修パッケージを作成予定で

ある。 
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「Public Health.実践講座」第 1講 

イントロダクション 

Public Health.の現在国際・国内・地域の視座で 

解決策を実行する研修概要（平成 30 年 11月 6日） 

 

 

 

 

 

 

吉村健佑 

精神科医・医学博士・公衆衛生学修士 

千葉大学医学部附属病院 特任講師/産業医 

千葉県医療整備課 キャリアコーディネータ 

 

資料１ 
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冒頭、私からイントロダクションにあた

る話をしたいと思います。今日のセッショ

ンには、2つの目的があります。1つは、皆

さんに Public Health.の面白さを知ってほ

しいということ、もう 1 つはこれからの皆

さんの人生のどこかで、Public Health.に

関わるような仕事に就きたと思って欲しい

ということです。 

私は、千葉大学医学部卒業後、千葉県内

で 2 年の臨床研修を経て精神科に進み、さ

らに産業医資格を取得しました。産業医と

しては、会社全体の健康管理をどう支えた

ら良いのかということを始めました。精神

科医と産業医の仕事は、とても親和性があ

り、両方の技術が非常に活きてきます。そ

の後、医師 5 年目に東京大学の公衆衛生大

学院（SPH）課程に進学しました。当時、SPH

の認知度が低く、「公衆衛生学修士なんか知

らない」、「医学部を出たら修士に相当なん

だろう。わざわざ修士課程に行く必要ない」

と周囲から言われたりしました。実は、こ

の MPH はアメリカなどでは非常にメジャー

な学位で、医師のほか、看護師、保健師含

め多くの方が取りに来ており、実際にそこ

で学んだことは非常に有用でした。公衆衛

生大学院修了後は、精神科医に戻り、臨床

医としての技術を磨きつつ、産業医の上級

資格である労働衛生コンサルタントを取得

しました。さらに、厚生労働省の医系技官

として 2 年間、国立保健医療科学院の研究

官、および医系技官の併任を 1 年間経験し

ました。現在は、3 年間の知見を活かすた

め千葉県庁の職員、および千葉大学医学部

附属病院の教員を兼任しています。今まで、

県庁と大学病院を兼任した方はおられない

ようで、私が初めてです。 

Public Health.は、1つのセクション、1

つの団体が継続してカバーできる問題では

ありません。様々なステークホルダーが連

携・協力して初めて達成できる事業です。

なので、私自身もいろいろ兼任しながら進

めていきたいと思っています。そして、

Public Health.は、学問のための学問では

ありません。あくまで人々と社会の問題を

解決するためのアクティビティー、解決手

法の集合だと考えています。本講座の名前

が「学問的講座」ではなく「実践」講座に

なっている理由です。知識が増えるだけで

は世の中は変わりません。明日から皆さん

それぞれの現場実践や行動変容によって、

初めて世の中が良くなります。私は、皆さ

んの行動を少しでも変えたいと思っていま

す。 
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イントロダクションの内容は、こちらの

3 点です。では、「国内情勢の現在」から開

始しましょう。日本の総人口は平成 22年年

（1 億 2,806 万人）をピークに下がり続け

ています。日本は、人口増加と経済成長の

一途をたどってきたため、人口増加と経済

成長を前提にした制度設計、社会構築をし

てきました。人口減少、経済活動の停滞に

対応できる制度設計につくり変えなくては

いけない、というのがこれから先の社会・

公衆衛生の大問題です。いかに、今までの

制度や構築してきたものをダウンサイズし

ていくかということに知恵を絞らなければ

なりません。 

 

 

 

今後、私達の生きている間に必ず人口が

1 億人割り込みましたというニュースがあ

るでしょう。最新の総務省によるデータで

は、平成 29 年 7 月から平成 30 年 7 月の 1

年間で 41万 4千人減少したと報告されてい

ます。1年間で 40 万人というのは、自治体

でいうと人口 42 万人の千葉県柏市に相当

します。来年は 45－46万人とだんだん減る

数が増えていき、60万人、70 万人になって

きます。年間 70 万人減る世界というのは、

1 年間で鳥取県や島根県に相当する人口が

減るということです。 

日本の GDPは、平成 21（2009）年がピー

クでしたが、その後中国に抜かれています。

中国に抜かれて早 8 年、現在では約 2.5 倍

の圧倒的な差を付けられています。アメリ

カ・中国が伸びる中、日本はドイツなどの

ヨーロッパ 1 国分と同じぐらいの経済規模

に留まっています。そして今後、自然体で

は上昇することは考えにくいです。 

 

 

 

一方で、少ない経済資源の中で社会保障給 

付費は激烈に伸びています。社会保障給付

費というのは、年金というのが大きな予算

を占め、次いで医療、介護、子供・子育て

が入っています。22 年後の令和 22(2040)

年には、現在 120 兆円かかっている社会保

障費が 190 兆まで増えるといわれています。 
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その中で医療費は、年間 1 兆円ずつ増え現

在 42兆円です。一方で国の収入は、病院の

窓口収入 4.7兆円、保険料収入 19.5兆円で

42兆円に到底足りません。不足分は、国債、

地方債として補填され、将来、子供達が支

払うことになります。そして、この医療費

42 兆円の 46％は人件費ですから、医療費を

抑えるとなると医師や看護師の人件費も抑

制していかなければなりません。 

では、医療費はいつ誰にとうにゅうされ

ているのでしょうか。私たちの人生で最も

医療費がかかる時期は亡くなる 3 年前ぐら

いからといわれており、その期間に濃厚な

医療が提供され、費用がかかっていること

がレセプトデータの分析研究などから分か

ってます。 

 

 

 

医療費の抑制には高齢者含め国民が慎重な

態度をとりますし、人件費の削減には医療

専門職が反対します。医療費削減で恩恵を

受けるのは次世代を担う子供達ですが、残

念ながら彼らには参政権・選挙権がありま

せん。 

日本の毎年の一般会計の歳入出はそれぞ

れ 100兆円ぐらいです。歳入のうち 36兆円

は国債を発行し補填、歳出のうち 23兆円は

過去に借りた国債を返すお金に充てていま

す。日本は、GDP比率で 239％の赤字国債を

抱えており、これは 2 位のギリシャを大幅

に超えて世界最悪の水準になっています。

国際社会から、当該の国に財政再生能力が

ないと判断された場合、国際通貨基金（IMF）

が介入し、公衆衛生予算を含む公共サービ

ス費用が大幅に削減されます。 

 

 

 

私たちは、ギリシャの財政破綻から、公

衆衛生予算の切り下げが大量の人命を奪う

ということを学んでいます。私は、日本が

同じ道を辿ってはならないという危機意識

を持っています。 

現代の「つけ」を次世代に先送りしてし

まっている状況を指して、「財政的幼児虐待」

という言葉があります。まだ参政権のない、

支払い能力のない次世代に支払い義務を押

し付けて、今この日を乗り越えているとい

う状況です。では我々はどうしたらいいの

でしょうか？この講座を通じ、考えて感じ

てもらいたいと思います。 

さて、日本の医療制度には 4 つの特徴が

あります。まず、国民全員が国民皆保険制

度を利用でき、医療費 3 割、あるいは 1 割

の窓口負担で保険医療を受けることができ

ます。そして、原則医療機関のフリーアク
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セスが認められています。さらに、医師に

は開業・標榜の自由が与えられおり、民間

医療機関が中心の医療体制をとっているこ

とです。 

 

 

 

まず、国民皆保険制度とフリーアクセス

についてです。皆さんが医療機関に受診す

るときに使うカードを被保険者証（保険証）

といいます。国民の全員が保険証を持って

いる国という国はそう多くありません。し

かも、全員がそのサービスを受けられる。

また、原則フリーアクセスですから、いつ

でも、どこの病院にもかかることができま

す。 

3つ目の開業・標榜の自由についてです。

医師には、医師法で開業および標榜の自由

が認められています。つまり、どこで診療

してもよく、しかも何科を名乗ってもよい

ということです。この権利により、医師の

地域偏在および診療科偏在が起こるわけで

す。例えば、私が千葉で診療をやめて明日

から東京で診療することが許されています。

そして、私は精神科医ですが、明日から脳

外科医を名乗っても原則医師法違反にはな

りません。そうするとどうなるかというと、

医師の地域偏在や診療科毎の医師数をコン

トロールすることはできません。 

最後に、民間医療機関中心の医療提供体

制についてです。民間中心の医療提供は、

それ自体、特段悪いことではありません。

民間医療機関中心だと、それぞれ様々な工

夫や競争をするので、県立病院よりも赤字

が少ない事実もあります。しかし、不採算

部門を閉鎖、あるいは採算が採れる部門の

診療ばかり拡張するなど、全体としていび

つな診療提供体制になる場合もあります。

これらをどのように制御するかを考えなけ

ればなりません。 

 

 

 

今後、どのように膨大にかかるコストを

コントロールしていくかが、医療政策の大

きな関心です。 

例えば、国民皆保険制度については、今

のままでは維持が相当に難しい状況になっ

ています。平成 30 年 6 月 15 日の「経済財

政運営と改革の基本方針 2018」（骨太の方

針）にある、「社会保障」の項には「地域独

自の診療報酬」とあります。つまり、東京

と大阪、あるいは沖縄など、都道府県によ

って診療報酬額を変えるということが真面

目に議論され始めています。どういうこと

かというと、千葉県で受ける医療と東京で

受ける医療、同じ医療が提供されても、病

院が受け取る報酬額、患者さんの窓口負担
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額も変わるということです。このことは、

閣議決定、内閣総理大臣の下および全大臣

の合議として話されたことです。これまで

は明らかな論点としては議論されていませ

んでした。 

 

 

 

医師の開業・標榜の自由と同様に、国民

に与えられた自由は、医療機関のフリーア

クセスです。今まで、たとえ軽症でも、基

幹病院、専門病院の受診を認めてきました。

しかし、このフリーアクセスには、非常に

膨大なコストがかかります。例えば、軽症

患者が大学病院を受診するとします。そう

すると、大学病院が雇用している高度な医

療人材や高価な医療機器が稼働できません。

医療機関が投資した分の施設設備が使われ

ない状況が続くと、病院の経営は不安定に

なります。結果的に、採算が取れない診療

科が閉鎖に追い込まれ、いざ必要になった

とき、適切な診療科が病院になかったり、

縮小してしまったなどの状況が発生する可

能性があります。それぞれの病状や重症度

に応じ、適切な医療機関を患者さんに受診

して欲しくても、フリーアクセスを認めて

いるため、それができません。このような

状況を踏まえて、第六次医療法改正（平成

26 年 6 月成立・10月施行）では国民の責務

として「医療を適切に受けるよう努めなけ

ればならない」と明記されました。国は、

国民に対し医療のかかり方について国民自

身も勉強し、受診行動における行動変容を

求めています。 

さらに時は流れ、平成 30 年 10 月 5 日、

第 1 回「上手な医療のかかり方を広めるた

めの懇談会」か開催され、医療法の国民の

責務を国民に実践してもらうためには、ど

のように知識や情報を提供、共有すると、

適切な医療のかかり方につながるのか、医

師・看護師の働き方改革の観点も踏まえて、

真面目に議論し始めました。要は、国民側・

患者さん側の行動が変わらない限り、この

国の医療専門職の働き方は変わらず、医療

提供は維持できないということをはっきり

示しています。 

先ほど少しお話しした、医師偏在、診療

科偏在についてもう少しお話しします。現

在、医師の数というのは順調に増えていま

す。日本は、あと数年で OECD加盟国の人口

1,000 人当たりの臨床医数の平均 290 人の

ラインを超えるといわれています。7 年後

の令和 7(2025) 年には平均を超え、国際的

にも医師数は遜色なくなると予想されてい

ます。しかし、医師法で医師に開業の自由

を認めていることから、医師数は国際平均

に届くにも関わらず、医師偏在が大きい状

態です。 
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実際、医師の地域格差は西高東低と言われ、

西日本に多く、東日本に少ない状況です。

国内の都道府県別人口 10 万人あたりの医

師数の平均は 240 人程度ですが、埼玉、茨

城に次いで千葉県は 189.9 人です。全国平

均の 8 割ほどの医師で県民の健康を守って

います。地域格差、都道府県内格差も大き

いです。 

 

 

 

かつ、標榜の自由を認めていることから、

診療科偏在も実際大きいです。平成 6年の

医師数を 1.0として、平成 28年まで医師の

総数は 1.38に増え、22年間で 1.38倍に増

加しました。ただ、診療科別に見ていくと、

麻酔科、精神科、放射線科は増加、小児科、

内科はあまり増加せず、外科や産婦人科に

至っては横ばいという状況で、実質的に減

少と言えます。標榜の自由を認めているの

で、現状では診療科偏在が広がるばかりで

す。 

医師の地域偏在、診療科の偏在は広がる

一方ですが、病院は激務です。現在、無給

医などと話題になっていますが、仕事がし

んどい、辛い、当直も多いということで、

勤務医から開業医に転じる医師が増えてき

ます。さらに医師偏在、診療科偏在の問題

は大きくなります。この問題は、医師同士

で対策を議論するだけでは前に進まなかっ

たのが事実です。 

 

 

医師偏在の是正策として、まずあげられ

るのは平成 16年 4月に開始された 2年間の

臨床研修制度です。これは一般には、卒後

教育改革と位置付けられますが、内容を考

えると開業・標榜の自由を 2 年間認めない

制度と言えます。臨床研修を修了しなけれ

ば開業は認められず、さらには臨床研修医

の都道府県別定員を設けており、医師の計

画配置政策と読むのが適切と考えます。 

同様に、平成 30年 4月から新専門医制度

が導入されました。これはやや複雑な制度

ではありますが、内容を見ると臨床研修期

間後、専攻医として 3 年ないし 5 年間の計

画配置を行う、と読むことができます。さ

らに標榜については、19領域からなる基本

領域および約 30 領域からなるサブスペシ
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ャリティー領域（専門医機構で選定を議論

中）の専門医資格を取得する二段階制とし、

第三者機関が認定する専門医を広告可能と

する広告制度を見直しました。かつ、都道

府県で、年度ごとに専攻医の定数を定めて、

診療科別・都道府県別の定員を設けること

で、医師の計画配置ができるような準備を

しています。厚生労働省で行われている医

師需給分科会では都道府県別・診療科別の

必要医師数が提示される予定で、今後の定

員につながる議論がどんどん進んでいます。 

 

 

これに加えて、平成 30 年 7 月の医師法、

医療法の改正（いわゆる「医師確保法」）に

より、都道府県が医師の計画配置に関与で

きるようになりました。例えば、医学部の

入学枠数、臨床研修病院の指定および定員、

都道府県内の専門医数の設定について、今

後は都道府県が関与するのです。病院や医

療従事者は、今まで以上に、地域医療への

参加。貢献を求められることになります。 

 

 

 

現在、私は千葉県医療整備課で「千葉県

医師修学資金受給者のキャリアアップ支援」

を担当しています。千葉県の修学資金受給

者は 326 人に上ります。県内医療提供体制

の安定化のため、特に医師不足地域での勤

務を進めるために、キャリアコーディネー

タとして修学資金を受給した医師、各々の

意向や意欲をそがない形での勤務計画を一

緒に考えています。 

民間医療機関中心の医療体制についても、

もう少しお話しします。民間医療機関中心

の医療体制では、それぞれの医療機関での

設備投資や診療科の増強・閉鎖が原則自由

となります。その結果、例えばこの国には

世界一 CT、MRI 台数を保有する国となりま

した。こ財務省が作成した資料によると、

「手厚すぎる」設備投資がされている可能

性について指摘されています。 

 

 



- 142 - 

 

今までお話した状況をどう解決するかと

いうと、医師一人一人の臨床医としての努

力だけでは解決できないと考えました。一

人の臨床医、看護師、保健師の力だけでは

うまくいきません。医療は厳格な規制産業

であり、国家資格制度により新規参入が容

易ではない一方で、効率的な提供は重視さ

れてきませんでした。いわゆる計画経済に

近い考え方です。医療政策については、今

のところ厚生労働省が司令塔となっており、

情報と権限が集中しているのが事実です。

お話したとおり、今後は都道府県に権限が

委譲されてはゆきますが、元となる制度設

計は厚生労働省が担っています。 

私は 8 年間の精神科臨床経験を経て、厚

生労働省に行くことにしました。今後、ギ

リシャのように国民の健康が大きく損なわ

れることなく、命が失われることなく、何

とか持続可能、生存可能な環境を作り、30

年後も 50 年後もこの国の医療が質高く存

在して欲しいと思っています。私は千葉大

学精神医学教室の理念「For The Patient」

が非常に好きです。患者さんのためにベス

トを尽くそうということです。それはもち

ろんそうなんですが、私の考えは 30年後も

ベストな診療が続けられる提供体制を作る

医療専門職になりたいと思っています。 

 

 

 

私が医師 5 年目の時に進学した公衆衛生

大学院について少し触れます。本日の講座

参加者からの事前質問の中で「公衆衛生学

をどうやって勉強したらいいんですか」と

いう質問がありました。その 1つの答えは、

公衆衛生大学院への進学だと思います。公

衆衛生学修士号というのが、日本では私が

行ったときは日本ではまだ東大、京大、帝

京大が始めた程度、という時期でした。そ

の後、国内でもこういった勉強ができる大

学院がちょっとずつ出てはきました。本日

の講師、吉田穂波先生が在籍する神奈川県

立保健福祉大学大学院にも先日できました。

公衆衛生大学院は疫学、生物統計学、環境

衛生学、行動科学および医療管理学、医療

管理学、病院経営も含む医療管理学からな

る、5 つの柱を学ぶ大学院です。全米では

45大学に設置され、約 1万 1,000 人の入学

定員を擁する非常にメジャーな専攻分野で

す。そして、医療専門職に限らず、政策担

当者、法律の専門家、病院経営者、医療機

器メーカー、製薬会社の方も参加して、今

後の保健医療にまつわる問題をどうしたら

よいかみんなで議論する場です。 

私は 32 歳の時に東京大学の公衆衛生大

学院に入学し、この 1 年間が非常に勉強に

なりました。厚生労働省での仕事に役立っ

たのは、医師として現場経験と、公衆衛生

大学院で身に付けた知識と技術と断言でき

ます。 
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私が厚生労働省で医系技官として関わっ

た具体的な施策につて少し話します。保健

局ではレセプトデータベース（NDB）の活用

推進、診療報酬改定のための資料作りです。

まさに医療費 42 兆円の使い方をどうする

か、ということに関わる仕事です。どこに

お金を付けて、どこにお金を付けないか、

これは重要な仕事であり、厚労省の中でも

最も多忙な部署の 1 つである保険局医療課

のサポートもしてきました。医政局では遠

隔医療、医療情報分野の仕事を行いました。

厚生労働省内では、看護系技官でも医系技

官でも、医療現場を経験してきた人の意見

は非常に重視されます。 

具体的に何をするかというと、今日お配

りしたような資料を数多く作り、色々な人

に説明・納得してもらうための材料を集め

ます。厚労科研の研究班の先生方から情報

をもらい、出来上がった資料を持っていろ

んな人に説明して回ります。そして検討会

などの会議を開き、多くは公開の場で議論

し、多くの方が同意できるような案、つま

り落としどころを作る。これを繰り返し行

うのです。 

 

 

 

中医協で座長を務めた森田先生がおっ写

る通り、医療政策の現場ではタイムミリッ

トがあるため、全員の意見を聴取したり、

全員が納得するまで議論を尽くすほどの時

間は残念ながらありません。自分一人一人

が知恵を絞って、おのおのの立場でベスト

を尽くして情報を共有して、ディスカッシ

ョンし、妥当なある一つの結論を出さなく

てはなりません。また手元にある情報の中

から推計し、不確実性の下でも決断し前に

進むしかありません。そして、様々な立場・

意見がある中で、どのように意見を反映さ

せていくのか考えなければなりません。 

これから先、医療政策が重要な理由は 3

つです。 

 

 

 

人口減少で医療・社会保障の社会のあり

方が変わること、医療は規制産業であり、



- 144 - 

 

市場主義にのみ任せてしまったらうまくい

かない、厚生労働省などの公的機関の役割

は依然として大きいです。そして医療現場

で患者さんと実際に直面、ないしは保健の

現場で国民から直接声を聞いた方こそが制

度設計に関わり、現場の専門職や患者さん

を幸せにし、同時に持続可能となるような

制度を作らねばなりません。医療政策の現

場において、医療専門職の重要性は増すば

かりだと思ってます。 

 

 

 

医師は臨床をすることが本分である、と

時々言われます。医師が医療政策を含めた

公衆衛生を担うべきか、ということの答え

の 1つは、実は医師法の第 1 条にあります。

「医師は、医療及び保健指導を掌ることに

よって公衆衛生の向上及び増進に寄与し、

もつて国民の健康な生活を確保するものと

する」と明されています。保健師助産師看

護師法や、その他の専門職の職業にも同様

のことが記載されています。医師、看護師、

保健師にとってそして診療というのはあく

まで手段に過ぎない。その先には人々の健

康を担保するために、その活動はあるとい

うことが高らかに謳われています。 

最近の話だと、千葉大学教授である近藤

克則先生らは、笑う人と笑わない人の健康

度の差を調べています。研究の結果、ほぼ

毎日笑う人を 1.0 にすると、ほぼ笑わない

人は 1.78 倍健康度が低いことを明らかに

しています。日常に隠れた些細なコツみた

いなものが、実は健康とつながっていると

いうのが予防や保健活動のいいところで、

日々の行動を変化させることで日々との幸

せをつくることができる非常にチャンスに

満ちた分野だと思っています。 

 

 

 

最後にまとめます。解説ばかりしていて

も世の中 1 ミリも良くなりません。行動し

て解決をしようということ。そして、対立

して喧嘩しても良くなりません。我々は立

場を超えて、一蓮托生（いちれんたくしょ

う）であり、上手に合意形成をして前に進

みましょう。そして本講座のモットーは、

行動・実践するです。 

公衆衛生は実践技術の集まりです。役に

立つことに意味があります。身に付けた技

術、知識、知恵をどうやって世の中に余す

ことなく還元するかということが大事なの

ではないかと思っています。 

 以上をイントロダクションとしたいと思

います。私もこれから登壇される先生方の

お話を楽しみたいと思います。ご清聴あり

がとうございました。 
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※本稿では実践講座の研修内容を文章化し

ていますが、その一部は定義の説明が不十

分であったり、講師自身の解釈や意見が盛

り込まれている部分があります。内容はあ

くまで個人的な見解であり、各講師の所属

する組織・団体の見解を示すものではあり

ません。 
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「Public Health.実践講座」第 1回 
 

複眼的思考をつくる〜産婦人科×母×留学× 

パブリックセクター〜研修概要（平成 30 年 11月 6 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吉田穂波 

神奈川県立保健福祉大学 

ヘルスイノベーションスクール 

設置準備担当教授 

産婦人科医・医学博士 

 

 

資料２ 
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それでは、代わりまして吉田穂波がお話

しいたします。ほんとうに人の役に立ちた

くて吉村先生は働いてるんだなと、皆さん

感動を覚えたと思います。私も感動しまし

た。吉村先生が理論、大局を語ってくださ

ったので、私は自分の個人の実例、実践の

内容として、皆さんに複眼的視野、産婦人

科医と母と留学、パブリックセクター、そ

の全てから見てやっぱりパブリックヘルス

だねって思った経験をご紹介したいと思い

ます。 

 

 

 

 本日、私の今の仕事内容、それからなぜ

公衆衛生のキャリアにこれだけ目覚めて燃

えているのかということ、公衆衛生キャリ

アの可能性とその重要性、それから最後に

ワークライフバランスということも、ご紹

介したいと思います。 

まず、ハーバードの公衆衛生大学院に留

学したことについてお話しします。その当

時、平成 20(2008)年、まだ日本にはそんな

に公衆衛生大学院がありませんでした。医

者として病院の中で座っているだけじゃな

く、もっともっと役に立つ、もっともっと

患者さんたちのそばに行くような仕事がし

たい。そして、3人の子どもを育てながら、

ずっと四六時中病院勤務はできないけど、

それでも世の中の役に立つようなことがし

たいと思ったとき、たくさんの人に「公衆

衛生大学院がいいよ、MPH がいいよ」と勧

められました。患者さんのそばに 24 時間

365 日張り詰めてぼろ雑巾のようにずっと

ずっと働くことはできないけれども、現場

から離れていても患者さんの役に立つ人に

なる、それが私のハーバードの公衆衛生大

学院留学の目標でした。 

留学中は、アメリカで 4 人目を妊娠・出

産し、子育てもしていました。アメリカは、

医療レベルが高いと思っていましたが、そ

れは加入している医療保険の種類にもよる

ようです。私は無給というよりも学生です

から、全く無収入の状態でメディケイドと

いう生活保護のような福祉サービスを受け

て過ごしていました。医師は、私のメディ

ケイトの保険証を一目見るなり、さげすん

だような目をして、隣の患者さんに出して

いた薬を私には出せないとか、娘が熱で死

にそうな状態で救急にかかっていても、こ

の保険証ではどの治療もカバーできないな

どと言いました。私はアメリカに行って、

日本の国民皆保険のありがたみも感じまし

たし、これはおかしいなということもたく
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さん経験して帰ってきました。私には、子

供が 5 人いますが、子供たちからたくさん

のことを教えてもらっています。自分が弱

者であるということ、たくさんの人の助け

がなければ働けないということ、あとは子

どもを通じて 100 年後、200 年後の社会を

もっと良くしたいという思いがあります。

吉村先生が先ほど紹介してくださっていま

したが、「財政的幼児虐待」なんて許せませ

ん。長い目で見て、もっともっといい社会

にしたい、もっともっと生きやすい社会に

したいと思わせてくれるのも子どもたちの

おかげです。 

公衆衛生の面白い可能性というのをお示

ししたくて、1 つ例を持ってきました。皆

さんの記憶に新しいと思いますが、東日本

大震災についてです。これで私の人生が変

わりました。 

震災後、私は宮城県石巻市に駆け付けて、

産婦人科として何か手伝えることはないか

と思って被災地を回りましたが、医者がで

きることは何一つありませんでした。そこ

にいる人たちは被災者というかわいそうな

人ではなくて、普通の人間としての尊厳を

持った、災害前から、そしてこれからも日

常生活が続いていく、そういう普通の生活

支援が必要な人たちに、医者として何もで

きることがありませんでした。ずっと無力

感を抱きながら、色々な支援の調整などを

しながら、病院や避難所を訪ねて回りまし

た。このとき私がすごく公衆衛生の重要性

を感じたのは、病院の中だけで待っていて

は助けられない地域にいる人々の困難を見

たからです。私はもともと組織で働いてま

したので、自分 1 人では何も役に立たない

と思ってました。被災地の支援活動を通じ

て、病院で待っていてはいけない、もっと

もっとサービスを出前するような、アウト

リーチの姿勢で地域と共にやっていかなけ

れば、子どもや妊婦さん、赤ちゃんも助け

られないなと思いました。私はこのとき被

災直後に支援に行って、偉そうなことは何

も言えませんけれども、それならば平時か

ら、普通のときから、普段のときから地域

と一緒に人々のために住んで生きて、もっ

ともっと地をはうような形で住民の役に立

てる、そんな医者になりたいなと思いまし

た。    

 

 

 

避難所には妊婦さんはいないよと言われ

ていたにもかかわらず、私は現地でたくさ

んの妊婦さんを見付けました。このような

悲惨な状態、皆さんもご存じだと思います。

平時から災害のときに妊婦さんがどこに逃

げ込めばいいのか、災害のときに妊婦さん

や赤ちゃんをどうやって把握して安否確認

するのか、そういうシステムがないと気付

いた私は、このとき日本独特の災害対応に

ついて極端なマイノリティである妊産婦さ

んや赤ちゃんたちを諸外国よりも助けにく

い状況だということをこのときはじめて学

んだのです。私はこの被災地支援活動以降、、
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病院から飛び出して、妊婦さん、高齢者、

障害を持つ方など地域で配慮が必要な人た

ちを地域の絆の核になる存在として位置づ

け、災害時だけでなく平時から守るポジテ

ィブキャンペーンを、自治体と一緒に実施

してきました。        

その後、「災害時に次世代を守るためのツ

ール」として①あかちゃんとママを守る防

災ノート、②受援力のススメ、③大災害と

親子の心のケアー保健活動ロードマップな

どのパンフレットを作り啓発活動を行って

います。 

 

 

 

 

 

また、「避難所運営ゲーム HUG 災害時要配

慮者バージョン」を用いた研修を各地で行

ってきました。この研修で、妊婦さんたち

は、こんなに大変で、障害を持っている人

ってこんなふうに被災後の避難所では困難

にぶち当たるのだということを疑似体験す

ると、皆さん目からうろこが落ちたような、

180 度視点が変わるような、そういう体験

をしてくださいます。こうやって人々の啓

発、そしてやる気を引き出し、学びの場を

つくる、それも公衆衛生の大事な仕事だな

と思っています。 

 この「災害」、「子育て、子ども」という

キーワードで、地域の人たちの優しさや思

いやりを引き出せることが分かってきまし

た。「災害」、「子育て、子ども」、誰にでも

同じような接点を持つユニバーサルなキー

ワードですが、今まではそれがバラバラで

した。地域の中で、「災害」、「子育て、子ど

も」を守るというキーワードで働くことで、

私は病院の中で見付けられなかった地域の

人たちとの接点、そして地域の活性化に対

するヒントを見付けて、今の仕事をしてい

ます。 
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幸い、神奈川県は私のこのような気持ち

をくんでくれ、災害が起こってから妊婦さ

んを探し回るのではなく、平時から妊婦さ

ん自身でシステムに登録しておいていただ

き、災害のときは自然に情報が集まるよう

な仕組みをつくっています。 

 

 

 

 

ヘルスケア ICT システムという名の下に、

母子健康手帳を電子化して、学童手帳や「マ

イ ME-BYOカルテ」という健康記録用スマホ

アプリとつなげて、全妊婦さんが平時から

ご自分のデータ、健康診断のデータとか、

乳幼児健診、ワクチンのデータをバックア

ップできるような、そういうツールを作っ

ています。 

 

 

 

これは、災害時、電子母子手帳アプリと

紙の母子健康手帳とを併用することによっ

て、保健師や支援者が妊婦さんや障害を持

つ方を含め、支援が必要な人の所にすぐ駆

けつけられるシステムです。 

 

 

 

さらに、自治体職員だけでは限界があると
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いうことで、9 月には SNS と自治体システ

ム「マイ ME-BYO カルテ」との連携を始め、

災害のとき LINEを使って SOSが出せる仕組

みを打ち立てています。私は、今、公衆衛

生だからできる、公衆衛生にしかできない、

こういう働き方ができてすごく楽しいと感

じています。 

しかし、そもそも公衆衛生領域を目指す

前の私は、病院で普通に診療している診療

医でした。人生はたくさんの課題がありま

す。女性だけじゃなく、男性も多数のお手

玉を同時に回すような毎日で、仕事と家庭

と自分の時間と、いろいろと同時並行でこ

なす、そんな人生を皆さんも過ごしてらっ

しゃるかもしれません。そういう人にとっ

ても、公衆衛生は、大変ぴったりのキャリ

アだと思っています。私は以前、子どもも

好きで、仕事も楽しくて、なのにどうして

こんなに息苦しいんだろうという時期があ

り、強い憤りを感じていました。子育ても

して、仕事もして、自分を幸せにするには

どうしたらいいんだろう、その気持ちが私

の場合はロケットのジェット噴射の燃料の

ような形になって、ハーバード留学を実現

させてくれたと思っています。 

 

 

 

皆さんももしかしたら今の生き方の中で、

ちょっと何かもやもやし、やりたいのにで

きないとか、どうして自分じゃなくてあい

つが選ばれるんだとか、そういう悔しさを

感じたこともあるかもしれません。人には

見せたくないような、他人をうらやむ気持

ちとか、妬みとか、そういう気持ちが、実

は皆さんを向上させる燃料となるかもしれ

ません。私の場合、悔しさを燃料として、

見切り発車で留学準備を始めてから考え、

走り出してから考えるというエネルギーで

ハーバード留学を実現させました。 

 

 

 

この辺りは恐らく皆さんも先ほどの本を

読んでいただくと分かると思います。やり

たいことをやるためにどうやって優先順位

を付けるのか、ということについては多く

の本が出ていて、私も読み漁りました。 
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残り 5 分で私がぜひお伝えしたいと思う

のは、自分 1 人ではなく他の人も巻き込ん

で大きなことをする「受援力」という考え

方です。皆さんは個人でも大きな能力を持

ってらっしゃいますけれども、地域で、社

会で、もっともっとインパクトをもたらす、

影響力を持つ、もっともっとたくさんの人

の役に立つ、そういう仕事をするためには、

人のサポートも受ける、SOS を出す、人の

助けを得ることを良しとする、そういうマ

インドセットが必要だと思います。 

 

 

日本は身内というカテゴリーがとても狭

くて、SOS を出すハードルがとても高いと

いうことが国際比較からも分かっています。 

 

 

 

 

 

また、休むことに対する抵抗感がとても

強く、休むことは怠けているのではないか、
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甘えているのではないか、みっともないん

じゃないかと、拒否感を抱いてしまうとい

うことも分かっています。これからの日本

は、先ほど吉村先生のお話にもありました

とおり、どんどん人口が減っていきます。

どんどん縮小している国で、1 人が倒れて

もまだ次がいるから、代わりがいるから、

そういう働き方では社会システムを維持で

きません。一人一人が自分の能力、人生、

時間を大事にして、倒れないようにみんな

で支え合っていこうとすることが大切です。 

 

 

 

皆さんもご存じのとおり、15 歳から 35

歳の若い方の死因のナンバーワンが自殺で、

こんな国は他にはありません。諸外国では

若者の死因の一位が事故、つまり不慮の事

故、溺死、交通事故などです。きっと、自

殺する人たちは、生きるよりもつらいから

死を選んでしまうのでしょう。どこかで誰

かに助けを求めることができていれば、そ

れをどこかで誰かが受け止めることができ

ていれば、年間 2 万人の救える命があると

いうことに私は大きな課題感を感じていま

す。この受援力というのは、恐らくうつ予

防、虐待予防などとも根底では一緒なので

はないかと思っています。頼ることは相手

に対する最大の信頼の証、尊敬の証で、あ

なただから頼りたい、あなたのことをすご

く頼りにしているから相談したいとポジテ

ィブな捉え方をすれば、SOS を出しやすく

なります。そして、頼り合い、支え合うい

い循環が回っていけば、恐らく一人一人で

抱え込むよりはたくさんの人でもっと大き

なことができるのではないかなと思ってい

ます。頼ることは、尊敬の証でもあり、コ

ミュニケーションの一つにもなるのです。 

 

 

 

このことを私に教えてくれたのは、ドイツ

で初めての妊娠・出産をしたときです。周

りの同僚や助産師さんが、もじもじしてる

私にいろいろ助け船を出してくれました。

医師である私は、病気のことは分かるけど、

妊娠中の日常生活、妊婦さんの健康につい

ては全く知らなかったからです。そこで私

から周りにいろいろ相談することで、周囲

の人たちとの距離が近くなりました。そし

て、頼ることはコミュニケーションの一つ

なんだよ、会話のきっかけなんだよと教え

てくれたのは、ハーバードの友人たちでし

た。私は子ども 3 人を連れて、渡米当初は

髪を振り乱してキリキリと「話し掛けない

でオーラ」を振りまいてがり勉していたと
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思います。最初は一人で頑張っていました

が、アジア、アフリカ、いろいろな所から

来ている友達が、「このレポートの締切って

いつだっけ？」、「この課題の文字数制限は

いくつだっけ？」、「テストの過去問持って

る？」などなど、ほんとにちょっとしたこ

とを相談してくれたおかげで、すごく肩の

力が抜けました。それがきっかけで、一緒

に学び、今も続くような友達ができました。 

 

 

 

海外で学んだのは、とにかく、困ってる

人は助けを求めていいという動かざる原則

のようなものです。このことを私は海外の

人も話を聞いてくれるような所で発表しま

した。頼るのはちょっと躊躇するけれど、

人間は昔からコミュニティーに貢献して生

き延びてきた DNAを持っています。頼られ、

人にありがとうと言われるのは嬉しいので

す。 

 

 

ここまで、「ありがとう」と言いながら頼

り合いましょうという話をしてきました。

今日、皆さんがここに来てくださっている

その気持ち、熱意というものが削がれるこ

となく、どんどんどんどん広がっていけば

いいなと思っています。 

 

 

 

これが、受援力の発揮のための 3 つのス

テップです。頼むときは、相手の名前を呼

び、声をかけ、まず相手の都合を聞きます。

相談前と相談後にも相手への感謝の気持ち

を示し、気持ちを伝えます。私たちは小さ

い頃から人助けをすることはよいことだ、

としつけられてきましたけれども、人に頼

る練習は一回もしたことありません。 
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私は東日本大震災の後、使命感に駆られ

て被災地支援に行きましたが、そのとき何

もできず無力感にさいなまれて、結局バー

ンアウトしてしまいました。私はそれまで

自分のことを、ハーバードであんなに子育

てしながら頑張ってきた、図々しいやつだ

と思っていましたが、そんな私でも頼れな

かったのです。プロジェクトマネジメント

が大きくなり過ぎて、私でもつぶれてしま

ったのだから、もっと真面目で責任感が強

い方々は、一人ではうまくいかなかったと

きに、きっともっともっと自分を責めてお

られるんだろうなと思ったのです。そのよ

うな時こそ、この受援力が必要です。 

 

 

 

 

 

人に頼ることはすごく難しいけど、頼る

ことは頼られる相手の健康にも良いという

ことが分かっています。 

 

 

 

皆さんにも、頼りあって「うんうん」と

聞いてもらうだけですっきりし、頼ってく

れたことで「こんな私でもいいのかな。『教

えてくれる？』なんて頼ってくれるなんて」

なんて嬉しく思った経験があると思います。

今日、皆さんが頼られることの嬉しさを感

じてくださったのであれば、そのことで、

次に誰かに頼ることのハードルも、少しは

下がるのではないかなと思います。ポイン

トは、感謝をしながら、あなただから、あ

なたのことを尊重してるから、尊敬してる

から頼りたいという姿勢を示すことです。 
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そして、受援力、これはリーダーシップ

につながります。いろんな人に聞いてみる、

いろんな人に尋ねてみることで、皆さんは

組織をまたいで行ったり来たりできるリー

ダーになれると思います。 

これからは 1 つの組織の縦のリーダーでは

なく、教育とか医療とか保健とか地域とか、

いろいろな組織に接し、どこの人とも話が

できる全体を俯瞰できるリーダーが求めら

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、皆さんがつぶれないように、皆さ

んが自分の能力を発揮していただけるよう

に、ぜひこれからご活躍される皆さんには

この受援力という力を活かしていっていた

だければなと思っています。 
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※本稿では実践講座の研修内容を文章化し

ていますが、その一部は定義の説明が不十

分であったり、講師自身の解釈や意見が盛

り込まれている部分があります。内容はあ

くまで個人的な見解であり、各講師の所属

する組織・団体の見解を示すものではあり

ません。 
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「Public Health.実践講座」第 1回 
 

公衆衛生行政の実際―保健所の視点から研修概要

（平成 30年年 11 月 6 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久保秀一 

習志野保健所長（兼 健康危機対策監） 

 

資料３ 
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今日の私の目的は、ぜひぜひ皆さまに千

葉県職員として就職してくださいというこ

とをお伝えするために参っております。 

まず、私がどのような経緯で、今このよ

うな保健所勤務、公衆衛生の分野を仕事に

しているかところから話していこうと思い

ます。 

保健所とは日本独特です。千葉県内の保

健所は、全部で 16箇所、内訳は県内の保健

所が 13箇所、市型保健所が 3 箇所です。保

健所長野出身は、厚生労働省医系技官、東

京都庁出身の医師が多いです。他には、も

ともと公衆衛生専門でない医師も途中から

県の公衆衛生分野を担ってくださっている

方々もいます。 

 

 

 

私は基本、公衆衛生をやろうとは思って

いなかったです。大学卒業後、疫学分野の

基礎研究をしていましたが、生まれ育った

千葉県で社会学をやろうかなと考え千葉に

戻って 40歳から再スタートしました。そう、

私は転向組です。 

 

 

 

自分の生きてきた経験をどう生かすかが、

地方自治体に行って公衆衛生を楽しめるか

の分かれ目になると思います。私がいた研

究の世界というのは、1のことを 10に言う

世界です。オーバーに表現しないと評価さ

れない。そのオーバーに表現することの訓

練を受けていたので、公衆衛生で多くの人

の前で話す機会に役立ちました。基本的に

私たちに求められるのは浅くて広い知識で

す。公衆衛生は様々な課題がありますが、

必要になった時にどう勉強すれば良いのか

分かればよくて、また、基礎研究で論文を

読む訓練を受けていますので、この論文を

読めばいいという形で後から勉強すること

はできます。基本的に後になって勉強する

ことで、公衆衛生の分野は十分です。あと

は、分からないことは人に聞くことです。

だから、この分野については、誰に聞けば

いいのかが分かっていると、非常に仕事で

助かります。全部自分で知るってまず不可

能です。この話は誰に聞きましょうかって

いうことを知っとくのが大切になってきま

す。保健所長は、出身が様々です。それぞ

れの分野、深い分野も、浅い分野もある。

自分の経験を生かすことが一番早いと思っ
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ています。基本は、いろいろな経歴を公衆

衛生で生かしてほしいというのが 1 つ目の

メッセージになります。 

 

 

 

保健所の仕事は大きく分けて、健康危機

管理と健康寿命の延伸の 2 つです。まず健

康危機管理については、主には感染症、食

品衛生、精神保健です。特に精神保健は、

自傷・他害の方の措置入院というのがあり

ます。そして、健康寿命の延伸については、

2 つの意味ありがあります。一人一人の健

康寿命の延伸と医療費の適正化です。国家

財政、県の財政も破綻してしまうので、こ

の 2 つを一緒にやることが個人のためにも

国・県のためにもなります。 

 

 

 

健康危機管理の大きな課題として、災害医

療です。特に千葉市の場合、今後 30年以内、

震度 6 弱以上の地震の起こる確率がことし

85％と言われています。千葉県で働く方は、

病院で働く方、あるいは自治体で働く方含

めて、県内で大きな地震が起こったときど

うすればいいかというのが大きな課題にな

ろうかと思います。あと新感染症です。こ

れは新型インフルエンザの話です。場合に

よっての天然痘で、バイオテロの対象にな

るという話になっています。 

 

 

 

 

 

一つ目の災害医療についてです。DMATは、

災害現場、人の患者さんの一人一人の命を

救う第一線で働きます。 
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一方で、DMATが現場でその能力を最大限発

揮できるようにすることが行政の医者、あ

るいは保健師、薬剤師の役割です。災害現

場では、どこに DMATを出せば人の命を救え

るか、それ自体が分からない状況になりま

す。最適に DMATを配置することが最優先で

す。第 2に、DMATはどのように現場にどう

たどり着けばいいのか、道路情報や途中ガ

ソリンを入れられる場所など、ロジスティ

ック面の問題が出てきます。DMATが患者搬

送することもあります。ただ、100人、200

人という段階になると、バス、あるいはヘ

リコプターなどを手配しなければなりませ

ん。継続して活動ができるようにするため、

様々な情報をあるいはモノを手配する必要

があります。 

では、自治体で行なっている災害訓練の

例を一つご紹介します。行政、DMATおよび

災害拠点病院が協力して災害情報を集め、

DMATを最適に場所に配置する訓練が行われ

ました。日本医科大学千葉北総病院と印旛

保健所で行なった訓練では、ドクターヘリ

なども使って行われます。日本医科大学千

葉北総病院には、ドクターヘリを 6 基停め

られる場所があり、千葉県が災害にあった

場合は、全国からドクターヘリがここ集ま

ってくることになります。訓練では、院内

の大会議室で、病院の災害医療本部と保健

所の本部を両方設置しました。災害があれ

ば、印旛保健所の職員が日本医科大学千葉

北総病院に出向きて、そこで本部を立ち上

げます。広域災害救急医療情報システム

（EMIS）は、災害発生時に情報を効率的に

共有するため、厚生労働省が作ったクラウ

ド上に災害時病院の被災状況が一覧できる

システムで、訓練でも使用します。災害時

は、電話の故障や電話線が壊れたケースで

は、保健所の職員が現場に行って情報を聞

く、あるいは市町村の職員が行って、現場

に行って情報を聞くというような形で代行

入力をしたりします。 

 

 

 

ちょっと話は変わって感染症です。看護

学部で感染症の講義をするのに使っている

のは天然痘です。現在、全世界で撲滅、根

絶した唯一のウイルスが天然痘です。WHO

は、昭和 55(1980)年 5月に天然痘の世界根

絶宣言を行なっています。 
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天然痘の根絶、どのように根絶させたのか。

それは「天然痘の根絶作戦」です。 

 

 

 

天然痘はワクチンが効きますが、感染が広

がっている地域において 100％接種で対策

しようと思っても、結局 100％のワクチン

接種で根絶ができませんでした。そこで、

患者さんを見付け出して、患者さんの周辺

にワクチンを打っていくという作戦に変え

ました。このような方法を「サーベイラン

スと封じ込め作戦」といいます。 

 

 

 

 さて、今、グローバルな感染症の話をし

ていましたが、保健所の感染症対策ではど

のようなことをやっているのかというと、

基本全く同じことやっています。市町村で

100%の予防接種を目指し、保健所で患者を

見つけ出し、その周辺に感染症を封じ込め

ます。具体的には、患者さんを発見して、

その周りの人の健康観察、あるいは予防接

種、あるいは予防的に薬飲んで、発病を防

ぎます。グローバルな感染症予防と地域で

の対策方法は、全く同じことを実施してい

るということを分かってもらえればいいの

かなと思います。 

 

 

 

 

 

天然痘の根絶作戦の中で、2 つ非常に有

意義な発明があったというふうにいわれて

います。1 つは二又針です。誰にでも基本

的に使えます。もう 1 つは、冷蔵庫がいら

ないワクチンで、乾燥したまま世界中どこ

にでも持っていけました。現地で水を入れ
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れば、世界中どこででも使うことができま

した。つまり、フリーズドライのワクチン

と、この二又針、この 2 つの発見が非常に

大きく、効果的でした。公衆衛生では、基

本は誰でもどこでも使える物が非常に重要

になってきます。ワクチン接種では、道具

を使う複雑な接種方法でしたので、なかな

か世界中どこででもということができませ

んでした。 

 

 

 

平成 21（2009）年に新型インフルエンザ

が発生しています。重要な予防対策は、予

防接種、発熱をしたら休む、せきをしてい

るときはマスクをすることです。しかし、

新型インフルエンザにはワクチンがないの

で、発熱をしたら休むことと、せきをした

らマスクをするという単純なことが、感染

を広げる速度を大幅に遅くすることにつな

がります。こういう単純な 2 つのことをど

うやって県民の人、市民の人に伝えるかが

公衆衛生の大きな課題になってきます。 

 

 

いろいろな対策があるならば、優先順位を

付けて分かりやすく、分かりやすいメッセ

ージをどうのように伝えるかが地方自治体

で働く場合、大切になります。 

 

 

 

 

 

続いて、結核対策です。結核対策の問題

は、6 カ月間にわたって毎日薬を飲み続け

なくてはならないことです。実は、患者さ

ん自身、薬を飲み続けることはとても大変

です。吉村先生は、精神科医ですから分か

ると思います。精神科では、自傷・他害で

措置入院される方がいますが再発の方が多

いです。なぜ、再発するかというと、薬を
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みんな飲むのやめてしまうからです。薬を

いかに飲み続けることが大切かということ、

そしてその支援を保健所が担っています。 

結核対策における服薬支援には、「DOTS = 

Directly Observed Treatment , 

Short-course = 直接監視下短期化学療法」

というものがあります。 

 

 

結核対策を考える時、平成 6(1994)年 WHO

が打ち出した「効果的な結核対策のための

枠組み」と、そのブランド名である「DOTS

戦略」の理解が重要です。「DOTS 戦略」と

は、「結核対策への政府の取り組み」、「喀痰

塗抹検査による患者の早期発見」、「確認さ

れた喀痰塗抹陽性結核患者への直接監視下

療法」、「薬剤の安定供給システムの確立」、

「患者記録と報告体制に基づいた対策の監

督および評価」の 5 要素からなる包括的な

結核対策戦略です。 

 

 

 

結核の場合、昔は 2 年間ぐらい薬飲まなく

てはなりませんでしたが、今は半年に短縮

され、昔に比べたら短くなったということ

で ”Short-course”です。とはいえ、日本

国内、毎日全員の服薬管理できるかという

と実際できません。だから、Aランク、Bラ

ンク、C ランク、要するにリスク分けをし

てます。本当に支援が必要な方だけ、毎日

薬を飲むのを確認しています。 

 

 

 

 

患者さんは薬を飲まないことがよく起こ

ります。どう支えるかが課題になってきま

す。結核と精神科だけでなく、糖尿病の薬

も高血圧の薬も同じです。小児の喘息の薬

も発作を起こしてないと親御さんがなかな

か毎日薬を出すというのが難しい。薬を飲

んでいただくという単純な作業をどのよう

に実施してもらうかが公衆衛生、臨床では

ない、その周辺を支える私たちとしてはと

ても大切です。 
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ここでは、日本の結核の課題 3 つだけ覚

えておいていただきたいです。結核は、感

染症全部に通じますが、社会情勢と深く関

わっています。日本の結核の課題は大きく

3 つで、高齢者結核と、外国籍の結核と、

社会的弱者の結核です。 

まず、高齢者結核についてです。結核の

特徴として、いくら抗菌薬、抗生物質を飲

んでも、結核菌、体の中からゼロになるこ

とはありません。若いときに結核に感染し

た方がお年を召して、免疫力が低下した場

合、どうなるか。そこで結核を発病する。

それが今、日本のほとんどです。なので、

これからもし病院に勤めた場合、70歳以上

の方を見たら半分の人は結核菌が体の中に

あるというふうに思ってください。一番悲

惨な例は、産科医と助産師さんが結核を発

病したケースです。何万人いる世界だと 1

年に 1 人や 2 人、産婦人科系で発病される

方がいます。この場合、赤ちゃんが接触者

の対象になるので、何千という規模で接触

者検診の対象者が出る場合があります。 

 次に外国籍の結核についてです。今後、

外国人労働者が増えることが予想されます。

すでに、高まん延国から来る人たち、結核

が多い国から来る人たちが日本に来て発病

するケースが出てきています。20代の方に

限った場合は 50％以上の方が外国人の方で

す。日本の場合、高齢者結核が問題だとい

うふうに言いましたが、これ西ヨーロッパ

やアメリカ合衆国に行くと、移民の問題が

結核の問題になります。だから結核は、社

会情勢を非常に表しています。 

3つ目の社会的弱者の結核についてです。

都市部で多いのは社会的弱者の結核です。

ホームレスとか飯場労働者です。日本で一

番結核が多い都道府県は大阪の西成区です。 

 

 

最後に、吉村先生が話していた「医療費

適正化」につながる話をして終わりにしよ

うと思います。これをどのように現場で実

践するかという話です。 

 

 

 

 私も色々やりましたが、なかなか上手く

いきません。 

例えば、糖尿病患者への医療連携につい

て取り組みました。住民中心の医療という

ことで、かかりつけ医と専門医を結び付け、

かかりつけ医と専門医間の紹介、逆紹介し
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やすくしました。しかし、自分のところに

患者さんを集めたいということで、専門医

同士がライバル関係になり、失敗しました。 

また、うつ病患者への医療連携についても

取り組みました。内科医が診察し、精神科

へコンサルテーションが必要な場合は精神

科クリニックに紹介しましょうという連携

です。話自体は単純ですが、これも失敗で

した。失敗の理由は、私も精神科のクリニ

ックの実態知らなかったのですが、精神科

クリニックと精神科の病院で付属してるク

リニックとは全然患者さんが違ったからで

す。地域にある精神科クリニックは、比較

的症状が軽い人が多く受診しています。内

科医からすると、どのような症状の人が来

るか分からないから紹介を受けたくないと

思うようです。ということで、なかなか精

神科医の協力が得られなかったです。最終

的には、地域にある全部の精神科クリニッ

クの医師に「やります」、「やりません」を

聞きました。結果、「やります」と回答して

くれた医師は全体の半分でした。その時点

で私自身が異動になってしまい、途中で終

わってしまいました。面白かったのは、精

神科の病院のサテライトクリニックがあり、

そこはいくらでも患者さんを受け入れてく

れるといってくれました。ちょっと精神科

領域の特性がやりながら分かったというこ

とで、失敗しながら学んでくというのが実

際なのかなと思います。 

地域連携を実施していく中で、教訓とし

て、地域の状況をゆっくりと見て考える必

要があるということを学びました。また、

この地域だったらこの事業がふさわしいの

か、この事業が地域の中でできるのか、そ

の辺の見極めは一つ一つ行った地域で考え

なければいけないのかなと思います。そし

て、その地域にいて誰と話せばいいかをま

ず考えて、その人を見付けてから行動をし

ようと思っています。私たちは、基本的に

積極的でないとだめです。積極的で柔軟な

対応をしてくださる方をどう見つけるかが、

地域で成功するかしないかの分かれ道にな

ってきます。どうやってみんなに付いてき

ていただくかを考えなければいけなりませ

ん。 

 

 

 

色々実践している中で見つけた、地域医

療支援病院制度という制度があります。地

域医療支援病院制度とは、かかりつけ医と

中核病院の関係を深めましょうという形で

厚生労働省が考えた制度です。地域のかか

りつけ医が病院のストレッチャーを自由に

使ってもいいよとか、検査施設を自由に使

ってもいいなどと、オープン病院の考え方

に非常に近いです。習志野保健所は二次医

療圏で東葛南部です。東葛南部は、船橋、

市川、八千代、習志野、浦安、鎌ケ谷の 6

市で、人口 180 万ぐらいになります。ここ

の国民保険を対象にした糖尿病の重症化予

防をやりたいなと思っています。大学と地

域医療支援病院、かかりつけ医、この 3 者

をうまく結び付けられないか。さっき結核

のときいった、服薬支援ですね。患者さん
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にどうやって薬を飲み続けてもらうのかな

どを考えております。 

高度急性期、急性期、回復期、慢性期っ

ていう形で病床機能を分けて、地域で適正

な形でこれを持ってきましょうというのが

地域医療構想になります。各病院の能力を

100％活動させて、しかも効率良くっていう

ことは結果として患者さんのためにもなる。

そして、医療費も適正になるという 2 つの

ことを目標にしています。この事業はさっ

き言った 6 市の東葛南部という枠組みで今

やっています。これやっとスタートしたと

こで、これから頑張りましょうというとこ

ろになっております。 

 

 

 

最後に千葉県の宣伝です。もし行政来て

いただかなくても、千葉県内の病院で働い

ていただくと助かりますので、医師、看護

師、そして薬剤師、千葉県非常に少ないで

す。皆さまぜひ働いていただければと思い

ます。 

 

 

 

※本稿では実践講座の研修内容を文章化し

ていますが、その一部は定義の説明が不十

分であったり、講師自身の解釈や意見が盛

り込まれている部分があります。内容はあ

くまで個人的な見解であり、各講師の所属

する組織・団体の見解を示すものではあり

ません。 
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吉村健佑 

精神科医・医学博士・公衆衛生学修士 

千葉大学医学部附属病院 特任講師/産業医 

千葉県医療整備課 キャリアコーディネータ 

「Public Health.実践講座」第 2講 

イントロダクション      

 

Public Health.の展望職種と世代を超え未来

を拓く研修概要（平成 30 年 11月 29 日） 

資料４ 
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第２講である今回は、全体のテーマを

「Public Health.の展望」とし、「職種と世

代を超えて未来を拓く」というテーマにし

ました。今日の登壇者は、私に続き、現役

の厚生労働省看護系技官を務める中島千里

さんと、厚生労働省医系技官の先輩でもあ

り、現在千葉県病院局長の要職を務める矢

島鉄也先生の 3 名です。世代と職種を様々

に進めていきたいと思います。よろしくお

願いします。 

 

 

 

この講座は、昨年に続いて 2 回目です。

今年は、第 1 講、第 2 講と組みまして、前

回の第 1 講では、神奈川県立保健福祉大学

の教授 吉田穂波先生、習志野保健所長（兼）

健康危機対策監 久保秀一先生、本日の第 2

講では、中島千里先生、矢島鉄也先生、そ

して吉村という、この 5 名の講師で順番に

話をします。理屈や理論ではなく、主に実

務、実践として公衆衛生をどのように捉え、

どのように問題解決をしているか、に焦点

を当てています。日々、問題解決にあたっ

てる方たちの話を聞いてもらいたいと思い、

講師を組んでいます。 

 

 

 

では私のイントロダクションに入ります。

本日のテーマは、次の 3つです。1つ目は、

なぜ「働き方改革」なのか。2 つ目は我々

や医療現場は、この「働き方改革」にどう

対応したら良いのか。さらに、3 つ目は病

院の「かかり方改革」、これは国民側、医療

のユーザー側に目を移して、どのような変

化、行動変容があれば状況を乗り越えられ

るのかという 3点です。 

まず、1 つ目からお話しします。前回の

私の講義でも触れましたが、現在、日本の

財政状況は非常に厳しいです。その中、社

会保障として年金、医療、介護、福祉など

をカバーしなければなりません。この状況

を、どのようにしたら解決できるかという

話をしました。いわゆる 15 歳から 64 歳を

「生産年齢人口」というふうに呼んでいま

す。現在、自民党厚生労働部会長の小泉進

次郎議員は、この「生産年齢人口」の定義

は古いと指摘しています。今後、生産年齢
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人口」の定義は 18 歳から 75 歳などに変わ

るかもしれません。今後、生産年齢人口が

激烈に減っていく、かつ高齢者の増加の中

で、これまでどおりの働き方をしていたら

労働生産性が維持されない、産業が回らな

いという懸念があります。この事態に対し、

平成 29年 3月に安倍総理大臣を筆頭にした

「働き方改革実現会議」では、全ての分野

において「働き方改革」が必要であると決

議されています。「働き方改革実現会議」を

経て、働き方改革法が平成 30 年 6 月 29 日

に成立、同年 7月 8日に発布されました。8

つの法律が同時に改正され、労働基準法、

労働契約法など、働き方に関連する法案が

一気に改正されました。このように国を挙

げて「働き方改革」をしていこうという環

境が整いつつあります。 

 

 

 

では、実際、医療現場ではどのようのこ

とが起こっているのでしょうか。ニュース

でも取り上げられましたのでご存知の方も

多いと思いますので、1 つの事例として紹

介します。新潟市民病院で勤務されていた

後期研修医の木元文さんの過労死に関する

ニュースです。木元文さんは、過重労働が

原因で自殺されてしまいました。その背

景・経緯は、非常に胸を打つものがありま

したので、ご紹介します。 

 平成 28年 1月、新潟市民病院の後期研修

医だった木元文さん（37歳）が自殺されま

した報道によると、過労が原因とされてい

ます。高校卒業後、病院で看護助手をしな

がら勉強し 28 歳で新潟大学医学部から合

格通知が届きます。6年間で卒業し、2年間

の臨床研修を終えます。それで 36 歳です。

一般に臨床研修 2 年間は上に指導医がいる

ので、ある程度自分を守ってくれます。3

年目、この年が医師にとって厳しい時期に

なります。後期研修医と名は付いています

が、実際は一人前とみなされます。診断、

治療、患者さんへの説明、場合によっては

クレーム対応まで責任を持ってやらなくて

はいけません。加えて、医師というのは年

功序列の傾向が強いので、先輩の言うこと

は断りにくい。仕事は上から下に降りてが

ちです。これも全て勉強・研修だと位置づ

けられ、いろんな仕事を任されることにな

ります。 

具体的には、救急車が来たら対応する仕

事をされていたようです。平成 27年 4月に

着任した木元文さんは次第に過重労働にな

って、メンタルを病んでしまったのでしょ

う。翌平成 28 年 1 月 24 日の夜、旦那さん

行き先を伝えず、睡眠薬を持ち出ていきま

す。そこでお酒と睡眠薬を飲んで、亡くな

ってるところを翌日発見されるというのが

彼女の人生の幕引きです。非常に悲しい結

末ですよね。一連の状況から、新潟県警は

自殺と判断しています。彼女がどのくらい

時間外勤務をしてたかというと、残業時間

が最大で月 251 時間だったそうです。残業

時間が 251 時間ということは、1 日 8 時間

勤務し、プラス 1日 10時間の残業をするわ
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けです。つまり 9時から 17時までの通常勤

務を行い、その後 17時から翌朝 3 時まで残

業し帰宅します。帰宅後、食事、入浴、就

寝し、6 時間後の 9 時から通常勤務です。

それを 1 カ月続けます。残業時間は、平均

187 時間ということなので、ほとんど病院

に住んでる状態です。一時的にこのような

研修を積む時期も実際にはありますが、こ

の状況を「普通だ」という感覚が医師側に

もあると思います。このような状況に耐え

られる人もいれば、もちろんそうでない人

もいます。どのようにすれば、このような

悲しいことが起こらないで済むのか。私は

千葉大学医学部附属病院で産業医をしてい

ます。日本では、医師の過労死が年間数件

はあります。こういったケースが、国内で

２ヶ月に 1 回ぐらいは起こってるというの

が現実です。 

 

 

 

前回もお話ししたとおり、現在日本は、

医療費を抑制しなければならない、しかし

同時にサービスの質を下げることはできな

いという状況です。医療費は、「単価」×「数

量」によって計算されます。厚生労働省の

各部署がそれに対してさまざまな規制を掛

け、制御しようとしています。その中で、

提供する医師・看護師のあり方として「働

き方改革」というのがあります。冒頭でお

話しした「働き方改革実現会議」では、全

ての分野において「働き方改革」が必要で

あると決議されています。当然、医療現場

に対しても同様の働き方改革を実施しなけ

ればいけないということで立ち上がったの

が、この「新たな医療の在り方を踏まえた

医師・看護師等の働き方ビジョン検討会」

です。 

 

 

 

「新たな医療の在り方を踏まえた医師・

看護師等の働き方ビジョン検討会」では、

今までの働き方は個々人の自己犠牲によっ

て医療が成り立っており、また男性中心の

文化であったと指摘しています。これを見

直し、これからは患者さんを中心としたフ

ラットな協働や、自己犠牲を伴う伝統的な

労働慣行を是正しなければならないと提言

されました。そして、患者さん、家族や地

域社会の個別性・複雑性に対応した創造的

なサービスのデザインや、地域と住民が実

現すべきニーズ・費用対効果を判断しなが

ら主体的に設計など、病院側も変わらなけ

ればならないとしています。ただ、患者さ

ん側も医療の使い方、ユーザーとしても賢

い、効率良い使い方をしなければ医療は維

持できないということも話されました。さ
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らに、「新たな医療の在り方を踏まえた医

師・看護師等の働き方ビジョン検討会」の

開催後、「医師の働き方改革に関する検討会」

が作られました。 とりわけ医師の働き方

改革は病院の中で一番遅れています。看護

師、薬剤師などの専門職は医師に比べ近代

的な働き方してますが、医師だけ手付かず

でなかなか労務管理ができませんでした。 

 

 

 

この検討会の議論を追っていけば、おの

ずと他の専門職、病院全体の話が見えてき

ます。この検討会の構成員に千葉大学医学

部附属病院病院長の山本修一先生も含まれ

ています。 

 

 

 

日本は、諸外国に比べて医療提供体制や

医師の労働時間規制において特徴がありま

す。8 割の医師が勤務医であることは、諸

外国と異なる点です。前回詳しくお話した

通り、医療機関のフリーアクセス、国民皆

保険制度についても特徴的です。保険証を

持参すれば、どこの病院でも受診すること

ができます。平成 30年 4月から、大病院受

診時のみ選定療養として定額負担費 1 万円

の自己負担がかかることになりましたが、

まだフリーアクセスのままということにな

ります。 

 

 

 

そして、人口千人当たりの病床数は、アメ

リカ 2.8 床、イギリス 2.6 床に対し日本は

13.2 床、急性期病床についてもアメリカ

2.5 床、イギリス 2.3 床に対し日本は 7.9

床と、諸外国に比べ潤沢に有しています。

一方、病床百床当たりの看護師職員数が、

アメリカ 394.5 人、イギリス 302.7 人に対

し日本は 83.0人と少ない状況です。日本は、

諸外国に比べ、潤沢な病床数を有するも、

病床百床当たりの臨床看護師数が少ないと

いうことがわかっています。また、国民 1

人あたりの年間外来受診の回数においては、

アメリカ 4.0 回、イギリス 5.0 回に対し日

本は 12.7 回も外来に行くことがわかって

います。日本人は、平均月 1 回外来受診し

ます。諸外国に比べるととても多いことが

わかります。医療を求める人が多いにもか
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かわらず、その医療を支える人が少ないと

いうのが日本の特徴です。 

働き方改革への影響は、全ての国民、医

療の特徴とリンクしています。前回もお示

しした日本の医療の特徴は、国民皆保険、

フリーアクセス、開業・標榜の自由、民間

医療中心の医療提供体制の 4つです。 

 

 

 

日本は、国民皆保険で全員保険証持って

いますので、国民はわずかな自己負担で医

療というサービスを受けることができます。

昭和 45(1970)年代のいわゆる老人医療の無

料化政策により医療というのは無料だとい

う認識が根付いてしまい、結果的に、なか

なか自己負担の割合を上げることができな

くなりました。さらにフリーアクセスに加

え、医師法 19 条（応招義務）「正当な事由

がなければ患者さんからの診療の求めを拒

んではいけない」と明記されており、医師

は原則として求められれば診療しなくては

なりません。どこまでが医師の責任の範囲

なのか、今後は応招義務を医師個人に課す

のではなく、チームや病院に課すように解

釈を変えていく必要があります。 

そして、医師は医師法により開業・標榜

の自由が保証されています。これはかなり

強い医師側の権利です。どこで開業しても、

何科を標榜しても原則として自由です。一

方で、医師の地域偏在、診療科偏在を引き

起こす要因になっています。かつ、民間医

療機関中心の医療提供体制により、ハイリ

スクだから、不採算の部門だからという理

由により、病院の診療科が閉鎖されてしま

います。そうすると、地域の医療計画がで

きない、進められない状況となってしまい

ます。これらを見直さない限り「働き方改

革」は進みませんし、進めるためには医療

の全ての特徴を根本から見直さなければな

りません。 

 

 

 

では、次に我々はどうしたら良いのでし

ょうか。「医師の働き方改革に関する検討会」

では、医師の労働時間短縮に向けた緊急的

な取り組みとして 6 個項目を挙げています。

医師の労働時間の管理、36協定（正しくは

「時間外・休日労働に関する協定届」）等の

自己点検、既存の産業保健の仕組みの活用、

タスク・シフティングの推進、女性医師等

に対する支援、医師の労働時間短縮に向け

た取り組みの 6 つです。ただ、この取り組

みは 1つ目からして大変困難です。 

まず、医師の労働時間管理についてです。

例えば、これは医師の「労働」と「自己研

鑽」を識別しなくてはなりません。看護師
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もそうですが、診療などの通常業務に加え、

論文を調べたり、ガイドラインを調べたり、

場合によっては、今度英語で発表があるか

らと、英語の練習をしたりしています。通

常の職種とは裁量権も違います。どこまで

が自己研鑽で、どこまでが業務内で、どこ

からが業務外なのかということを、一定の

ラインを引く仕事をこの会議で行なってい

ます。 

 

 

 

大学院の受験準備は業務の範囲なのか、

臨床研究は業務の範囲なのかなど、一個一

個確認しています。今のところ考え方のポ

イントとしては、上司の指示があれば業務

内、上司の指示がなければ業務外というの

が一つの整理の方法になっています。今年

度中に、全ての医師の業務を洗い出し、業

務内と業務外、色分けする作業をやること

になっています。かなり大変な作業だと思

います。 

平成 31年 4月から働き方改革関連法が施

行され、全ての医療機関に時間外労働の上

限規制が導入、年次有給休暇の着実な取得

が進められます。しかし、医師は、医師法

による応招義務があり齟齬（そご）が生じ

てしまうことから、令和 6(2024) 年まで 5

年間の猶予を取りました。徐々に現場も変

わっていこうということです。とはいえ、

医師以外の職種は法の適用を受けますので、

平成 31年 4月以降、医療現場が変わること

になります。 

そして、36 協定というものがあります。

これは、労働基準法第 36条に基づく労使協

定ですが、医師の世界ではこういった知識

が浸透していませんでした。 

医療職の「働き方改革」には、既存の産

業医の活用が必要です。全国に約 9‐10 万

人の産業医の資格保有者がいますが、医療

機関においては、必ずしも労務管理を行な

えていませんでした。その理由は、労務管

理してしまうと、長時間におよぶ残業時間

が数字で見えてしまい、同時に対策を迫ら

れます。そもそも産業医が十分に機能して

いる病院が少なく、診療の医師が兼任して

おり、十分な活動時間がとれないなど、実

際のところは産業保健活動がされていなか

ったという病院が多くあるようです。 

議論されてるのが連続勤務や、勤務間の

インターバルについて、諸外国のルールで

は、多くは勤務が明けたら最低 11時間は空

けなければなりません。平成 29 年度に厚生

労働省が調査した「最短の勤務間インター

バルの状況」（勤務割上の最短時間）では、

9 時間未満が 23.1％いて、9 時間〜11 時間

が 11.7％、11時間以上が 65.3％でした。 
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一方、実際の最短時間を調査すると、11時

間以上と申告してる人の半分以上は、実際

は 9 時間未満で働いていていることがわか

りました。つまり連続労働・過重労働にな

ってわけです。実際の医師の業務量を把握

しなければなりません。 

 

 

 

人間は、睡眠時間が短いと死亡率が高くな

ると言われて、この資料では睡眠時間 6.5

時間から 7.4 時間が死亡の危険率が一番低

くなっています。面白いのは、個々人の健

康状態はわかりませんが、長すぎる睡眠も

良くないと出ていることです。 

時間管理の他にもまだやることはたくさ

んあります。各医療機関は医師の業務負担

軽減、他職種へタスクシフティング、業務

の移管を推進が求められています。 

 

 

 

特に看護師については、看護師の特定行

為の範囲を厚生労働省が定めていますが、

その範囲を拡大して看護師の業務範囲を広

げる必要があります。医師業務のタスク・

シフティングには、看護師含め他職種の業

務範囲の拡大が必要です。 

 

 

 

こちらも注目されていますが、女性医師

に対する支援についてです。女性医師の休

職・離職の理由では、出産・子育てが多く

の理由を占めることがわかっています。実

際、出産、子育てによって女性が休職・離

職しなければならない職場環境になってし

まっています。女性医師が働きやすい環境

づくりについて、支援方法も含め真剣に議

論され始めています。 
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看護師は女性が多いですので、看護師に

ついては女性の働き方についてかなり前か

ら取り組んでいます。女性の働き方に対す

る専門的な知見を持った専門家もいます。

医師についてはそのような専門家はほとん

どいない状況です。 

 

 

 

平成 30年 5月の未来都市会議の資料によ

ると、「医療介護分野における生産性向上に

向けた当面の取組」について、働き方改革

に資するような機器の開発などについて提

案されました。このような方針を立てるの

はこれまでになかった文脈です。イノベー

ションは働き方改革につなげるべきという

考え方です。 

最後に病院の「かかり方改革」をお話し

してまとめます。 

先ほどお示しした通り、日本人の年間外

来受診率は一人当たり 12.7 回/年と、諸外

国に比べて非常に多い。医療法第 6 条の 2

第 3 項では「医療を適切に受けるよう努め

なければならない」と国民の責務として明

記されています。つまりこれは、フリーア

クセスに対する抑制を示唆しています。 

 

 

 

では、国民が適切に病院かかるようにす

るためにはどうすれば良いのか。いくつか

ご紹介します。 

 

 

 

病院のかかり方について正しい知識を普

及させなくてはならない一方で、そのやり

方についてもやせ我慢をして具合悪くなっ

てしまっても良くないということで、どの

ようなタイミングで病院にかかればいいの

か、賢い病院のかかり方についてみんなに

普及させようという趣旨のもと、厚生労働
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省は「上手な医療のかかり方懇談会」立ち

上げました。この懇談会は、かなりエッジ

の効いたメンバーが集められています。こ

のように厚生労働省も最近面白いメンバー

を入れて、患者さんの普及啓発に努めてい

ます。医療のかかり方については、国民の

理解が必要です。病院側がいくら体制を変

えても、国民の意識や行動が変わらなけれ

ばいつまで経っても過重労働は是正されま

せん。 

 

 

 

医療のかかり方について、医療費を抑制

しよう、賢く病院にかかりましょうと、昔

から訴えている方々がいます。それは、保

険者といわれ、医療のお金を払ってる人た

ちです。財源は限られてるのに、フリーア

クセスで病院を受診されては、保険料もあ

げるしかありません。支払いが増えて仕方

がないので、保険者は余分な医療を減らし

ましょう、医療費減らしましょうと、以前

から取り組んでいます。これらのキャンペ

ーンをもう少しわかりやすいように見直し

て、国民全体に普及して、医療を安全にか

つ効率良く使う取り組みが始まりました。  

都道府県などの自治体では、医療を守る

ために夜間のコンビニ受診をやめましょう、

地域医療を守り育てるための「かきくけこ」

活動など、地域医療の上手なかかり方を啓

蒙しています。 

子ども医療電話相談事業（＃8000）はご

存知でしょうか。子供の体調が悪くなった

ら、救急車呼ぶ前、病院駆け込む前に、小

児科専門医に問い合わせをすることができ

ます。一般的に病院に行く必要がある状態

なのか、そうでないかを一般論として説明

してくれます。個別の状況の診断や治療は

行いませんが、健康相談という枠組みの中

で情報提供すると、安心して病院にかから

ず、そのまま親御への負担も減らすことも

できます。 

 

 

 

#8000を設置し、相談件数は増えています。

国は国民に対し、自助努力を行って冷静に

合理的に病院にかかるよう呼びかけていま

す。 
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アメリカの内科専門医認定協議会では、

Choosing Wisely というキャンペーンをや

っています。日本でも医師の徳田安春先生

達を中心に実施されています。例えば、頭

打ったときにすぐ CT検査、急性腰症（つま

り、ぎっくり腰）で腰椎の X線検査などは、

実は診断に寄与しないことがわかっており、

根拠に基づいた検査を実施しましょうと活

動しています。 

 

 

 

 

 

最後に今日のまとめです。病院経営とい

う観点、ないしは医療機関の持続という観

点で「働き方改革」を見てきました。「働き

方改革」を重視する根拠は、もちろん法令

順守ですが、それだけではありません。労

働生産性を上げることも同時に進めつつ効

率化を図ることで、長期的には残業時間が

が減り、離職率も下がる、ないしはその病

院の評判が上がる、いい人材も集まるなど

の利点があります。ただし、単純に一人一

人の働く時間が短くなり過ぎると、病院経

営側の懸念として今までよりも多くの人を

雇用しなきゃいけないのではないか、人件

費が増えるのではないか、病院の収益が減

るのではないかという事も考えられます。  

前回も触れましたが、この講座の目的は、

一人一人が行動を変えよう、物事を解決し

ていこう、というのが私からの今日のメッ

セージです。その点から、今日の講師陣の

講座を聴きたいと思います。ご清聴ありが

とうございました。 

 

※本稿では実践講座の研修内容を文章化し

ていますが、その一部は定義の説明が不十

分であったり、講師自身の解釈や意見が盛

り込まれている部分があります。内容はあ

くまで個人的な見解であり、各講師の所属

する組織・団体の見解を示すものではあり

ません。 
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「Public Health.実践講座」第 2回 
 

 

      

公衆衛生行政の経験から感じた醍醐味〜保健師の立 

場から〜研修概要（平成 30年 11月 29日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 
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中島千里 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

 

 

 

 

初めましての方が多いかもしれません。

現在私は、厚生労働省 子ども家庭局母子保

健課で勤務しております中島と申します。

ここでいきなり PRですが「すこりん」をご

存知でしょうか。皆さん「マタニティーマ

ーク」は知っていますよね。マタニティー

マークは結構有名ですが、この他、様々な

事業に関連する情報を発信し、啓発などを

行なっています。 

 

 

 

 

私は、看護学部を卒業後、平成 22年度に横

浜市に入庁し子ども家庭支援課、その後精

神保健福祉センター救急医療係に配属され

ました。横浜市内での母子保健、精神保健

分野を経て、人事交流にて現職に至ってい

ます。 
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自治体の保健師がどのような仕事をして

いるのか具体的なイメージが湧かないかも

しれません。医療機関で勤務する看護師は、

急性期、慢性期など医療行為が必要な方を

対象にしていることが多いと思いますが、

自治体では、予防や啓発、地域の中で生活

する上で心配な方に目を配り生活を継続し

てもらえるようサポートしたりしています。

例えば、こども家庭支援課では児童虐待の

リスクがあるような方とも関わります。今

年 6 月の目黒の女の子が虐待で亡くなりニ

ュースで取り上げられていましたが、類似

するケースを実際に自分が目の前で関わる

ということです。一人ひとりのケースを通

して、医療機関、児童相談所などの関係機

関と連携する経験をしてきました。その後、

精神保健福祉センター救急医療係へ異動し

ます。一般的な救急対応だと 119 番を押す

と救急車が到着し、適切な医療機関に搬送

してもらえる制度がありますが、精神科医

療の場合は今までの歴史背景もあり、少し

異なります。精神科医療における救急対応

の区分などについては決められていますが、

具体的にどのように医療システムを整理す

るか、そのシステムを使いやすくするかは、

行政の役割になっています。精神科医療に

は措置入院という独特な入院があります。

一般的な入院と同じで病院に入院するので

すが、この措置入院は、行政の命令に基づ

いて入院していただく制度です。 

 

 

 

措置解除（退院）の決定を都道府県知事が

行っていますが、自治体によってどのよう

に異なるのかを知るため学会に参加したり

しました。その結果、自治体によって精神

科医療を取り巻く状況が大きく異なること

いうことがわかりました。 

 

 

 

この資料は少し古いですが、現在の傾向と

あまり変わっていないと思います。措置入

院に至るには、一般的にはまず警察官から

の通報、次に警察官による通報を契機とし

た精神保健指定医の診察、精神保健指定医

の判断により措置入院となります。警察官

からの通報件数（人口 10万人対）だけを見

てもその数は全国でバラバラです。私は、

岐阜県出身ですが、岐阜県は他の市町村に

比べて警察官からの通報が多く、措置入院

に至った方がわずかです。地域によって全
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く状況が異なることがわかります。 

 

 

吉村先生の話の中にもありましたが、市町

村によって精神病床数（人口 10万人対）も

異なります。精神科だけを見ても地域格差

が生じています。よく西高東低と言われま

すが、病床にも同じように格差があります。

精神医療は、独特な歴史があり、昔から都

会ではなく田舎のほうに患者さんを入院さ

せよう、そこに押し込めようというような

背景が影響しているのではないかなと思い

ます。 

 

 

 

また、吉村先生も取得されている精神保健

指定医の医師数も地域格差があります。 

 

 

 

横浜市が抱える格差もいろいろあります。

横浜市の場合、病床がとても少なく、医師

数も多くないという限られた資源の中で、

どのように医療機関に協力してもらいなが

ら、患者さんを受け入れてもらえるのか。

つまり、病院としては救急、夜間救急とい

うのは採算が合わない部門であり、特に精

神科医療については採算が合わない部門と

いうことで、あまり引き受けたくないとい

うのが本音です。そのような状況の中、市

民のニーズを確保していくためには、医療

機関のスタッフに理解いただき協力いただ

かなければ医療システムは回っていきませ

ん。ひと、もの、かねという資源の地域格

差がある中、限られた資源をどのように組

み合わせていけば良いのかを考えています。

例えば、医療費の単価は、診療報酬の制度

の中で決まっていますが、精神科救急医療

システムでは、委託料を 1日 10 万円、ある

いは 1 日 5 万円にするなどの具体的な内容

については、行政と医療機関で話し合い折

り合いをつけて決めています。このような

医療制度を取り巻くシステムを考えながら、

仕事をしていました。 
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私は可能であれば、単にシステムを作り入

院しやすい環境をつくるだけではなく、ど

のような経緯があって入院されることにな

ったのか、入院後状態が良くなられたのか、

最終的にその入院がご本人の生活にとって

プラスになったのかどうかということを大

事にしたいと考えていました。当時、リス

トカットを繰り返し毎回入院している方が

いましたが、入院という対応がその方にと

ってプラスになっているのかという点は非

常に重要だと思います。実際はなかなかで

きませんでしたが、個別のケースでの振り

返りや、地域単位でどのように動いている

のか、また関連する統計データなどからも

情報を収集し実情を把握していくことは必

要です。 

 

 

 

 

 

私は現在、看護系技官という職種で働い

ていますが、ほとんどが総合職、一般職と

いわれる事務系の方々で、専門的な部署に

は医系技官、看護系技官含む、専門官が配

置されます。また、自治体、民間企業、団

体など、様々な機関からの人事交流もあり

ます。看護でいうと、地方厚生局なども含

め 80人程の方が在籍され、そのうち本省に

は半分程度配属しています。私の入省時の

研修では、自治体や病院から来ている保健

師、助産師、看護師 20名ほど参加し、その

ほとんどが外部から来た方々でした。生労

働省はそうして成り立っているような場所

です。 

 

 

厚生労働省勤務は 2 年目ですが、厚生労働

省での仕事の特徴は、影響が大きいことと

感じています。横浜市は人口約 370 万人で

国内では規模の大きい自治体ですが、厚生
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労働省となるとその規模はさらに大きくな

ります。厚生労働省の仕事は、将来的な国

の施策の方向性等にも関わることができ、

非常に面白い仕事です。入省後のオリエン

テーションで配布された資料に、看護系技

官に求められる能力として、熱意、気概、

精神力などと明記されていましたが、当時

の上司からは「寝る時間と食べる時間は自

分で確保するように」ともアドバイスを受

けました。多くの業務の中から優先順位を

つけて何を解決したら良いか、周りとコミ

ュニケーション取りながら取り組んでいき

ます。非常に厳しい環境でありますが、チ

ャンスがあればぜひ公衆衛生行政にチャレ

ンジしてほしいです。 

ここからは、現在在籍する母子保健課で

の話をしたいと思います。母子保健分野で

象徴的なのは母子健康手帳かと思います。

昭和 17(1942)年に妊産婦手帳制度がはじま

りました。母子保健の変遷を辿ると、乳児

死亡率・妊産婦死亡率の改善に力を入れ、

安全に妊娠出産を迎えることに注力されて

いました。その後、予防接種法や児童福祉

法を含む様々な法律が施行され制度が充実

してきました。 

 

 

 

 

 

平成 2(1990)年以降は、少子化対策、最近

では、児童虐待も重要な社会問題の一つに

なっています。 

 

 

 

冒頭にお話しさせていただきました「すこ

りん」は、健やか親子 21（第 2 次）のシン

ボルマークですが、ぜひ皆さんにも知って

おいて欲しいと思います。 
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10 年後に目指す姿として「すべての子ども

が健やかに育つ社会」を実現していくこと

です。この理念には、反対する人はいない

と思います。素晴らしい理念ですが、この

理念を社会で実現していくには、何が必要

で、どのように実践するのかなど、より具

体的に考えるのが私の仕事です。健やか親

子 21 第１次では、74 項目のうち、約 8 割

が改善しています。新生児死亡率や、10代

の喫煙などはだいぶ減ってきています。一

方で、変化がない指標や、悪化している指

標もあります。日本は、低出生体重児が非

常に多いこと、10代の自殺が非常に多いと

いう課題があります。 

 

 

 

また、円滑に事業を進めていくための官庁

間の連携はとても大切です。連携という視

点では、自治体とか、企業などを巻き込み

ながら解決していく姿勢が大切です。 

例えば、低出生体重児の問題では、様々

な背景があります。現在でも、「小さく産ん

で大きく育てる」ということを聞くことも

あり、妊娠中にあまり太りたくないという

女性も多いのではないかと思います。正し

い情報の発信、知識の啓発をどのように実

施するかが重要です。また、将来的に予想

される課題に向けて、先手先手で調査研究

を実施していく必要もあります。自治体間、

医療機関間におけるサービスの標準化を行

い全体レベルの底上げを図ることもありま

す。正しい情報の発信や周知はとても大事

なことです。厚生労働省では、上手な医療

のかかり方を広めるための懇談会後、構成

員のデーモン閣下が、先程の子ども医療電

話相談事業（＃8000）の広報をされました

が、発信力のある方が広報することでマス

コミが取り上げてくれます。マスコミに取

り上げてもらうことで、今まで子供の健康

に関心が無かった方、そもそも子ども医療

電話相談事業（＃8000）を知らなかった方

に情報を届けることができたのではないか

と思います。医療関係者や専門家にとって

は、知っていて当然、実施していて当然と

思うことも一般的には知られていないこと

があるのも事実です。マスコミの力は大き

いと思いますし、どのように発信、啓発し

ていくか工夫が必要です。さらに、学会、

各専門団体、関係機関、企業などをどう巻

き込みながら流れを作っていけるかを日々

考えつつ仕事をしています。 

 

 

 

こちらは健やか親子 21（第 2 次）推進・

連携体制イメージ図です。イメージ図では、

行政関係者や専門団体、企業を含む推進協
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議会など多くの方々と共に意識を共有し、

理念を達成していこうと考えています。 

 

 

 

冒頭でも話しましたが、マタニティマーク

についてみなさんご存知ですよね。私は担

当になるまで詳しく知らなかったのですが、

政府の取り組みとしては成功事例だと思い

ます。マタニティマークの普及にはほとん

どお金がかかっていないというのが現状で

す。あわせてこちらもご紹介します。これ

には、マタニティマークの右側に「思いや

りのある行動をお願いします」と表記され

ています。マタニティマークは、どうして

も席譲ってくださいマークと思われがちで、

マークを付けているだけでマタハラ（マタ

ニティーハラスメント）の対象になりやす

い現状がありますが、正しい知識の啓発を

通して妊婦さんが過ごしやすい生活環境を

整えていくことが大事です。少なからず、

マタニティマークが無かった 10 年前に比

べると、妊婦さんに対し温かい社会環境が

醸成されていると個人的には思っています。 

 

 

 

そして、これは「愛の鞭（むち）ゼロ作戦」

といいますが、皆さんご存知でしょうか。

「愛の鞭（むち）ゼロ作戦」は、体罰によ

らない育児を推進することを啓発するため

に作成されたものです。 

 

 

 

政府による児童虐待の緊急対策に関する検

討会で今後の方針とともに正しい情報を発

信し、知識を啓発するキャンペーンを国が

率先して行うことが大事だと改めて確認さ

れました。この「愛の鞭（むち）ゼロ作戦」

の使用を推奨し浸透し始めたところです。 

そして、情報の発信や知識の啓発における

企業やメディアの力はとても大きいです。

最近は、厚生労働省もタイアップというの

をしています。ドラマ、映画、キャラクタ

ーとタイアップして啓発をしています。「鷹

の爪団」については、YouTube で動画が流
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れているので、健康に関心がないような人

にも見ていただけたらと思っています。育

児中孤独を感じることがあるお母さんへの

メッセージ、また産後うつや、喫煙、受動

喫煙についてなどに関する啓発を行ってい

ます。 

 

 

 

さらに現在、厚生労働省では、「健康寿命延

伸に向けたデータヘルス改革」の一部とし

て乳幼児期・学童期の健康情報等の健康情

報の一元管理の検討をしています。ただ、

学童期における健康情報となると、文部科

学省との連携が不可欠です。乳幼児期と学

童期における健康情報をつなぐことで、将

来的により質の高いサービス環境が整えら

れると考えています。例えば、自分の出生

時体重や乳幼児期の成長・発育過程、予防

接種の接種履歴を知ることもできますし、

母子健康手帳が手元になく直ぐに確認でき

ない時にも活用が可能です。今後は、デー

タとして記録を残していくことも必要では

ないかと考えられています。 

 

 

 

法律で自治体による乳幼児健康診査の実施

が定められていますが、細かい項目やデー

タの記録方法、管理方法は自治体ごとに

様々です、乳幼児期・学童期の健康情報の

一元管理を進めていくには、データ化する

項目の選定、記録方法の統一化などを含め

整備しなければならないことがたくさんあ

ります。 

 

 

 

吉村先生も触れられていましたが、未来投

資戦略等の政府の大きな方針に記載される

ことで予算要求の根拠になります。母子保

健分野におけるデータヘルス事業では、平

成 32年度より、マイナーポータルを通じて

本人等へのデータの提供を目指しています。

文部科学省と協力し、課題を整理し、どの

ように解決していくかについてコミュニケ

ーションを図っています。 
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少し話が変わりますが、現在推測されてい

る令和 22(2040)年までの人口構造の変化で

は、令和 7(2025) 年にかけて高齢者人口は

急激に増加するものの、令和 7(2025) 年以

降は緩やかな増加へ切り替わり、生産年齢

人口の減少がより加速するといわれていま

す。 

 

 

 

最近では、「成育」という概念も出てきてい

ます。 

 

 

 

平成 30年度概算要求の主な事項（健康寿命

の延伸）には、重点取組分野の一つに「次

世代の健やかな生活習慣形成等」が明記さ

れています。「成育」という概念を軸にする

と次世代の健やかな生活習慣を形成できる

環境の整備に力を入れることも、これから

の日本に重要であると考えられ始めたこと

がわかります。 

 

 

 

私自身、大学の授業の中で、厚生労働省

で働く先輩の存在を知り、行政保健師とし

て横浜市に就職しました。私は横浜市に就

職しましたが、自分が就職した自治体や病

院の中で過ごすことが多いこと、そしてそ

の環境の中での「当たり前」が増えてくる

ことを知りました。少し視線を外に向け、

学会などの様々な交流の場で他の自治体の

方や立場が違う方と話し、たくさんの刺激
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をいただくことができました。横浜市では

当然のことも、他の自治体では当たり前で

はないことがとてもたくさんあります。精

神科救急医療の部署にはもともと保健師の

配置がなく、保健師としての役割が明確に

確立されていない中での異動でした。精神

保健福祉センターでは、世の中の動きと、

法律、制度に始まり国の予算が常に連動し

ていること、ルールを変えるにはルールを

知っていることが大事だということなど、

多くを勉強しました。横浜市では 28歳から

受けられる昇任試験があり、私は入庁 7 年

目に受けました。挑戦してみたところ、係

長に昇進することとなり、厚生労働省に人

事交流で派遣されることになりました。厚

生労働省では、大学の先輩方含め多くの

方々との出会いがありました。皆さんに後

押しされ、また仕事の方法を学び、自分は

何ができるのか、何が面白いのか、何が自

分に合うのかなどいろいろ考える機会をい

ただきました。 

 

私は、保健師として自治体と国の立場を

経験することができました。医療機関でも

同じですが、それぞれの立場、それぞれの

フェーズがあり、役割も違えば皆が同じこ

とをできるわけではありません。多くの方

を導くような方もいれば、地道に課題を解

決していく方もいます。でも、自分が何を

するとこの世の中が上手く回ることができ

るのかについて常に考えていかなければな

らないと思います。そして、政策や制度の

方向性と、現場で必要なことが必ずしも一

致しているわけではありません。政策や制

度と現場の中間にいる私たちは、現場の

方々にいかに必要だと思ってもらえるよう

に丁寧にその説明をしていく役割を担って

います。 

 

 

 

職種はさておき、仕事、社会というのは多

くの人によって動いているということを

日々実感しています。ここに皆さんが集ま

ってくださっていることにも繋がりを感じ

ますし、様々な方々と繋がることで今の仕

事にとても生きていると感じています。 

また、課題というのは現場に落ちており、

その課題を収集しきれていないと常日頃思

っています。今後さらに、山積する課題を

いかにまとめて整理し、見える化できるこ

とが必要です。限られた資源の中で効率的

に効果的に実践していけるかが公衆衛生の

中で最も大事なことだと思います。 

最後に、学生時代に経験したことや人と

の繋がりは、今後とても大事になると思い

ます。学生生活を楽しみつつ、ちょっとだ

け将来のことも考えるとき、私の経験が少

しでも皆さんの参考になれば嬉しいです。 
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※本稿では実践講座の研修内容を文章化し

ていますが、その一部は定義の説明が不十

分であったり、講師自身の解釈や意見が盛

り込まれている部分があります。内容はあ

くまで個人的な見解であり、各講師の所属

する組織・団体の見解を示すものではあり

ません。 
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2040 年を見据えた社会保障の課題研修概要 

（平成 30 年 11 月 29 日） 

 

 

 

 

矢島鉄也 

医学博士 

千葉県 病院事業管理者（病院局長） 

千葉大学客員教授 

  

 

 

 厚生労働省の話をします。よろしくお願

いします。さっき、吉村先生が「働き方改

革」について話していましたよね。厚生労

働省は、うちの嫁さんに言わせると一番の

ブラック企業です。そのブラック企業に「働

き方改革」なんかできるわけないよねって

言われました。その私がなぜ厚生労働省に

入ったかというと、学生の頃、地域医療、

国際保健、救急医療とかいろいろ興味があ

って、夏休みは先輩が務める色々な病院で

実習をしていました。自治医科大学附属病

院に先輩を訪ねた時、僻地医療を勉強した

いと話すと、「厚生省（当時はまだ厚生省で

した。厚生労働省になるのは平成 13年です）

に先輩がいるから行ってごらん」と、勧め

られました。厚生省へ行くと、千葉大学医

学部の先輩がいて、手ぐすね引いて待って

いました。来ないかと誘われ、私も若かっ

たので、ちょっとならいいかなって思って、

辞めろと言われれば辞めればいいぐらいな

感じでした。2 年間ぐらい臨床現場を経験

してからでもいいですかと聞いて、厚生省

の採用試験を受けたら合格でした。でも、

今はだめですよ。今そんなことやったら、

完全にだめです。「2 年間したら行きます」

と言っちゃったしということで、初めの 2
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年間は、当時、千葉県でできたばっかりの

救命救急センター、千葉県救急医療センタ

ーで初期臨床研修を受けました。当時は、

全国で 5 番目か 6 番目ぐらいにできた新し

い救命救急センターで、救命救急だけやる

医療機関です。現場は、日夜、戦場です。

学生実習の時に、この救命救急センターを

見ていたので、ぜひ救急医療の現場を経験

してから、厚生省に行きたいということで

救急医療センターの野口センター長（当時）

にお願いしたらＯＫが出ました。 

 昔は、今と違って国家試験が卒業後の４

月で、合格すると医籍登録通知が５月に届

きます。医師免許が届くのは、さらに先で

した。医籍登録が完了するまでは医者とし

て医療行為ができませんので、2 ヶ月間、

千葉県の保健所で、保健師さんと地域の家

庭訪問をしていました。病院とは違う世界

を知ったことで、現場を見た方が良いと思

い、医者になってからも週 1 日だけ毎週木

曜日保健所に通っていました。救命救急セ

ンターで徹夜で麻酔の手伝いをして、朝に

なると保健所に行って保健師さんと家庭訪

問にいきました。中心静脈カテーテルを入

れ替えたり、褥瘡の処置をしたりして面白

かったです。 

今回は、未来の職種、世代を超えてとい

うことなので、どっちかというと未来の話

ですが、高齢化社会の話をしたいと思いま

す。 

なぜ、タイトルに「2040年」としたか分

かる人いますか。今、厚生労働省は 2 つの

キーワードを出しています。令和 4（2022）

年と令和 22(2040)年です。これは試験に出

ないから大丈夫です。令和 4(2022)年には

団塊世代の方々が 75 歳に入り始め、令和

22(2040)年には高齢者がピークを迎えます。

日本はこれから、大きく２回の高齢者人口

が増加する時期を迎えます。現在、100 歳

以上の国民は 6 万 9,000 人いますが、令和

22(2040)年のピークを迎えると 50 万人に

なるといわれています。 

それから、先ほど中島先生が低出生体重

児のお話をされましたが、低出生体重児で

生まれると何に注意しなければならないの

でしょうか。例えば、腎臓の機能が通常に

比べて低くなります。腎臓は、左右 100 万

個ずつ糸球体がありますが、低出生体重児

だとこの糸球体が、場合によっては 70万個

に減ると言われています。若い時は問題な

く普通に暮らしていても、歳をとると、出

生時に糸球体 100 万個持っている人に比べ

て、糸球体 70万個の人の方が腎臓の機能低

下が早い段階で起きます。ちょっとした感

染症で、腎臓へのダメージが大きいため、

若い時から何に注意しなければならないの

か教育することが必要になります。これか

ら長寿社会になればなるほど、どの臓器の

機能がいつ頃から低下していくのか考えて

いかなくてはいけません。低出生体重児と

高齢化社会を結びつけて考える必要がある

と、中島先生の母子保健課の話を聞きなが

ら思いました。 
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皆さんは、これから医療の分野で専門職

として医療制度の中に入ってきます。厚生

労働省はグランドデザイン、制度を作るの

が仕事です。患者さんが医療機関を受診す

ると、診療を受け、窓口でお金を支払いま

す。例えば、医療費が 100万円だとすると、

普通の人は 3割負担ですから 30万円を窓口

で支払うことになります。30 万円、高いで

すね。でも、日本の医療保険は 30万円払わ

なくていいんです。高額療養費制度という

制度があり、月の自己負担額の上限が 8 万

円ぐらいでおさまります。所得の高い人は

所得に応じて高くなります。このように患

者さんの自己負担が重くならないように工

夫されているのです。 

 

 

 

医療機関は、患者さんが窓口で払った 8 万

円を引いた医療費 92 万円を保険者に請求

します。保険者は請求に応じて、医療機関

に 92万円支払いますが、このお金はどこか

ら出てくるのか。皆さん方、健康な人たち

から集めている保険料で賄っています。こ

のように、ぐるぐる循環しています。我が

国の医療保険制度は、とても良く出来てい

ます。吉村先生が先ほどお話の中で、日本

の医療保険制度について特徴を 4 つ言いま

した。そのうちの 1 つに、国民皆保険制度

がありました。この国民皆保険制度は、イ

ギリスやフランスなどのヨーロッパ、北欧

でも使われています。だいたい先進国は、

国民皆保険制度を取り入れていますが、日

本は諸外国と少し違います。日本では、診

療報酬の中でサービスの値段を決めている

ため、同じ医療サービスであれば全国どこ

で受けても値段が同じです。かつ、薬にお

いても薬価が決まっており、全国どこでも、

同じ値段で処方してもらえる制度が国民皆

保険制度です。 

 

 

 

現在の日本の医療費は大体 42兆円です。窓

口負担で 5兆円支払われので、残り 37兆円。

大体 37兆円のうち、16兆円は 75歳以上の
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方への医療費、国民健康保険 10兆円、協会

けんぽ 6 兆円、健康組合・共済などで 5 兆

円です。スライドを見てもわかるように、

前期高齢者、後期高齢者で 23兆円使ってい

ます。子どもも成人も大事ですが、これか

らの医療のニーズは高齢者が中心になり、

今後さらに増加します。先ほどもお話しし

ましたが、令和 4(2022)年にはベビーブー

ム期の方々が 75歳になり、保険料負担は医

療費の 1 割になります。医療費の半分は税

金で賄いますので、残りの 4 割は 74歳以下

の私たちが保険料で支えます。だから若い

人たちの保険料が上がってしまいます。消

費税 1%上がると 7兆円程度の財源になりま

すので、今度の消費税増税により 10数兆円

の財源が確保できる予定です。これを、子

ども・子育て、医療、介護、年金、社会保

障に充てようとしています。 

 

 

 

これは、よく出てくる人口ピラミッドで

す。令和 4(2022)年にはベビーブーム期の

方々が 75 歳になり、令和 22(2040)年には

団塊の世代の子供達が高齢者になります。

皆さん方がこれから関わる人たちというの

はどういう人たちなのかということを考え

る必要があります。まず、日本の人口は、

今後さらに減っていきます。団塊の世代が

全て高齢者になる。それから、団塊ジュニ

アが後期高齢者になり始めるのが令和

22(2040)年ごろで高齢化のピークを迎えま

す。高齢者が増えるけど、支え手のほうは

着々と減っていきます。医療、介護も、こ

のような状況の中で国民の健康をどのよう

に守っていけばよいのでしょうか。先ほど

お話しされた中島さんの資料にもありまし

たが、人口減少、働き手の減少についてど

のように対応していくかが、今後のポイン

トです。 

 

 

 

 

 

令和 22(2040)年は、皆さんバリバリ社会で

働いているでしょう。どのような社会にな

っているのか、自分の役割は何なのか、自
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分の進むべき方向を見ることが大事です。

100歳以上の高齢者が 50万人以上も、街を

ピンピン歩いている社会とは、令和

22(2040)年の日本の姿です。お年寄りが、

「私は 100 歳以上です」って言いながら町

を歩いている社会、50万人以上が 100歳ま

で生きる国は、そう多くないと思います。

いろいろな意味で、日本は 100 歳以上の人

たちが健康でいられる国として世界的に注

目されていますし、大学としては医学的な

論文を書くチャンスです。多くのデータが

集まりますし、そのデータを子孫、将来の

人類のために貴重なデータを後世に残すこ

とができたら、日本の役割として、とても

素晴らしいことだと思います。実際、日本

がこれからどのような高齢化社会を迎えて

いくのか、特にアジア諸国から注目されて

います。ちょうど 10年ぐらい遅れで日本と

同じような問題を抱えています。そのよう

な中、日本のように自分たちの国も健康で

長生きできるのか、どのように課題を解決

していけば良いのか、日本の取り組み、政

策の動向の一つ一つが注目されています。 

 

 

 

高齢者が増えてくると健康問題が増えて

きます。まず慢性疾患、糖尿病、高血圧、

心疾患、脳血管系とか、歳を取るだけで心

臓が弱ってきます。最近は、サルコペニア

も問題です。今までと経験したことがない

ような健康問題が出てきます。先ほどの慢

性腎臓病、呼吸器疾患、肺気腫などもあり

ますが、もちろん悪性腫瘍だとか、骨粗し

ょう症の話も高齢化に伴ってどんどん増え

てきます。このような分野の患者さんが増

えますが、他の分野の患者さんは減ります。

今、国がこれから力を入れようとしている

のは認知症です。先ほどのサルコペニアに

ついてもそうですが、正常に歳を取ってい

くと出てくる身体の変化にどのように対応

していくか考えなければなりません。日本

は世界に先駆けた高齢化社会を迎えますの

で、それをどういうふうに乗り切っていけ

ばいいのかということが注目されています。 

 

 

 

日本は、高齢化に見合う分だけお金は出

しています。しかし、国民負担率、先ほど

の消費税もそうですが、国民に高齢化に見

合うだけというのであれば、もうちょっと

負担していただいてもいいのではと、私は

思っています。日本の場合、正直もっとお

金をかければいい医療ができるし、医療・

介護スタッフの給料も増やすことができる
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し、生活も良くなるのです、現実は、消費

税 8％から 10％に上げるだけでも大変です。

先進国の GDP 比で見ると、日本よりもお金

をかけていることがわかります。それを考

えたとき、日本はかけるお金が他の国より

も少ないけど、サービスはきちんと提供し

ています。住民の保険料負担が少なくなる

ように、医療従事者が文句も言わずに働い

ているということを知っていただきたい。 

これは吉村先生の資料にもありましたが、

各国比較です。人口 1,000 人当たりの医者

の数は、日本は 2.4 人、ドイツ 4.1 人、フ

ランス 3.3 人、イギリスが 2.8 人、アメリ

カ 2.6 人で、イギリスやドイツから比べる

と少ないです。 

 

 

 

同じく看護師は、日本は 11 人、イギリス

7.9 人、フランス 9.9 人で、アメリカと同

じぐらいです。医師に比べると、看護師の

数は確保できているという印象です。 

 

 

 

ではなぜ、こんなに仕事がきついのだろう

か。理由は簡単で、ベッド数と平均在院日

数です。千葉大学医学部附属病院は 14～15

日ぐらいになりました。そして、地域差に

ついてです。これは病床数ですが、地域差

が非常にある。特に多い所は九州で、西日

本は、ベッド数多くて、入院日数が長く、

医療費も高くなっている。今日、「働き方改

革」の話をする予定はなかったですが、つ

ながってしまいました。これは日本の問題

です。これを何とかしないと、日本の医療

はうまくいかないと思っています。 

 

 

 

外来診療、諸外国の外来診療や、フリー

アクセスの話もしましたが、日本はフリー

アクセスですが、大学病院は紹介状がない



- 197 - 

 

場合、受診時に定額負担として 1 万円かか

ります。イギリスでは、あらかじめ登録し

た医療機関で家庭医の診察を受けた上で必

要な場合に、専門医にかかることができま

す。普段は、地域に登録した診療所で医療

を受けています。フランスは、一応フリー

アクセスは確保されていますが、あらかじ

め登録された、かかりつけ医以外を受診す

ると負担額が変わります。かかりつけ医以

外だと、7割も負担しなければなりません。

しかも、現物給付ではなく、一旦全額を支

払う償還払い制となっています。フリーア

クセスと償還払いを組み合わせて使ってい

ます。日本は、フリーアクセスで、医療機

関も自分で選べますが、現物給付なので１

万円の医療を 3,000 円の負担で受けること

ができますし、高額療養費制度もあります

のでかなり恵まれています。吉村先生は、

日本人の外来受診率が諸外国に比べて多い

と説明されていましたが、私はそれがかえ

って良いのではないかと思います。診察は

短い時間であるけれど、定期的に受診して

くれることで変化を見ることができます。

急激な変化、症状が悪化する前に、その変

化に気づくことができるからです。外来受

診率が多い少ないに関する判断には迷いま

すが、今の国の新議会では諸外国に比べる

と頻回受診だということになっています。 

 

 

 

わが国の医療保険制度は、国民皆保険制

度、医療機関のフリーアクセス、医師の自

由開業性、出来高払いなど、様々な背景に

よりコストが増えています。このコストを

どのように抑えていくか、医療提供体制を

どうしていくのかということを、令和

22(2040)年に向けて考えていかなくてはい

けません。国民皆保険制度を守りつつ、給

付のあり方だとか、保険の効果的な提供の

あり方、価格のあり方など、毎年のように

見直しをしています。診療報酬改定は 2 年

毎に行い、新しい技術はすぐ入れ、古い技

術はやめ、効率の悪いものは見直すという

ことを絶えずしています。どんどん制度を

良くしていくための仕組みを日本は持って

いるということを覚えておいてください。 
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 「平成 31年度概算要求の主な事項」に書

かれている主な事項は、消費税増税後の使

い道です。次世代は生活習慣病に力を入れ

ましょう、高齢者は介護予防・フレイル対

策をしましょう、がんやゲノム医療、健康

無関心層へのアプローチなどについても明

記されています。 

 

 

 

厚生労働省は担当する分野の項目が多いで

すが、健康で長生きを目指して、来年度の

予算要求をします。平成 30 年 12 月末には

財務省から内示が出され、平成 31年 1月か

ら国会で審議されます。よく見ると、効率

的な業務の分担ということでロボット、テ

クノロジー、AIなどの話が出てきます。医

療や介護の現場でも、効率や生産性に資す

る技術を取り入れ、組織マネジメントして

いこうという全体の流れがあります。 

 

 

 

新しい技術を使って、皆さん方の仕事を

どのようにしたら効率化できるかについて

は、まさにこれからです。良いアイデアを

たくさん出し合って、効率的な業務分担、

テクノロジーの活用、組織マネジメントの

改革をしていくという大きな流れがあるこ

とを知っていただければ幸いです。 

 

※本稿では実践講座の研修内容を文章化し

ていますが、その一部は定義の説明が不十

分であったり、講師自身の解釈や意見が盛

り込まれている部分があります。内容はあ

くまで個人的な見解であり、各講師の所属

する組織・団体の見解を示すものではあり

ません。 
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ACADEMIC MOTIVATION SCALE (AMS-C 28) 

 

COLLEGE (CEGEP) VERSION 

日本語訳・千葉大学社会精神保健教育研究センター 

一部改変・千葉大学大学院医学研究院認知行動生理学 

Robert J. Vallerand, Luc G. Pelletier, Marc R. Blais, Nathalie M. Brière,  

Caroline B. Senécal, Évelyne F. Vallières, 1992-1993 

 

Educational and Psychological Measurement, vols. 52 and 53 

 

Scale Description 

This scale assesses the same 7 constructs as the Motivation scale toward College (CEGEP) studies. It 

contains 28 items assessed on a 7-point scale. 

References 

Vallerand, R.J., Blais, M.R., Brière, N.M., & Pelletier, L.G. (1989). Construction et validation de l'Échelle 

de Motivation en Éducation (EME). Revue canadienne des sciences du comportement, 21, 323-349. 

 

このアンケートは、今回のセミナーの効果を定量的に測定するために、記入をお願いするもの

です。 

いただいた回答内容は上記の目的のみに利用されます。 

回答内容の分析結果等は学術雑誌等に公表されることがあります。その場合でもあなたの個人

情報が第三者に公開されることはありません。 

下の署名欄に記名することにより、上記趣旨に同意したとみなされます。 

 

氏名                .               

年齢  (  )歳 

性別  □男性   □女性 

職種  □医療専門職 専門分野 (      )    経験年数  (  )年 

□大学院生  分野 (      )  年次  (修士・博士  )年生 

□学部生   分野 (      )  年次  (  )年生 

□その他 職業    (      )    就業年数  (  )年 

研修前後アンケート 資料 7 
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下記のスケールを用いて、以下の各項目が、公衆衛生学・医療政策学の勉強をする理由のひと

つとしてどのくらい当てはまるかを示してください。 

 

 まったく わずかに そこそこ よく 完全に 

 当てはまらない 当てはまる 当てはまる 当てはまる 当てはまる  

 1 2 3 4 5 6 7 

 

あなたはなぜ公衆衛生学・医療政策学の勉強をするのでしょうか？ 

  

 

1. 今後より高収入を得るには勉強が足りないため  1         2         

3         4         5         6         7 

2. 新しいことを学べば喜びや満足感を得られるため  1         2         

3         4         5         6         7 

3.  私が選んだキャリアパスの助けになると思えるため  1         2         

3         4         5         6         7 

4. 自分の考えを他者に伝えるときに刺激的な気持ちになれるため  1         2         

3         4         5         6         7  

5. 正直なところよくわからない。勉強するのは時間の無駄と感じる  1         2         

3         4         5         6         7 

6. 勉強によって自分を高めることに喜びを感じるため  1         2         

3         4         5         6         7 

7. 自分には学問を修める能力があることを証明するため  1         2         

3         4         5         6         7 

8. 今後より重要な役職を手に入れるため  1         2         

3         4         5         6         7 

9. 未知のものを解き明かす喜びを得るため  1         2         

3         4         5         6         7 

10. 好きな分野での就職先を見つけられるかもしれないため  1         2         

3         4         5         6         7 

11. 興味深い著書を読むのが楽しいため  1         2         

3         4         5         6         7 

12. 当初は意義を感じていたが、今は勉強を続けるべきか迷っている  1         2         

3         4         5         6         7 

13. 個人的な目標達成によって自分を高めることに喜びを感じるため  1         2         

3         4         5         6         7 
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14.  成果が上がれば自尊心が高まるため  1         2         

3         4         5         6         7 

15. 今後より良い生活ができるようにするため  1         2         

3         4         5         6         7 

16. 興味を引く物事に関する知識を深めることに喜びを感じるため  1         2         

3         4         5         6         7 

17. キャリアパスに関してより良い選択肢が広がるため  1         2         

3         4         5         6         7 

18. 良い著作を読むことに没頭するのが楽しいため  1         2         

3         4         5         6         7 

19. 何故学ぶのかよくわからず、正直あまり気にもしていない  1         2         

3         4         5         6         7 

20.  困難な学術活動を達成する過程に喜びを感じるため  1         2         

3         4         5         6         7 

21. 自分が知的な人間であると自分自身で確認するため  1         2         

3         4         5         6         7 

22. 今後より高い給料をもらえるようにするため  1         2         

3         4         5         6         7 

23. 勉強することにより面白い事柄を学び続けることができるため  1         2         

3         4         5         6         7 

24. もう少し勉強すれば私の実務能力が向上すると思うため  1         2         

3         4         5         6         7 

25. 様々な内容の教材を読むことで気分が高まるため  1         2         

3         4         5         6         7 

26. よくわからない。私は何を勉強しているのかわからない  1         2         

3         4         5         6         7 

27. 学問を探究することで個人的な満足感が得られるから  1         2         

3         4         5         6         7 

28. 自分は学問で成果を上げられる人物だと証明するため  1         2         

3         4         5         6         7 

 

以下についても可能な範囲でご回答ください。 

 

○以下の各項目と、「公衆衛生学・医療政策学」との関連性(結びつき)について、5 段階で評価

してください。 
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関連性がとても弱い 関連性が弱い どちらとも言えない 関連性が強い 関連性がとても強い 

1  2 3 4 5 

 

・医療経済学                1    2    3    4    5 

・医療情報学                1    2    3    4    5 

・厚生労働省                1    2    3    4    5 

・都道府県の行政府             1    2    3    4    5 

・市町村の行政府              1    2    3    4    5 

・健康危機管理               1    2    3    4    5 

・医師不足・偏在              1    2    3    4    5 

・財政健全化                1    2    3    4    5 

・費用対効果                1    2    3    4    5 

・産業保健                 1    2    3    4    5 

 

○「公衆衛生学・医療政策学」という言葉のイメージについて、思うところを書いてください。 

 

 

○医学生・医師が「公衆衛生学・医療政策学」に興味を持つためには、どのような方法が効果的

だと思いますか。 

 

 

○今後セミナーや研修会などで勉強してみたいテーマがありましたら書いてください。 

 

 

○今回このセミナーの情報を何から得ましたか。 

 

 

ご協力ありがとうございました！ 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ. 研究成果の刊行に関する一覧表 
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研究成果の刊行に関する一覧表                        
                        
雑誌                                                          
 

  発表者氏名   論文タイトル名 発表誌名  巻号 ページ 出 版

年 

吉田 穂波 妊産婦や乳幼児を連れた家族が本当に

必要としている災害時の支援とは？ 

近代消防．  699 48-51 2019 

吉田 穂波 支援者のための支援～受援力スキルの

強化.  

臨床助産

ケア 

11(2)  108-115 2019 

吉田 穂波 
災害時の母子保健． 月刊母子

保健 

719 1-4 2019 

吉田 穂波 地域で次世代を守るために、今、私た

ちができること 

 

人と未来

防災セン

ター特定

研究プロ

ジェクト

～個別性

に配慮し

た福祉避

難所の在

り方に関

する研究

会報告書 

38 37-59 2018 

Ai Tashiro, Kay

ako Sakisaka, E

tsuji Okamoto, 

Honami Yoshida 

Differences in infant and child mo

rtality before and after the Great

 East Japan Earthquake and Tsunam

i: a large population-based ecolog

ical study. doi:10.1136/bmjopen-20

18-022737 

BMJ Open 8(11) e022737 2018 

大澤 絵里 , 藤

井 仁 , 吉田 穂

波 , 松本 珠実

 , 三浦 宏子 , 

成木 弘子 

全国保健所のHIV/エイズ施策における

個別施策層への対策と職員の研修受講

の関連 

 

日本エイ

ズ学会誌 

20(2) 138-145 2018 

Watanabe, R., Y

oshimura, K., Y

oshida, H 

Exploring key challenges to improve

 the shortage of public health phys

icians 

Japanese 

Journal 

of Public 

Health 

65

（ Supp

l） 

200 2018 

吉田穂波 あかちゃんとママを守るために 子育て研

究 

38 28-34 2018 
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吉田穂波 少子化社会と妊娠・出産・子育て―テ

ーマで開くまなびの扉―（書評） 

保健医療

社会学論

集 

2 1-2 2018 

吉村健佑 遠隔医療の推進状況：厚生労働省の施

策から読み解く 
病院設備 60(1) 205-209 

2018 

Shinobu Nagata,

 Kensuke Yoshim

ura, et al. 

Does cognitive behavioural therapy

 alter mental defeat and cognitive

 flexibility in patients with pani

c disorder? 

BMC Res 

Notes. 
11(23) - 

2018 

吉村健佑 厚生労働省におけるICT活用施策の現状 
保健医療

科学 

vol 

67,N0.

2, 

158-165 2018 

吉村健佑 行政の立場から見た遠隔睡眠医療 睡眠医療 12巻 2

号 

199-207 2018 

吉村健佑 
遠隔診療をめぐる政策動向と普及に向

けた課題―ガイドライン、診療報酬など 

IT VISION 第38号 56－58 2018 

吉村健佑 レセプト情報等データベース（NDB）を

用いた精神医学研究への応用 

分子精神

医学 

18（3） 110－116 2018 

清水栄司、吉村健

佑 

エビデンスに基づいた診療ガイドライ

ン使用のための診療報酬化案とビッグ

データ化 

精神科 ３３（1） 66－72 2018 

吉村健佑、加藤浩

晃 

NDBオープンデータを用いた眼科診療の

実態研究 

MB OCULI 69 39-46 2018 

吉村健佑、櫻庭唱

子 

診療報酬からみえる薬剤使用の適性化

～NDBオープンデータを用いて可視化す

る～ 

外来小児

科 

21（4） 503-509 2018 

吉村健佑 日本における遠隔医療・オンライン診療

に関連した政策動向―平成30年度診療

報酬改定を踏まえて― 

精神科治

療学 

34(2) 145-152 2019 

吉村健佑、岸本泰

士郎 

精神科領域での遠隔医療とICTを活用し

た医療機関連携の政策動向 

臨床精神

医学 

48(2) 235-243 2019 
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学会発表 

発表者氏名 論文タイトル名 発表学会名 開催地 開催年

月 

吉田 穂波 

 

母子保健疫学の最新ト

ピックス 

第 43回栃木県母性

衛生学会 

宇都宮

市 

2018年 

6 月  

落合佑三子、中村佳

子、北林紅葉、望月真

里子、吉田穂波 

神奈川県平塚保健福祉

事務所における 妊娠

期からの児童虐待予防

事業の評価について 

第 61回神奈川県公

衆衛生学会 

 

 

横浜市 
2018年

11月 

Ryo Watanabe, 

Kensuke Yoshimura, 

Honami Yoshida 

 

 

Exploring key 

challenges to improve 

the shortage of 

public health 

physicians.  

第 77回日本公衆衛

生学会学術集会 

 

 

 

郡山市 
2018年

10月 

吉田穂波、渡邊亮、吉

村健佑 

 

 

公衆衛生医師の確保・

育成のための多様性包

括型キャリアパス構築

に関する研究.  

第 77回日本公衆衛

生学会学術集会 

 

 

郡山市 
2018年

10月 

Honami Yoshida 

 

 

 

 

 

Disaster 

preparedness in 

maternal and child 

health - The Lessons 

learned from Mega 

Disasters in Japan.  

The 48th APACPH 

Symposium.  

 

 

 

神戸市 
2018年9

月 

Hideyuki Sakamoto, 

Honami Yoshida.  

 

 

 

Kanagawa’s Disaster 

Preparedness: 

Personal Health 

Record (PHR) System 

for saving life in 

disaster. 

The 48th APACPH 

Symposium.  

 

 

 

神戸市 
2018年9

月 
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書籍    

著者氏名  タイトル名 書籍全体の 

 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

吉田穂波、

瀧本秀美 

母子保健 古野純典、辻

一郎、吉池信

男 

改訂第6版：

健康・栄養科

学シリーズ

 社会・環境

と健康 

南江堂 東京 2019 In pres

s 

吉田穂波、

横山徹爾 

我が国の出生

体重の推移―

ナショナルデ

ータベースの

軌跡からー 

池田智明／

金山尚裕／

関沢明彦 

胎児発育不

全 

中外医学

社 

東京 2018 2-10 

吉田穂波 『「つらいのに

頼れない」が消

える本――受

援力を身につ

ける』 

吉田 穂波 『「つらいの

に頼れない」

が消える本

――受援力

を身につけ

る』 

株式会社

あさ出版 

東京 2018 1-300 

吉村健佑 平成30年度診

療報酬改定に

おける遠隔医

療・オンライン

診療の評価の

ポイントと今

後の展望. 

成功する病院

経営 診療報

酬と実践対応 

 ロギカ出

版 

東京 2018  

加藤浩晃、

吉村健佑 

公開データを

もとに議論す

るのが当たり

前の世界に 

医療4.0 第4

次産業革命時

代の医療 

 日経BP社 東京 2018  
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吉村健佑 メンタルヘル

ス不調を疑っ

たら 

医療機関にお

ける産業保健

活動ハンドブ

ック 

 公益財団

法人 産業

医学振興

財団 

東京 2019  

      

                          










